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  【一般会計】

（款）１．議会費　（項）１．議会費　（目）１．議会費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

89

1
1

89

2
2

89

3

302,229

主　要　な　施　策　の　成　果

311,625 決 算 額 の 財 源 内 訳

302,229 一般財源

議 会 事 務 局

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市議会各会派の市政に関する調査研究を推進し、議員活
動の充実を図るため、月額30,000円に会派構成議員数を乗
じた額を会派に対して交付した。なお、必要経費を支出し
た後、残余がある会派からは､当該残余額の返還を受け
た。

政務活動費 １，９５３

 ２． ○「いせ市議会だより」発行…市議会活動を市民に広報す
るため「いせ市議会だより」を発行し、各戸配布等を行っ
た。＜年間４回発行＞
○市議会放映…市議会活動を市民に広報するため、市議会
本会議と予算・決算特別委員会をケーブルテレビで録画放
送した。会議があった日の翌日午後２時と午後７時から２
回放送し、定例会終了日の翌々日午後８時から再放送し
た。＜本会議25日分、予算・決算特別委員会10日分＞ま
た、上記録画データを利用し、YouTubeによるインター
ネット録画放送を実施した。

議会広報経費 ５，６７０

 ３． 新型コロナウイルス感染症等に対応した「新たな災害対
応スタイルの構築」及び「議会のＩＣＴ環境の整備」を図
ることを目的に、全議員にタブレット端末を貸与するとと
もに、Ｗｉ－Ｆｉ環境整備を行った。
〇タブレット端末の貸与…タブレット端末（計28台）を調
達し、全議員及び議会事務局職員に貸与した。
〇Ｗｉ－Ｆｉ環境整備…タブレット端末を議会棟で使用す
るため、無線ＬＡＮアクセスポイント（計５ヶ所）を設置
した。

議会ICT整備事業 ４，７４１
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）４．人材育成推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

91

1

9,306 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,952 一般財源

伊勢市職員としての意識の向上及び必要な知識の習得を
図るため、一般研修を行った。また、職員の職務遂行能力
を高めるために、専門研修等に派遣した。
（１）実施実績
　①一般研修　研修数２５回　受講者数　１，０９１名
　②派遣研修　研修数３２回　受講者数　　　　６４名

（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度　　　研修全体　８０．１％
　　　　　　　　　　一般研修　７８．８％
　　　　　　　　　　派遣研修１００．０％
　②意識向上度　　　研修全体　６２．２％
　　　　　　　　　　一般研修　５９．８％
　　　　　　　　　　派遣研修１００．０％

【当初予算における内容、計画】
①一般研修
　・階層別研修　部長・次長級、課長級、課長補佐・係
　　　　　　　　長級、主事・一般
　・特別研修　　目からうろこ、女性活躍推進、ハラス
　　　　　　　　メント防止等
　・人材育成カレッジ　接遇研修、公務員倫理研修、
　　　　　　　　　　　災害時の対応等
②派遣研修
　・三重県市町総合事務組合、三重県地方自治研究セン
　　ター、市町村職員中央研修所、全国市町村国際文化
　　研修所、自治大学校、日本経営協会の実施する各階
　　層別研修、専門研修等への派遣
　・各先進地視察研修派遣
　・その他各種協議会・団体が主催する研修への派遣

【過去２ヵ年度の実績】
平成30年度
（１）実施実績
　①一般研修　研修数２０回　受講者数　１，４５０名
　②派遣研修　研修数６８回　受講者数　　　１３９名
（２）研修評価（受講者自身による評価）
　　①業務向上度　　研修全体　８２．７％
　　　　　　　　　　一般研修　８１．７％
　　　　　　　　　　派遣研修　９８．０％
　　②意識向上度　　研修全体　６７．４％
　　　　　　　　　　一般研修　６５．４％
　　　　　　　　　　派遣研修　９５．０％
令和元年度
（１）実施実績
　①一般研修　研修数５１回　受講者数　１，９９８名
　②派遣研修　研修数８１回　受講者数　　　２１７名
（２）研修評価（受講者自身による評価）
　①業務向上度　　　研修全体　８２．４％
　　　　　　　　　　一般研修　８１．６％
　　　　　　　　　　派遣研修　９６．０％

5,952

職 員 課

事 業 名 決 算 額

職員研修事業 ５，９５２

施 策 の 成 果

 １．
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決算書
1        頁

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）５．広報広聴費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,960

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1
1

93

2
2

93

3

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）６．電算事務管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,586

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

事 業 名 施 策 の 成 果決 算 額

１７，０５２

施 策 の 成 果

 １．

　②意識向上度　　　研修全体　６３．６％
　　　　　　　　　　一般研修　６１．２％
　　　　　　　　　　派遣研修　９４．４％

【事業を取りまく状況等】
・研修は一度限りではなく、繰返し実施することにより
　効果が発揮されるものであるので、引き続き充実した
　研修環境を整えるよう努めていく。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、以下
　のとおり対応した。
　①開催時期の変更
　②１回当たりの受講人数を減らし開催回数を増やす
　③Ｗｅｂでの受講（オンライン研修の対応可能な研修）

53,913 一般財源

49,953

57,337 決 算 額 の 財 源 内 訳

広 報 広 聴 課

事 業 名 決 算 額

「広報いせ」を毎月１日と15日（１月と５月を除く）に
発行し、市政方針や事業計画・各種制度の概要、行事予
定、市民活動情報などを広く市民に広報し、理解と協力を
求めるとともに、市民参画意識の高揚に努めた。

広報いせ発行事業 ２９，６５４

 ２． 行政放送において、行政情報番組［お知らせ番組（毎週
更新）と特集番組（毎月更新）］を制作し、市政に関する
お知らせなどを放送した。

ＣＡＴＶ広報いせ
放送事業

229,137

 ３． 伊勢市ホームページの運用保守を行い、ウェブならでは
の即時性のある情報発信に努めた。インターネット情

報発信事業
４，６４６

 １．

決 算 額 の 財 源 内 訳

デジタル政策課

事 業 名 決 算 額

242,723

259,276

施 策 の 成 果

１２１，７２１

一般財源

住民基本台帳、税及び福祉サービス等の基幹システムで
ある総合住民情報システムについて、システム及び各機器
類の保守管理を行った。また、市税等に関する各種帳票の
印刷業務並びに税申告書等のイメージデータの読取業務や
データ入力業務等について、外部委託を行い、業務の効率
化を図った。

住民情報システム
管理経費 　
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決算書
1        頁

93

2
2

93

3

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）７．企画費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

27,000 6,543

    （単位  千円）

決算書
       頁

95

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 財務会計・文書管理・人事給与・庶務事務・グループ
ウェア等の行政情報システム（内部情報系）、インター
ネットシステム及びネットワークシステムの保守管理等を
行い、各システムの安定稼働を図った。

また、令和２年度から令和３年度にかけて保守期限を迎
える内部情報系システムについて、更新を行い令和２年度
稼働対象のシステムを稼働させた。

行政情報システム
管理経費

８１，２７４

229,672 決 算 額 の 財 源 内 訳

199,532 一般財源

165,989

 ３． 各種セキュリティ関連システムの保守管理等を行い、シ
ステムの安定稼働を図るとともに、ライセンス期限切れと
なるソフトウェアライセンスの更新、保守期限を迎える
ファイル・ユーザ認証サーバの更新を実施し、情報資産の
安全管理と情報セキュリティの維持、向上を推進した。

ＩＴセキュリティ
対策事業

３８，５１３

デジタル政策課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ＩＣＴ（情報通信技術）の活用について調査研究すると
ともに、ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（ソフトウェア・ロ
ボットによる業務自動化）を導入した。
また、デジタル化の推進及びデジタル戦略の策定に向け
て、国の動向や他の自治体の取組について調査を行うとと
もに、庁内の現状の把握と課題を整理するほか、ＬＩＮＥ
公式アカウントを活用したイベント予約申込・ごみ案内
チャットボット・水道開閉栓受付等の各課の取組を支援し
た。
・消耗品費　　　　　　　  　101,477円
・委託費　　　　　　　　　3,826,900円
・賃借料　　　　　　　　　3,618,230円
・備品購入費　　　　　　　　407,550円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　26,765,000円
・ＲＰＡ本格導入、ＡＩ－ＯＣＲの試験導入
・ＬＩＮＥを活用した行政サービスの推進
・官民データ活用推進計画の策定
・各課のＩＣＴ活用推進支援

【過去２ヵ年度の実績】（令和元年度からの新規事業）
・令和元年度　　　　　　4,708,844円

【事業を取りまく状況】
人口減少・少子高齢化が進む一方、多様化・高度化する

市民サービスが求められるなか、国が策定した自治体ＤＸ
推進計画に対応していく必要がある。また、新型コロナウ
イルス感染症による新しい生活様式に合わせた取組が求め
られている。

ICT活用推進事業 ７，９５４
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決算書
1        頁

95

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1
1

93

2

決 算 額

行政事務デジタル
化推進事業

３０，３０３

施 策 の 成 果事 業 名

ふるさと応援寄附
推進事業

１３４，３４７

 ２． 新型コロナウイルス感染防止のため、分散勤務等による
庁内の業務及びＷｅｂ会議が実施できるよう、通信環境や
ハードウェア、必要となるソフトウェアライセンスを調達
した。
・消耗品費　　　　　　　  1,470,723円
・通信運搬費　　　　　　　1,213,867円
・委託費　　　　　　　　　6,073,100円
・賃借料　　　　　　　　　9,691,477円
・備品購入費　　　　　　 11,853,710円

本市に対するふるさと納税の受入れを行うとともに、寄
附者に対し市の特産品を返礼品として送付し、市の産業の
ＰＲに努めた。
・寄附件数　　　 　　　６,２２５件
・寄附金額　４２６,７８６,９４５円

企 画 調 整 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ２． 市民及び国内外の人々から選ばれる自治体となるべく、
市の地域資源・魅力の認知度向上を目指し、三重テレビ放
送による伊勢市情報発信番組制作と放送、移住ＰＲ動画の
配信、伊勢市移住・ＵＩターン推進に向けたＰＲパンフ
レットデザインのリニューアル、共生社会ホストタウンの
推進に向けた取組等を行った。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　３０,４３８,０００円
・移住をキーワードとした市の魅力発信
・三重テレビ放送による情報発信番組制作と放送
・伊勢志摩版図柄入りナンバープレートの普及啓発
・共生社会ホストタウンの推進　　等

【過去２ヵ年度の実績】
平成３０年度　　２,１１１,２３９円
・移住希望者向け体験プログラムの実施
・三重テレビ放送による情報発信番組制作と放送
・伊勢志摩版図柄入りナンバープレート導入に向けた取組
・皇學館大学の学生による伊勢市魅力発信動画の制作
・共生社会ホストタウン登録に係る情報収集　　等
令和元年度　 １３,４８０,６３４円
・現地体験型の移住希望者向けプログラムの実施
・三重テレビ放送による情報発信番組制作と放送
・伊勢志摩版図柄入りナンバープレート導入に向けた取組
・共生社会ホストタウンの登録と推進　　等

【事業を取りまく状況等】
人口の社会減が続く中、移住の取組の必要性が高まって

いるとともに、定住に向けたシビックプライドの醸成にも
同時に取り組んでいく必要がある。

シティプロモー
ション推進事業

１１，４２０
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    （単位  千円）

決算書
       頁

93

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）８．男女共同参画推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

722

    （単位  千円）

決算書
       頁

95

1

 １． 結婚を希望する人等の相談業務、出会いの場や情報の提
供、結婚に向けたセミナー研修等を行う場として「いせ出
会い支援センター」の運営を委託した。また、市内及び定
住自立圏域市町に事業所を置く企業に、従業員の結婚を応
援し、働きやすい職場環境づくりに取り組んでいただくよ
う、いせ若者応援ネットワーク「いせむすび」への登録を
促進した。
委託先：株式会社デルタスタジオ
委託料：９，９１７，４３３円
利用件数：２，６５５件（来所・電話・メール・チラシ）
いせむすび登録企業数:１９９社（令和3年3月31日現在）

出会い・結婚支援
事業

１２，２１５

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

2,628 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,151 一般財源

1,429

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民団体「ＮＰＯ男女共同参画れいんぼう伊勢」に委託
し、市民への意識啓発やパートナーの日の周知活動を実施
した。企業向けには、事業所訪問やセミナーの開催及び男
女共同参画に積極的に取り組んでいる事業所等を表彰する
ことにより、男女がともに働きやすい職場環境づくりの取
組を推進した。また、企業の管理職及び管理職候補の女性
を対象に女性管理職育成セミナーを開催し、スキルアップ
を図った。
○市民向けの取組み
　・映画祭、意識啓発　等
　・広報いせへ啓発記事掲載
○企業向けの取組み
　・男女共同参画推進事業者等の表彰
　〈女性の活躍推進「きらり」賞〉
　　有限会社くろべ
　〈仕事と生活の調和実践賞〉
　　株式会社ゴーリキ、株式会社コムデック
　・ワーク・ライフ・バランス推進セミナー　参加者30社
　・女性管理職育成セミナー　参加者１１人

男女共同参画推進
都市事業

１，９４７
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）15．財産管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

50 542

    （単位  千円）

決算書
       頁

99

1

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）16．車両管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

99

1

194,280 決 算 額 の 財 源 内 訳

176,346 一般財源

資 産 経 営 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

175,754

 １． 公共施設等総合管理計画に基づき、全庁横断的な体制の
もと公共施設等の総合的かつ計画的な管理を継続するため
設置する公共施設等マネジメント推進会議において協議・
調整を行い、個々の施設の方向性を示す施設類型別計画の
進捗管理を行った。
　・旅費　　　　　　　　　　　　　22,140円
　・消耗品費等　　　　　　　  　　37,170円

【当初予算における内容、計画】
　公共施設マネジメント事業　736,000円
　・公共施設等マネジメント推進会議、作業部会の開催
　・施設類型別計画の進捗管理
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　・職員研修実施
　・先進地視察

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　220,184円
　・公共施設等マネジメント推進会議、作業部会の開催
　・施設類型別計画の進捗管理
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　平成30年度　793,512円
　・施設類型別計画の策定、印刷製本
　・公共施設等総合管理計画の改訂
　・公共施設等マネジメント推進会議の開催
　・公共施設カルテ及びインフラ資産カルテの更新
　
【事業を取りまく状況等】

施設類型別計画に定める公共施設等の管理方針を指標と
しながら取組を進めていく。

公共施設マネジメ
ント事業

５９

53,917 決 算 額 の 財 源 内 訳

44,797 一般財源

44,797

資 産 経 営 課

 １． マイクロバス１台を新たに購入して３台体制とすること
で、乗車定員の約半数程度の運行を行い、移動時の新型コ
ロナウイルス感染症対策をとった。

マイクロバス感染
防止対策事業

７，３１５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

- 7 -



（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）17．市民交流推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

337 37

    （単位  千円）

決算書
       頁

99

1
1

99

2
2

99

3

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成１６年４月に「いせ市民活動センター」を開設し、
同年７月から指定管理者制度を導入した。令和２年度から
第６期（２ヵ年）指定管理者として特定非営利活動法人い
せコンビニネットが管理運営を行っている。
令和２年度指定管理料　１４,４００,０００円

市民活動促進事業 １６，１７４

67,899 決 算 額 の 財 源 内 訳

65,672 一般財源

65,298

市 民 交 流 課

事 業 名

 ２． 市民が「見て」、「参加して」楽しめる行事として、実
行委員会で毎年１０月に実施しているが、新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止の観点から中止した。

伊勢のまつり開催
事業

３７

 ３． 不特定多数が利用する施設であることから、新型コロナ
ウイルス感染症拡大防止対策を強化し、施設利用者が安
心・安全に施設を利用できるように、以下の備品を整備し
た。
サーモグラフィカメラ　２台　３０１，２９０円
手指消毒用オートディスペンサー ２台 ３２，０５４円
等

市民活動センター
感染防止対策事業

３３８
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）18．地域自治推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

223,075

    （単位  千円）

決算書
       頁

101

1
1

101

2

246,744 決 算 額 の 財 源 内 訳

１７１，７０３

232,826 一般財源

9,751

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 平成２７年度から本格稼動した「ふるさと未来づくり」
制度に基づき設置された「まちづくり協議会」が実施する
事務事業の財源として、ふるさと未来づくり資金を交付し
た。また、まちづくり協議会が実施する「防災機能強化」
等地域課題解決のための事業に対し、活動事業費（臨時特
例分）を交付した。

ふるさと未来づくり資金
・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６２，４１０，９２０円（２３団体）
・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　３，６７９，４３６円（９団体、１２件）
・一括交付金化事業
　　　　１０４，３１０，５１１円（１８団体）
　　計　１７０，４００，８６７円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　１８２，９１３，０００円
　・まちづくり講演会
　・まちづくり人材養成講座
　・市民活動補償制度
　・ふるさと未来づくり資金　など
【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６９，１８１，１６８円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　３，８５０，７７６円（９団体、１１件）
　・一括交付金化事業
　　　　　９５，５５７，５００円（１６団体）
　　　　計　１６８，５８９，４４４円
　事業全体　１７０，９５６，３３８円
　平成３０年度
　・事務運営費、活動事業費（基本額）
　　　　　６９，１７０，０１２円（２３団体）
　・活動事業費（臨時特例分）
　　　　　　４，５７７，０１３円（９団体、１１件）
　・一括交付金化事業
　　　　　９３，６８７，０５０円（１５団体）
　　計　１６７，４３４，０７５円
　 事業全体　１６９，３３８，５６５円
【事業を取りまく状況等】

ふるさと未来づくり資金について、活動事業費（基本
額）を地域の実情に応じた金額に変更し、交付した。

 ２． 市内１７３自治会の活動について、行政委員等の候補者
推薦業務等、依頼事項に対する謝礼を交付した。区長謝礼事業 ７，４１０

地域自治推進事業
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決算書
2        頁

101

3
3

101

4
4

101

5
5

101

6
6

101

7
7

101

8

７，４００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 地域のコミュニティ活動の場を確保することや自治会の
負担軽減、集会所の長寿命化のため、自治会等が活動拠点
として所有し、維持管理する集会所の修繕、バリアフリー
改修及び空調設備整備を行った自治会に補助金を交付し
た。
　交付金額　　　２，５８０，０００円（６自治会）
＜内訳＞
・修繕　　　　　１，７０６，０００円（３自治会）
・バリアフリー改修　７６８，０００円（２自治会）
・空調設備整備　　　１０６，０００円（１自治会）

自治会集会所建設
事業補助金

２，５８０

 ４． （一財）自治総合センターが、宝くじの社会貢献広報事
業費として受け入れる受託事業収入を財源とした事業で、
コミュニティ活動の健全育成を図り、コミュニティ組織で
ある自治会等にコミュニティ助成事業補助金を交付した。
〔交付団体数〕自治会等･･･４団体

コミュニティ助成
事業補助金

９８６

 ６． ○振興助成金
地域における自治活動を支援・推進するため、助成金を

交付した。
　５７自治会　　８，４５９，８００円
○元気なまちづくり協働事業補助金

市と自治会が協働して地域社会の活性化を図るため、自
治会が各地域において主体的に取り組む事業に対して、補
助金を交付した。
　２０自治会　　　　６３３，０００円
○広報紙配布等事業

市の広報紙等の配布事業等を行う自治会に対して交付金
を交付した。
　５８自治会　３１，５１７，６００円

自治会活動補助事
業

４０，６１１

 ７． 市内１６４自治会が加盟する伊勢市総連合自治会の事業
活動を支援するため補助金を交付した。総連合自治会運営

補助金
９５６

 ８． 新型コロナウイルス感染症拡大防止対策強化のため、自
治会及びまちづくり協議会が所有する集会施設用に消毒用
品を配布した。
　対象施設　１９４か所

消毒用品配布事業

 ５． 地域住民のコミュニティ活動の推進を図るため、地域活
動の活性化及び地域内の情報伝達手段として自治会コミュ
ニティ放送設備等を整備する自治会に対して、補助金を交
付した。
　交付金額　１，１８０，０００円（１０自治会）
　　　　　　　　　　　　　　　　（１２件）
＜内訳＞
・拡声放送　　５０５，０００円〔１自治会（１件）〕
・戸別受信機　６７５，０００円〔９自治会（１１件）〕

自治会コミュニ
ティ放送整備補助
事業

１，１８０
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）19．国際交流事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

299 88

    （単位  千円）

決算書
       頁

101

1
1

101

2

（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）21．防犯活動推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

25,900

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1

市 民 交 流 課

4,013 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,392 一般財源

3,005

 １． 伊勢市国際交流協会を通じ、在住外国人への日本語教室
等国際交流の促進及び多文化共生社会実現のための支援を
行った。また、オンラインによるセミナーを開催した。

国際交流推進事業 ２，０００

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

48,562 決 算 額 の 財 源 内 訳

38,237 一般財源

伊勢市国際交流協会が新しい生活様式に沿って実施する日
本語教室及び協会イベント等のうち、オンライン化する事
業に対し、補助金を交付した。

１，３９２
 ２．

日本語教室オンラ
イン化事業

12,337

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 防犯カメラを整備することで、犯罪の抑止、安心の醸成、
事件・事故等の解決に繋がり、より安全で安心な市民生活
の確保のため、防犯対策の一環として、防犯カメラを設置
する自治会に補助金を交付し、地域の防犯環境の整備を支
援した。
・補助金    3,359,900円　（23自治会・72台）
　(内容)　　旧伊勢　  2,263,900円　 (16自治会・48台)
　　　　　　旧二見　    312,400円　 ( 1自治会・ 5台)
　　　　　　旧小俣　    783,600円　 ( 6自治会・19台)

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　6,000,000円
・自治会が設置する防犯カメラについて、「伊勢市防犯カ
メラ設置補助金交付要綱」に基づき補助を行う。
　
【過去２ヵ年度の実績】
令和２年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
令和２年度の防犯カメラの設置状況は72台であったが、今
後も補助制度の内容や、防犯カメラの効果等を自治会に通
知し、より一層の安全・安心なまちづくりの推進に取り組
む。

防犯カメラ設置推
進事業

３，３６０
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（款）２．総務費　（項）１．総務管理費　（目）22．交通対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,901 395 7,146

    （単位  千円）

決算書
       頁

103

1
1

103

2
2

103

3
3

103

4
4

103

5

166,849

193,809 決 算 額 の 財 源 内 訳

176,291 一般財源

交 通 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市交通安全条例の規定により、市内における交通事
故の防止を図るため、伊勢市交通安全都市推進協議会及び
伊勢・度会地区交通安全対策協議会に負担金を支出し、交
通安全の啓発を行った。

交通安全啓発事業 ２，９４１

 ２． 鉄道駅周辺市営駐輪場の巡回・整理や、伊勢市自転車等
の放置防止及び適正な処理に関する条例の規定により、自
転車等放置禁止区域（伊勢市駅、宇治山田駅周辺）、鉄道
駅周辺市営駐輪場、その他公共の場所の放置自転車の撤去
を行い、美観の確保、駐輪場利用者の利便性の確保並びに
道路の安全通行の確保に努めた。
　放置自転車撤去
  　実施場所　自転車等放置禁止区域、駅周辺駐輪場、
　　　　　　　その他公共の場所
　　撤去台数　４５５台

駐輪場管理事業 １０，４８０

 ４． 高齢運転者のペダル踏み間違いによる交通事故防止及び
交通事故の被害の軽減を図るため、高齢運転者が使用する
自動車に後付け急発進等抑制装置を取り付けた際の、取り
付け費用の一部補助を行った。
　補助件数　７５件

交通事故防止対策
事業

７５５

 ５． コミュニティバスの運行により、現況の鉄道・バス路線
網を最大限活用することで、市全体における公共交通体系
を構築し、市民生活の利便向上を図った。

また、地域住民との検討会や、学識者・運行事業者との
伊勢地域公共交通会議により、多様化するニーズや、限ら
れた財源の中で、より効果的・効率的な公共交通サービス
を提供するため、運行の在り方を検討した。

また、利用実態に即した再編を行うとともに、実証実験
により運行していた市内環状バスをおかげバス環状線とし
て本格運行を行った。
コミュニティバス運行事業　　１３４，６９８，９９０円
　・コミュニティバス運行業務  ７０，１０８，７６２円
　・市内環状バス運行業務　　　４０，９１４，５４０円
　・コミュニティバス等の運行に伴う施設整備等業務
                　　　     　   ４，７９０，５００円
　・コミュニティバス運行に伴う車両整備等業務
                                １，２５５，１００円
　・コミュニティバスデマンド運行業務（４月～７月）
　　　　　　　　　　　          １，７８０，１４３円

コミュニティバス
運行事業

１３４，６９９

 ３． 市内小学校・幼稚園・保育所単位で構成される交通安全
母の会等交通安全活動推進団体に対し、交通安全活動推進
事業交付金を交付し、交通事故のない地域づくりを推進し
た。

交通安全活動団体
推進事業

１，９５７
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決算書
5        頁

5
5

103

6

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

路線バス運行維持
事業

廃止路線代替バスの運行を維持し、地域住民の交通手段
の確保を行った。
　廃止路線代替バス（伊勢玉城線）　　５４３，４００円

 ６．
５４４

　・コミュニティバスデマンド運行業務（８月～３月）
　　　　　　　　　　　          ４，３９４，６９０円
　・沼木バスデマンド運行業務　    　８６４，５００円
　・伊勢地域公共交通会議負担金　２，０７３，０００円
　・バス停路面標示工事　　 　 　２，０９７，７００円
　・バス停上屋設置工事　　　　  ５，５３３，０００円
　・地域運営乗合タクシー運行事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７２，１３０円
　・コミュニティバスその他の経費　  ６１４，９２５円
○利用者数　１０１，６９８人
　　（バス：９８，３７３人、デマンド：３，３２５人）

【当初予算における内容、計画】
コミュニティバス運行事業  １４５，６７１，０００円
　・コミュニティバス運行業務　７６，９９９，０００円
　・市内環状バス運行業務　　　４０，７５１，０００円
　・施設整備等業務　　      　　７，０７９，０００円
　・コミュニティバスデマンド運行業務（４月～７月）
　　　　　　　　　　　          ２，６５６，０００円
　・コミュニティバスデマンド運行業務（８月～３月）
　　　　　　　　　　　          ５，０３８，０００円
　・伊勢地域公共交通会議負担金　２，８２４，０００円
　・バス停路面標示工事、バス停上屋設置工事
　　　　　　　　　　　　　　    ９，０００，０００円
　・地域運営乗合タクシー運行事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　１，０００，０００円
  ・コミュニティバスその他の経費　　３２４，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度
コミュニティバス運行事業　　６１，１１６，９１２円
　・コミュニティバス運行業務  ５４，０８５，７９３円
　・コミュニティバスデマンド運行業務
　　　　　　　　　　　          ５，６２７，０３２円
　・伊勢地域公共交通会議負担金　１，０７８，０００円
　・コミュニティバスその他の経費　  ３２６，０８７円

平成３０年度
コミュニティバス運行事業　　６２，５６８，６２１円
　・コミュニティバス運行業務  ５５，８４８，４９２円
　・コミュニティバスデマンド運行業務
　　　　　　　　　　　          ５，５５２，２３２円
　・伊勢地域公共交通会議負担金　　　９９６，０００円
  ・コミュニティバスその他の経費    １７１，８９７円

【事業を取りまく状況等】
　おかげバス、おかげバスデマンドは、運行開始から一定
年月が経過し、周辺環境や利用状況にも変化があることか
ら、運行経費の削減や運行効率の向上を図るため、利用実
態に即した再編を令和２年８月に実施した。
　また、実証実験により運行していた市内環状バスを令和
２年４月から本格運行した。
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決算書
6        頁

103

7
7

103

8

（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）１．税務総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

205,999 5,879

    （単位  千円）

決算書
       頁

105

1

 ８．

事 業 名

おかげバスキャッ
シュレス決済導入
事業

１５，２５７

自主運行バス運行
事業

決 算 額 施 策 の 成 果

393,034 決 算 額 の 財 源 内 訳

沼木地区では、高齢化が進み、車など自ら移動手段を持
たない高齢者が多く、買い物、通院などの市民生活を行う
上で、既存の公共交通では支障をきたしていたため、地域
住民の主体的な取り組みにより、交通弱者（高齢者、小中
学生等）の移動手段を確保した。

また、運行方法や路線・ダイヤ、バス停の見直しなど利
用実態に即した再編を令和２年10月に実施した。
自主運行バス運行事業　　　　 　 ９，６５７，９４９円
　・自主運行バス運行業務　　 　 ７，０９０，３３１円
　・その他の経費　　　　　　 　 ２，５６７，６１８円
　○利用者数　２，８２１人

１，８５２
 １．

170,514

収 納 推 進 課

接触機会低減による新型コロナウイルス感染症防止と利
用者の運賃支払い時における利便性向上を図るため、交通
系ＩＣカードシステムの導入に向けて、おかげバス運行車
両にＩＣカードリーダライタなどのキャッシュレス決済用
端末機器類を整備した。
　・おかげバス運行に伴う車両整備等業務
　　　　　　　　　　　　　　　１５，２５７，０００円

納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収)、固定資
産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）について、口座
振替納付を行っている。
・口座振替での収納税額
　　　　　　　　　　 　５，０７７，２１４，８７５円
・支出経費
  金融機関口座振替取扱手数料　 １，６２２，３７９円
  ゆうちょ銀行郵便振替取扱手数料　　 ５１，９６０円
　ゆうちょ銀行自動払込取扱手数料　 １７７，４４３円

口座振替事務費

事 業 名 施 策 の 成 果

382,392 一般財源

 ７．

決 算 額

９，６５８
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（款）２．総務費　（項）２．徴税費　（目）２．賦課徴収費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

117

    （単位  千円）

決算書
       頁

105

1
1

105

2

収 納 推 進 課

事 業 名

110,236
一般財源

105,883

高額滞納者等、整理困難事案を三重地方税管理回収機構
へ移管し、収納率の向上を図った。
（徴収第一課分）
　・移管実績
　　　移管件数　　　　　　　　　　　　５９件
　　　移管総額　　　　６５，２１６，８３０円
　　　　　　　　　　 　（令和２年度移管事案分）

　・徴収額実績　　　　４４，３１２，５９９円
　　　　　内訳　　　　２９，４２１，０５８円
　　　　　　　　　　　 （令和元年度移管事案分）
　　　　　　　　　　　１４，８９１，５４１円
　　　　　　　　　　　 （令和２年度移管事案分）

　・負担金
 　　 均等割額　　　　　　　１００，０００円
　　　処理件数割額　　　８，２６０，０００円
　　　徴収実績割額　　　４，１９０，０００円
　　　　　　計　　　　１２，５５０，０００円

決 算 額 施 策 の 成 果

決 算 額 の 財 源 内 訳

106,000

２３，５７２

５，７８０

 ２．

 １． 納税者の利便性向上のため、市民税(普通徴収、特別徴
収)、固定資産税・都市計画税、軽自動車税（種別割）等
について、コンビニエンスストア等での収納を行ってい
る。
　・コンビニエンスストア等での収納税額
　　　　　　  　　１，３３２，３１３，１６７円
　・支出経費
　　　収納代行手数料　　　５，７０７，５９３円
    　電話回線使用料　　　　　　５３，１４４円

コンビニ収納経費

徴収管理一般経費
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（款）２．総務費　（項）３．戸籍住民基本台帳費　（目）１．戸籍住民基本台帳費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

100,824 127 38,788

    （単位  千円）

決算書
       頁

107

1
1

107

2

戸籍住民課窓口混
雑状況配信事業

５９０

一般財源

 １． 　戸籍住民課の窓口業務等を民間事業者に委託した。
・ 委託内容　　戸籍届出・住民異動届の受付・入力業務
　　　　　　　 証明書交付請求の受付・発行・交付 等
・ 履行期間　　（第１期 ３年間）
　　　　　　　　平成27年１月１日～平成29年12月31日
　　　　　　　 （第２期 ３年間）
　　　　　　　　平成30年１月１日～令和２年12月31日
　　　　　　　 （第３期 ３年間）
　　　　　　　　令和３年１月１日～令和５年12月31日

戸籍住民関係窓口
業務等委託事業

５９，９００

 ２． 既存の番号発券機に戸籍住民課窓口の待ち人数や現在の
呼び出し番号をWeb上で確認できるシステムを導入し、窓
口混雑状況を配信した。
・対象窓口　　　　　本庁 戸籍住民課
・サービス開始　　　令和２年12月１日から

190,756

372,222 決 算 額 の 財 源 内 訳

戸 籍 住 民 課

330,495

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）１．社会福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

144,378 380,869 16,039

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

111

1
1

111

2
2

111

3
3

111

4
4

113

5

 ３．
ハートプラザみそ
の等管理事業

 ２． 指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、昭和６３年建設以降、相当年数を経過
しているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設
の不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
・福祉健康センター手洗水栓取替工事　３７４，０００円

福祉健康センター
管理事業

３８，８８５

1,522,380 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,419,777 一般財源

878,491

介 護 保 険 課

 １． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するため、
感染防止に資する物品を購入する介護・障がい福祉サービ
ス事業所に対し、その費用の一部を補助した。
　補助実施事業所　273事業所

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 民生委員・児童委員、主任児童委員が各地域で実施する日
常の見守り活動、相談・助言活動、資質向上のための研修
活動を支援した。 委員数 ２８１名（令和３年３月３１
日現在）

民生委員児童委員
活動経費

介護・障がいサー
ビス事業所支援事
業

２３，７２６

２１，４１０

指定管理者による管理運営を実施し、利用者の利便性向
上に努めた。また、平成４年建設以降、相当年数を経過し
ているため、設備等のメンテナンス、老朽化による施設の
不具合を解消した。
【主な施設改修の状況】
・ハートプラザみその照明設備ボーダーケーブル取替工事
　１，２６５，０００円

３８，１２１

当市が所轄庁となる社会福祉法人からの相談による助
言、認可事務、報告書の受領、指導監査を行った。
社会福祉法人の円滑な運営、経営のため、引続き支援、指
導を行っていく。

社会福祉法人認
可・指導監査事業

３３２
 ５．

 ４． 伊勢市駅前Ｂ地区第一種市街地再開発事業に伴う保健福
祉拠点施設の整備について、基本協定書（案）等の作成支
援、法律相談に関する業務委託を実施した。
【主な執行状況】
・基本協定書(案)等の作成支援、法律相談業務委託など
　　　　　　　　　　　　　　　１，３２０，０００円

社会福祉一般経費 ３，３６５
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決算書
5        頁

113

6
6

113

7
7

113

8
8

113

9

 ７． 不特定多数が利用する公共施設について、新型コロナウ
イルス感染防止対策を強化し、利用環境を整備した。
【主な環境整備の状況】
・消毒用オートディスペンサー
・サーモグラフィカメラ
・福祉健康センター手洗水栓改修工事

社会福祉施設感染
防止対策事業

１，５４４

新型コロナウイルス感染症拡大に伴い施設利用料が大幅
に減収したため、減収補てんを行った。ハートプラザみそ

の指定管理運営維
持負担金

３，３０６

自宅待機者生活応
援サービス事業

 ９．

 ８．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

５２５
新型コロナウイルス感染者の濃厚接触者等として自宅待

機を要請され、外出することができない方を対象に、「自
宅生活応援パック」を届け、自宅待機中の生活支援を行っ
た。
【利用実績】　４０件

 ６． 再犯防止の推進に向け、国と地方がそれぞれの役割を果
たすことが法律で定められたことから、市の地方再犯防止
推進計画の策定を進めた。また関連する「社会を明るくす
る運動」についても引き続き、関係団体と協力しながら推
進した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　２，７０８，０００円
　・伊勢市再犯防止推進計画の作成
　・保護司会負担金　等

【過去２ヵ年度の実績】
　令和２年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
再犯防止に関する法律が制定され、国が再犯防止推進計

画を策定したことにより、再犯防止に向けた国及び地方の
取り組みが明確になったことから、市としても取組みを推
進していく必要がある。

再犯防止推進事業 １，００６
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    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1
1

113

2

福祉生活相談センター

成年後見サポート
センター運営事業

８，６３４

事 業 名

 ２． 成年後見制度の利用促進に関する法律及び成年後見制度
利用促進基本計画に基づき、成年後見制度の利用促進及び
中核機関を、成年後見サポートセンターを委託し制度の利
用促進と円滑な制度運用の体制整備を行った。

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 運動・スポーツ無関心層を含む30歳以上の市民に対し、
インセンティブを付与することで、ウォーキングをはじめ
とする運動や健康づくりを促し、将来的な健康寿命の延伸
（介護予防）及び、超高齢化や人口減少社会にも対応可能
な地域づくりを図った。
（平成28年度～令和２年度累計参加者数：3,264人）
【令和２年度の実績】
　事業参加者　４期生　　　　　　264人
　　　　　　　卒業生（３期生）　969人
　①業務委託先　株式会社タニタヘルスリンク
　　業務委託料　9,878,000円
　　業務内容　　インセンティブ付与や取組みデータ
　　　　　　　管理を行うためのＩＣＴシステム利用
　②ポイント還元報償費　　136,850円
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　18,936,000円
　・ＩＣＴの活用
　・魅力あるポイント交換商品の提供
【過去2ヵ年度の実績】
　平成30年度
　　決算額　　　35,578,000円
　　事業参加者  1,000人（新規参加者）
　令和元年度
　　決算額　　　16,523,000円
　　※新規参加者募集なし
【事業を取りまく状況等】
　・医療費抑制等効果分析結果から、医療費削減効果
　　がみとめられた。
　・総合計画の「週1回以上のスポーツ実施率」及び
　　健康づくり指針の「運動習慣のある人」は30歳台
　　において低い状況であり、生活習慣病予防や介護
　　予防のために若年層への働きかけが必要であること
　　から、対象年齢を40歳から30歳に引き下げた。
　　また、使用機器をスマートフォンアプリとし、若年
　　層の参加を促した。
　・取組み継続率向上のために、ＩＣＴを使用した活動
    に限定しポイントを付与した。
《今後の展望》
　　忙しい年代において、いつでも運動に取組める環境
　　づくりが必要。
《事業執行に伴う課題》
　　無関心層の参加を促し、運動の取組継続率を向上さ
　　せるために、いつでも運動に取組める環境づくりと
　　ともに、手軽に操作ができるアプリの活用が求めら
　　れる。

健幸ポイント事業 １３，３７１
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決算書
2        頁

113

3

介護予防活動施設
感染防止対策事業

５６６

決 算 額

介護予防活動を実施する通いの場等が購入する衛生用品
の購入費用を補助することにより団体の負担を軽減すると
ともに感染症拡大を防止した。
【補助団体・金額】
（ちょこっとデイサービスＢ１）
　　一色町「食」支援の会 100,000円
　　南本町清和会　　　　 100,000円
　　集いの場・みやがわ 　100,000円
　　憩いの家たまちゃん 　 99,888円
（宅老所）
　　大湊町高齢者通所センター「いこい」 81,523円
　　北浜地区東大淀宅老所「もんちゃん」 84,376円
【主な用途】
　　マスク、消毒液、非接触式体温計、空気清浄機、
　　パーテーション

施 策 の 成 果

 ３．

事 業 名
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）２．障害者福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,540,369 745,088 1,111

    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

一般財源

3,333,093

事 業 名 決 算 額

3,276,103

決 算 額 の 財 源 内 訳

989,535

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

施 策 の 成 果

 １． （１）障害者相談支援センター運営事業
障がい種別や年齢に関わらない一次相談やアウトリーチ

による相談を行う東地域及び西地域の２か所の地域相談支
援センターを、また、地域相談支援センターとしての機能
に加え、協議会の運営、権利擁護や相談支援専門員の人材
育成など地域の中核的な役割を担う基幹相談支援センター
機能を有する伊勢市障害者総合相談支援センターをそれぞ
れの社会福祉法人に運営を委託し、相談支援の充実を図っ
た。
・伊勢市障害者総合相談支援センター「フクシア」
　　委託先　  社会福祉法人　三重済美学院
　　委託金額　２８,０１１,０００円
・伊勢市障害者西地域相談支援センター「アルク」
  　委託先　　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　委託金額　１０,１８３,０００円
・伊勢市障害者東地域相談支援センター「リンク」
　　委託先　　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　　委託金額　１０,７８３,０００円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　４８,９７７,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
・令和元年度　　４８,９７７,０００円
・平成３０年度　４８,９７７,０００円

（２）日常生活用具給付事業
在宅の重度の心身障がいのある人等に対し、特殊マッ

ト、入浴補助用具等を給付することにより、日常生活の安
定を図った。
  　給付件数　２,９９６件
　　給付費　　２８,９４０,４１１円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　３４,８８９,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
・令和元年度　　 給付件数　２,８８０件
　　　　　　　　 給付費　　３１,５３２,７２７円
・平成３０年度 　給付件数　２,８９０件
　　　　　　　　 給付費　　３１,４１０,９１８円

（３）日中一時支援事業
障害福祉サービス事業所等において、障がいのある人

や、障がいのある児童に対し、日中における活動の場を提
供し、障がいのある人等を日常的に介護している家族の就
労支援及び一時的な休息を図った。
　　実利用人数　２５６人
　　給付費　　　４１,２４０,３０７円

障害者地域生活支
援事業

１５５，３２６
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決算書
1        頁

1
1

113

2

 ２． （１）手話通訳者・要約筆記者派遣事業
聴覚障がい等のある人とその他の人の意思疎通を仲介す

るために手話通訳者・要約筆記者を派遣することにより、
聴覚障がい等のある人の社会参加の向上を図った。
・手話通訳者派遣件数１２５件、登録通訳者数１３名
・要約筆記者派遣件数２６件、登録通訳者数７名
・事業費　　　　８３８，９４２円

（２）手話奉仕員養成事業
聴覚障がいや手話に関する基礎的な知識について学び、

聴覚障がいのある人の社会参加を支援する手話奉仕員の育
成を目的として手話奉仕員養成講座基礎編を開催した。
・手話奉仕員養成講座基礎編
　１０月～３月、全３０講座、４５名受講
　９２４，０００円

（３）手話言語条例施策推進事業
手話は言語であるという認識に基づき、手話の理解及び

普及並びに地域における手話を使用しやすい環境の構築に
関し、総合的かつ計画的に施策を推進した。
（ⅰ）手話通訳設置事業

庁内に手話通訳者を配置し、聴覚障がいのある人とその
他の人の意思疎通を仲介することにより、コミュニケー
ション支援の充実を図った。
・設置人数　　　本庁１名、小俣総合支所１名
・窓口対応件数　本庁１４８件、小俣総合支所１０件
・事業費　　　　　４，５８０，３７７円
（ⅱ）その他
・市ホームページへ手話動画『みんなで手話』を掲載
・手話体験教室の実施（市内学校２校、３コマ）
・広報いせへの手話イラストの掲載（毎月１５日号）

（４）点字広報・声の広報発行事業 広報を点字及び朗読
することにより、視覚障がいのある人の情報保障の充実を
図った。
・点字広報発行人数　１３人
・声の広報発行人数　３７人
・事業費　　　　３６０,０００円

意思疎通支援等事
業

８，２９３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　４４,０００,０００円

【過去２ヵ年度の実績】
・令和元年度　　実利用人数　２５６人
　　　　　　　　給付費　　　４３,８６３,７９７円
・平成３０年度　実利用人数　２２４人
　　　　　　　　給付費　　　３６,３９５,０３５円

【事業を取りまく状況等】
　相談支援事業や日中一時支援事業等、利用者は年々増加
傾向にあり、障がいのある人が安心して日常生活を営むに
は必要不可欠な事業となっている。
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決算書
2        頁

113

3
3

113

4
4

113

5

事 業 名 決 算 額

 ５．
障害者手当等給付
事業

（１）重度障害者タクシー料金助成事業
重度の障がいのある人の自立更生、社会参加等を促すた

め、障がいのある人が利用したタクシー料金の一部を助成
し、経済的負担の軽減及び社会的活動への参加の促進を
図った。
・タクシー券利用枚数　１６,２６３枚
・助成額　　　　　　　９,５１２,２８０円

（２）重度身体障害者リフト付タクシー料金助成事業 車
椅子等でしか移動できない重度の障がいのある人が利用し
たリフト付タクシー料金の一部を助成し、経済的負担の軽
減及び社会的活動への参加の促進を図った。
・リフト付タクシー券利用枚数　１,８３６枚
・助成額　　　　　　　　　　　１,８３１,８５０円

障害者外出支援事
業

１１，９３１

障害者福祉運営対
策経費

 ３．

 ４．

施 策 の 成 果

（１）身体障害者福祉センター運営事業
社会適応訓練（パソコン教室等）等を実施するととも

に、身体障害者福祉センターを利用する障がいのある人の
利便性の向上や、社会参加を促進するため、身体障害者福
祉センターの運営を指定管理者制度により伊勢市社会福祉
協議会へ委託した。
・年間利用人数　５４０人（各種教室等）

（２）重度身体障害者デイサービスセンター運営事業
創作的活動又は生産活動の機会の提供、その他の身体機

能又は生活能力の向上のための支援を行う生活介護事業を
実施するため、重度身体障害者デイサービスセンター「く
じら」の運営を指定管理者制度により伊勢市社会福祉協議
会へ委託した。
・平均利用人数　１５．３人/日

（３）障がい者就労支援施設運営事業 雇用されることの
困難な障がいのある人に、就労・生産活動の機会の提供、
その他の知識及び能力の向上のために必要な支援を行う就
労継続支援事業を実施するため、障がい者就労支援施設
「ひまわり」の運営を指定管理者制度により伊勢市社会福
祉協議会へ委託した。
・平均利用人数　１３．３人/日

（４）自立更生事業補助金 市内の障害者団体に対し、そ
の活動経費を助成し、会員の自立更生を図った。
・助成団体　２団体

７２，１２４

１０２，５５７

在宅で重度の障がいのある人に対し、その障がいによっ
て生じる負担軽減を図り、その福祉を増進するため、特別
障害者手当等を支給した。

- 23 -



決算書
5        頁

113

6
6

113

7
7

115

8

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７．
障害者介護給付等
事業

 ８． 新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための
措置の影響により、生産活動収入が大幅に減少している就
労継続支援Ｂ型事業所に対して給付金を支給した。
・支給件数　１６件
・実事業所数　５事業所（延べ245人）
・事業費　７３５，０００円
・支給対象期間　令和２年４月～９月

障がい者支援事業
所臨時給付金支給
事業

７３５

障害福祉サービス等の利用について、介護給付費等の支
給を希望・申請した人に対し、支給決定し給付費の支給を
行った。

２，８５２，５５３

６，００４
 ６． 平成２７年３月に策定した伊勢市障害者計画、及び平成

３０年３月に策定した第５期障害福祉計画・第１期障害児
福祉計画が令和２年度で終了となり、令和３年度から新た
な計画の策定が必要となるため、すべての障がいのある人
が地域で安心して生活できる住みやすいまちづくりに向
け、障がいのある人やその家族のニーズの多様化に対応
し、障がい者施策を総合的・計画的に推進するための、計
画策定を行った。
・委託先　　株式会社ジャパンインターナショナル
　　　　　　総合研究所
・委 託 料　５,３１３,０００円
・委託期間　令和２年２月６日～令和３年３月３１日

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　６,０７３,０００円

【過去２ヵ年の実績】
令和２年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
国においては、障害者基本法の一部改正や障害者差別解

消法の制定など障害者権利条約の批准に向けた法の整備が
行われ、障がいのある人を取り巻く環境は転換期を迎えて
いる。このような中、障害者基本法に基づく「第２期障が
い者計画」と障害者総合支援法や児童福祉法に基づく「第
６期障がい福祉計画・第２期障がい児福祉計画」を一体的
に策定した。

今後も、この計画に基づき、「だれもが自分らしく暮ら
せる自立と共生のまち いせ」の実現を目指して取り組み
を進めるものである。

障害者計画策定事
業

- 24 -



    （単位  千円）

決算書
       頁

113

1

施 策 の 成 果

 １． これまで障がいについて知る機会がなかったり、障がい
のある人と接する機会がなかった人に、多様な障がいの特
性について学び、障がいのある人が困っていることや障が
いのある人への必要な配慮などを理解し、「ちょっとした
配慮」を行うことの意識づくりを進めることにより、誰も
が暮らしやすい共生のまちづくりの推進を目的に「障がい
者サポーター制度」の普及を行った。

（１）障がい者サポーター制度
・サポーター登録者数　　45人（総登録者数　1,311人）
・障がい者サポーター動画の作成　1本
・出前研修会　5か所
・サポート企業・団体登録数　なし
　　（サポート企業・団体数　累計28企業・団体）
・事業費　　　491,558円

（２）キッズサポーター制度
・対象者　市内小学校３・４年生
・実施校　６校
・キッズサポーター登録者数　215人
　　（総キッズサポーター登録者数　1,294人）
・事業費　　319,900円

（３）障がい者就労体験サポート事業
・委託先　　特定非営利活動法人　いせコンビニネット
・委託期間　令和２年４月１日～令和３年３月31日
・利用人数　12人
・事業費　　3,956,700円

（４）ヘルプカード・ヘルプマーク
・ヘルプマーク配布数　914個（総数4,234個）
・ヘルプカード配布数　774枚（総数4,390枚）
・事業費　　487,850円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　9,575,000円
・障がい者サポーター研修会
・キッズサポーター出前授業
・障がい者就労体験サポート事業
・ヘルプマーク・ヘルプカードの配布　　等

【過去２ヵ年度の実績】
平成30年度　6,936,549円
〇障がい者サポーター研修会
   ・サポーター登録者数　236人
   ・サポート企業・団体登録数　１企業・団体
   ・障がい者サポーター研修会　３回
   ・出前研修会　１か所
   ・事業費　1,749,190円
〇キッズサポーター出前授業
   ・対象者　市内小学校４年生
   ・実施校　12校
   ・キッズサポーター登録者数　502人
   ・事業費　614,920円
〇障がい者就労体験サポート事業
   ・委託先　　特定非営利活動法人いせコンビニネット
   ・委託期間　平成30年４月１日～平成31年３月31日
   ・利用人数　16人
   ・事業費　　3,854,520円

障がい者サポー
ター事業

６，１５４

事 業 名 決 算 額

福祉生活相談センター
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決算書
1        頁

1

（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）３．医療支給費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

290,323

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

786,195

身体障害者手帳（１級～４級）又は療育手帳（Ａ１～Ｂ
１）の交付を受けている受給資格者に対して医療費を助成
した。また、精神障害者保健福祉手帳（１級）の交付を受
けている受給資格者に対して通院医療費を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　２３３，１００千円
　　・助成件数　　　　　　　　　　　　５３，０３２件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　　　９，８３３千円
　　・助成件数　　　　　　　　　　　　４９，１６４件

障害者医療費支給
事業

２４２，９３３

医 療 保 険 課

事 業 名

決 算 額 の 財 源 内 訳
一般財源

495,872

決 算 額 施 策 の 成 果

〇ヘルプマーク・ヘルプカードの配布
   ・ヘルプマーク配布数　1,596個
   ・ヘルプカード配布数　1,561枚
　 ・事業費　208,872円

令和元年度　6,764,629円
〇障がい者サポーター研修会
   ・サポーター登録者数　170人
　 ・サポート企業・団体登録数　１企業・団体
   ・障がい者サポーター研修会　２回
   ・出前研修会　６か所
   ・事業費　1,121,600円
〇キッズサポーター出前授業
   ・対象者　市内小学校３・４年生
   ・実施校　13校
   ・キッズサポーター登録者数　577人
   ・事業費　10,146円
〇障がい者就労体験サポート事業
   ・委託先　　特定非営利活動法人いせコンビニネット
   ・委託期間　平成31年４月１日～令和２年３月31日
   ・利用人数　15人
   ・事業費　　3,925,900円
〇ヘルプマーク・ヘルプカードの配布
　 ・ヘルプマーク配布数　1,326個
   ・ヘルプカード配布数　1,657枚
　 ・事業費　195,669円

【事業を取りまく状況等】
　共生社会の実現に向け、継続した取り組みが重要であ
る。現在、新型コロナウイルス感染症の影響により、講演
会の開催や企業への訪問に影響が出ているため、地域での
小規模な講座や研修会など、感染防止に配慮し事業推進を
行う必要がある。

843,466

 １．
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決算書
1        頁

115

2
2

115

3
3

115

4
4

115

5

（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）４．遺家族等援護費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

155

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

１７０，６０６
 ２． 後期高齢者医療被保険者で障害者医療費の受給資格者に

対して医療費を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　１７０，６０６千円
　　・助成件数　　　　　　　　　　　　７２，０７２件

 ３． １５歳年度末までの子どもの受給資格者に対して医療費
を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　 　 　　２４５，６９３千円
　　・助成件数　　　　　　　　 　　 １３２，５６０件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　　１３，６６４千円
　　・助成件数　　　　　　　　　　　　６８，３２１件

こども医療費支給
事業

２５９，３５７

６５歳以上障害者
医療費支給事業

７０

１８歳年度末までの子どもを養育する母（父）子家庭の
母（父）及びその子ども並びに父母のいない１８歳年度末
までの子どもの受給資格者に対して医療費を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　　６２，８９１千円
　　・助成件数　　　　　　　　　 　　 ２４，９７３件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　 　　　 ４，３６２千円
　　・助成件数　　　　　　　　　 　　 ２１，８０８件

決 算 額 の 財 源 内 訳

2,367 一般財源

 ４．

 ５． 寡婦（６０歳～６９歳の女子で、配偶者と死別し、その
時に２０歳未満の者を扶養していた者。ただし、現在、婚
姻している者を除く。）の受給資格者に対して医療費の一
部を助成した。
１　医療費の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　６７千円
　　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　  　１３件
２　証明書料の助成
　　・助成額　　　　　　　　　　　　　　　　　３千円
　　・助成件数　　　　　　　　　　　　　　　　１３件

寡婦医療費支給事
業

2,212

一人親家庭等医療
費支給事業

６７，２５３

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

2,728

 １． 戦争犠牲者を追悼し、恒久平和を祈念することを目的に
伊勢市戦争犠牲者追悼式を挙行した。
日時　令和２年１０月３０日（金）１０時００分～
会場　伊勢市生涯学習センターいせトピア　多目的ホール
・追悼式会場設営等業務委託　７０９，５００円
新型コロナウイルス感染症の感染拡大を考慮し、例年より
も参列者の規模を縮小した。

伊勢市連合遺族会に対し事業実施のための補助金を交付
した。
・補助金額　　　　　　　　　１，２００，０００円

遺家族等援護事業 ２，３６７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）５．地域福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

56,930 81,830

    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

生活困窮者自立支
援事業

３９，７９２

施 策 の 成 果

 １． 生活困窮者が抱える複合的な生活課題を包括的に支援
し、困窮状態からの早期脱却を図り、かつ将来の貧困の連
鎖を防止することを目的として、生活困窮者自立支援法に
基づく必須事業と任意事業を実施した。

１　自立相談支援事業（委託）：必須事業
    相談者数　実６２４人（延べ４，２１９件）
２　住居確保給付金の給付（直営＋委託）：必須事業
    実４２世帯支給　延べ１９９か月分を給付
    給付金額合計６，８０８，７００円
    就職者数　　　１１人
３　就労準備支援事業（委託）：任意事業
    支援者数　　　３０人
    相談回数　延２８７回 　就職者数　　　３人
４　子どもの学習支援事業（直営）：任意事業
　　・生活困窮家庭学習支援（直営）
    学習支援員が、子どものいる生活保護世帯等へ訪
    問し、学習や進路相談等を実施。
    対象者　　小学生から高校生相当　実３８人
　　訪問人数　実２９人　延べ１５６回
　
 【当初予算における内容、計画】
   当初予算額　３３，８１８，０００円
 ・生活困窮者自立相談支援事業・住居確保給付金給付
 ・就労準備支援事業　・子どもの学習支援事業（生活
　保護分）

 【過去２ヵ年度の実績】
１　自立相談支援事業
  ・平成３０年度（委託）
    相談者数　実２０７人（延べ３，０７７件）
  ・令和元年度（委託）
    相談者数　実２１２人（延べ２，８２７件）
２　住居確保給付金の支給
  ・平成３０年度（直営＋委託）
    実３世帯支給　延べ７か月分を給付
    給付金額合計　２１６，４００円
    就職決定者数　２人
  ・令和元年度（直営＋委託）
    実２世帯支給　延べ４か月分を給付
    給付金額合計　７６，４００円
    就職決定者数　２人
３　就労準備支援事業
　・平成３０年度（委託）
    支援者数　　　２４人
    相談回数　延２３２回
    就職者数　　　１０人
  ・令和元年度（委託）
    支援者数　　　２０人
    相談回数　延２２１回
    就職者数　　　　５人

150,910 決 算 額 の 財 源 内 訳

145,927 一般財源

決 算 額

7,167

生 活 支 援 課

事 業 名
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決算書
1        頁

1
1

115

2

施 策 の 成 果

 ２． 生活困窮世帯の子どもを対象に居場所を兼ねて学習機会
の充実を図り、個別指導形の学習支援を実施することによ
り、子どもの基礎学力を補って学習能力の底上げを図る。
また、学習意欲や学習習慣の定着等を図り学力向上につな
げる。
　
　委託先　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　・開催回数　　　２会場
　　八日市場教室　３１回
　　小俣教室　　　３２回
　・延べ参加者数
　　八日市場教室　１，２７２人
　　小俣教室　　　　　４９０人
　
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　7,648,000円
　・小学４～６年生と中学１～３年生を対象に学習サ
　ポーターによる個別学習指導
　
【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度(平成３０年１１月から開始）
　・開催回数　１会場
　　八日市場教室　　１８回
　・延べ参加者数
　　八日市場教室　３７６人
　令和元年度
　・開催回数　２会場
　　八日市場教室　４５回（１回休講）
　　小俣教室　８回（令和２年１月から開始）
　・延べ参加者数
　　八日市場教室　２，０５１人
　　小俣教室　４１人
　※新型コロナウイルス感染拡大の影響により３月は開
　催を中止した。

【事業を取り巻く状況等】
　　子どもの貧困対策として、生活困窮世帯の子ども
　の学習支援の充実が求められており、開催会場を拡
　大する必要がある。

子どもの学習支援
等事業

７，６３７

４　生活困窮家庭学習支援（直営）
  ・平成３０年度
　　対象者　　小学生から高校生相当　実５８人
　　訪問件数　実４３人　延１６４回
　　継続支援　実５６人
　・令和元年度
　　対象者　　小学生から高校生相当　実４０人
　　訪問件数　実３１人　延１９６回
　　継続支援　実３７人

【事業をとりまく状況等】
　　生活困窮者自立支援相談支援事業において、新型
　コロナウイルス感染拡大により、支給要件等が緩和
　されたことに伴い住居確保給付金の申請が増加した。
　これに、対応するため、11,040,000円の増額補正を
　行った。

事 業 名 決 算 額
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決算書
2        頁

115

3

新型コロナウイルス感染拡大の影響により増加する自立
相談等への対応及び感染防止のため非対面式での相談のた
めのSNSの充実など自立相談体制を強化した。

　委託先　社会福祉法人　伊勢市社会福祉協議会
　
　・生活困窮者自立支援事業の「生活困窮者自立相談
　支援等事業業務委託」において、増加する相談業務
　及び住居給付金の申請業務へ対応するため、委託先
　の人員配置の増員を行った。
　・非対面式での相談をしやすくするためSNSを充実
　した。
　

新型コロナ感染拡大の影響はいまだ収束の兆しが見えて
いない現状であることから、国及び県の動向に注視し対応
する必要がある。

生活困窮者自立支
援強化事業

１，０７８
 ３．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

- 30 -



    （単位  千円）

決算書
       頁

115

1

施 策 の 成 果

【当初予算における内容、計画】
地域福祉計画・地域福祉活動計画に掲げる「支え合い・

助け合いによるまちづくり」の推進のため、寄り添い・伴
走型の「個別支援」と、地域と一体で課題解決に取り組む
「地域支援」を推進するとともに、地域の支援者を包括的
につなぐ体制の構築を推進した。

また、住民が主体的に地域課題を把握し、課題を解決す
るための人材を育成するとともに、地域と地元企業とをつ
なぎ、協働しながら地域活動を行うためのマッチングや体
制づくりを推進した。
　〇当初予算額　９７，４２０千円

【具体的な取り組み】
身近な地域での居場所づくり、交流の場づくりとしての

高齢者・子育てサロンの運営・立上げ支援や、課題の早期
発見、専門機関へのつなぎの役割としての福祉なんでも相
談窓口の設置支援等に取り組んだ。
　〇サロンの新規立ち上げ
　　　高齢者サロン ２か所、子育てサロン ０か所
　　　共生型サロン １か所、コミュニティカフェ ３か所
　〇福祉なんでも相談窓口の新設
　　　まちづくり協議会 ３か所（豊西、高城、北浜）
　　　郵便局　　　　　 23か所
　　　企業、施設等 　　８か所

多様な主体によるボランティア活動を支援し、多くの住
民が主体的に地域の様々な活動に参加し、互助によるまち
づくりを推進した。
　〇地域の担い手の養成
　　　ボランティア入門講座等の開催 ６講座
　〇地域とボランティアのマッチング
　　　ボランティア相談 668件（個人180件　団体488件）
      ボランティアのマッチング  580件
      地域と企業のマッチング   44事例
　〇福祉教育
　　　福祉体験学習、福祉協力校福祉教育の推進

【過去２か年度の実績】
　　　平成30年度　７７，０００千円
　　　令和元年度　８３，０９７千円

【事業を取り巻く状況等】
生活困窮、住まい、介護、就労、ひきこもり、ごみ屋敷

など複合的な課題を抱え、様々な公的サービスを受けられ
ず「制度の狭間」で苦しんでいる実態があり、関係機関や
地域との連携を進める体制構築が必要である。

小地域活動推進事
業

９７，４２０
 １．

福祉生活相談センター

事 業 名 決 算 額
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（款）３．民生費　（項）１．社会福祉費　（目）６．特別定額給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,522,909

    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1

（款）３．民生費　（項）２．老人福祉費　（目）１．老人福祉推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

81,697 368,308 60,362

    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1
1

119

2

12,522,909 一般財源

決 算 額 の 財 源 内 訳12,523,181

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 国の「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」の趣旨
を踏まえ、外出を自粛し、人々が連帯して国難を克服しな
ければならないと示され、迅速かつ的確に家計への支援を
行うため、１人１０万円の特別定額給付金の支給を実施し
た。(補助率１０／１０）)
支給５５，５８４世帯（対象５５，７９３世帯）
支給１２４，７８８人（対象１２５，０２４人）

特別定額給付金支
給事業

１２，４７８，８００

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

4,398,033 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,381,520 一般財源

3,871,153

 １． 伊勢市第８次老人福祉計画・第７期介護保険事業計画に
基づき、市が選定した地域密着型サービス施設が円滑に開
設できるよう、施設整備及び開設準備に係る経費に対し補
助を行った。

また、利用者の安心・安全を確保するため既存の特別養
護老人ホームにおける多床室のプライバシー保護のための
改修に係る経費に対して補助を行った。
　
・令和元年度繰越分
　　認知症対応型グループホーム助成
　　　地域密着型サービス等整備助成事業 １件
　　　　補助金額 33,600千円
　　　施設開設準備経費等支援事業 １件
　　　　補助金額 7,551千円
・令和２年度現年分
　　既存の特別養護老人ホームにおける多床室のプライバ
　　シー保護のための改修支援事業 1件
　　　補助金額 8,734千円

老人福祉施設等整
備事業

４９，８８５

 ２． 介護に従事する人材の確保及び介護職員の資質の向上を
図るため、介護職員初任者研修等に係る費用の一部を助成
した。　初任者研修受講者：10人

介護未経験者等研
修支援事業

５００
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    （単位  千円）

決算書
       頁

117

1
1

117

2
2

117

3
3

117

4
4

117

5
5

117

6
6

117

7

決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名

 ２． 虚弱な一人暮らし高齢者や重度身体障がい者に対し、緊
急通報装置の貸与を行うことにより、緊急事態発生時に迅
速かつ適切に対処できる体制を整備し、一人暮らし高齢者
等の日常生活の安全確保を図った。

緊急通報体制等整
備事業

３，９９６

６５歳以上の寝たきり及び歩行が全介助状態である下肢
の不自由な高齢者で、一般の交通機関を利用することが困
難な人に対し、移送用車両（リフト付タクシー等）の利用
を支援し、高齢者の福祉の増進を図った。
利用枚数　　２９，８１４枚

高齢者リフト付タ
クシー利用支援事
業

３０，２０４

 ３． ７５歳以上の高齢者を対象に、市内で有効の寿バス乗車
券（１００円券４０枚または１回乗りきり乗車券１２枚）
（※身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳
をお持ちの人及び第１種の手帳をお持ちの人の介護者で希
望の人は、「５０円券×８０枚」も選択可）を交付し、定
期バス乗車運賃の助成を行い、高齢者の外出を容易にして
社会参加の促進及び心身の健康の保持増進を図った。
寿バス乗車券　交付者数　 １２，３２１人
(内訳)　１００円券　 １０，２１１人
　　　　　５０円券　 　　　３１２人
　　　　乗りきり券　 　１，７９８人

老人乗合バス運賃
助成事業

２４，５９６

 ５． 市内に在住する年度末時点で満８８歳・１００歳・最高
齢の高齢者に対し、敬老と長寿を祝福し、感謝の意を表す
るため敬老祝品を贈呈した。
（最高齢者への贈呈は生涯に１回）
　８８歳　 　　５，０００円相当　　 ９４４人
　１００歳　１０，０００円相当　　  　３６人
　最高齢　　１５，０００円相当（今年度対象者なし）

敬老祝品贈呈事業 ３，０２５

 ６． 一人暮らし高齢者等の要援護者に対し救急時の対策とし
て、要援護者に係る情報を救急隊員や病院関係者へ迅速・
的確に伝えるため、救急医療情報キットを配備した。
配備件数（令和３年３月３１日時点）　３，４３１件

救急医療情報キッ
ト配備事業

４６４

 ４． 伊勢市老人クラブ連合会及び各地区単位老人クラブの社
会奉仕活動や健康増進等に対して、補助金を交付し、生き
がいの場としてのクラブ活動を充実させた。

老人クラブ補助金 ８，９９３

 ７． ６５歳以上の高齢者で、居宅において養護を受けること
が困難な人を、養護老人ホームへ入所措置した。
入所施設数　　　　 　 ５施設
年度当初入所者数　　　 ９２名
（年度中の入退所者数）
　入所者　　　　　　　　 １名
　退所者　 　  　　　　１３名
　年度末入所者数　　   ８０名

老人ホーム入所措
置事業

１５９，７２４
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    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）１．児童福祉総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

138,905 174,470 29,662

    （単位  千円）

決算書
       頁

121

1
1

121

2
2

121

3
3

121

4

福 祉 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． みなとふれあいセンターについて指定管理者による管理
運営を実施し、利用者の利便性向上に努めた。また、設備
等のメンテナンスを行い、老朽化による施設の不具合を解
消した。
【主な施設改修の状況】
・みなとふれあいセンタートイレ洗浄便座取替工事
　１４９，６００円

みなとふれあいセ
ンター管理経費

１３，００８

1,059,676 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,016,241 一般財源

 １．

 ３． 会員間の相互援助活動により、仕事と子育ての両立を図
るため一時的に子どもを預かる会員組織である「いせファ
ミリー・サポート・センター」の運営を行った。
　年度末会員数　351人　　活動件数　1,056件

ファミリーサポー
トセンター事業

１０，１４７

保護者の疾病等により家庭で児童の養育が一時的に困難
となった場合や経済的理由等により緊急一時的に母子の保
護を必要とする場合に、委託施設において養育又は保護を
行った。
　延べ利用者数　15人　　延べ利用日数　76日

子育て支援ショー
トステイ事業

４１３

病児・病後児保育
事業

673,204

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 児童が病気あるいは病気回復期にあるために集団保育が
困難である間、当該児童を専用スペースで預かることによ
り、保護者の子育てと就労の両立支援を行った。
　延べ利用人数　301人

１７，９１９

 ４． 不適切な養育状態にあるなど虐待のリスクを抱え、特に
支援が必要な家庭を子育て経験者等が訪問し、育児・家事
支援を通じて、児童の養育環境の維持・改善及び保護者の
養育力の向上を支援した。
　訪問実家庭数　4戸　　訪問延べ件数　86件

養育支援訪問事業 １，６６２
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決算書
4        頁

121

5
5

121

6
6

121

7
7

121

8

放課後児童対策事
業

３５３，１９７

決 算 額 施 策 の 成 果

 ８．
こども家庭相談セ
ンター事業

１０，８２３

伊勢市子ども家庭支援ネットワーク（要保護児童対策地
域協議会）を設置して、要保護児童とその家庭の早期発見
と適切な支援のため、関係機関との連携を図り児童虐待の
防止に努めた。

保護者が仕事などにより昼間家庭にいない小学生を対象
に、放課後の遊びや生活の場を与えて、児童の健全育成を
図った。
　　放課後児童クラブ数　34箇所

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　342,738,000円
　・指定管理料（公設：二見、小俣、明野、御薗）
　・業務委託料（公設：二見第２、小俣第２・第３、
　　　　　　　　　　　明野第２、御薗第２）
  ・民間クラブ運営委託料（25箇所）　など

【過去２ヵ年度の実績】
　平成30年度　決算額　338,322,600円（28箇所）
　令和元年度　決算額　347,048,546円（31箇所）
　
【事業を取りまく状況等】

年々利用児童が増加しているため、ニーズの高い地域に
おいて、クラブの増設や定員の拡充に取り組んでいく。

 ５． 一人親家庭等の子どもを対象にした個別指導形式による
学習支援の実施を委託し、子どもの学習習慣の定着と学習
意欲の向上を図り、貧困の連鎖の防止に努めた。
　委託先　公益社団法人　全国学習塾協会
　・開催回数　4会場　延べ120回（休講なし）
　・受講者数　小学生　35人、中学生　30人
　・中学3年生受講者の高校進学率　100％

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　8,058,000円
　・小学4～6年生と中学生の個別学習指導

【過去２ヵ年度の実績】
平成30年度
　・開催回数　4会場　延べ116回（2回休講）
　・受講者数　小学生　16人、中学生　35人
　・中学3年生受講者の高校進学率　100％
令和元年度
　・開催回数　4会場　延べ112回（9回休講）
　・受講者数　小学生　25人、中学生　34人
　・中学3年生受講者の高校進学率　100％
　
【事業を取り巻く状況等】

子どもの貧困対策として、一人親家庭や生活困窮世帯の
子どもへの学習支援を充実していく必要がある。

学習サポート事業 ７，７６４

 ６．

子ども家庭支援
ネットワーク事業

６１４

保健師及び家庭児童相談員、女性相談員、臨床心理士
（非常勤）を配置し、児童虐待通告や家庭児童相談、ＤＶ
（配偶者等による暴力）等の女性相談に対する助言指導等
を行った。
　・児童相談（児童虐待や家庭養育、不登校等）
　　　延べ1,810件（実人数675人、うち新規330人）
　・女性相談（ＤＶや離婚問題等）
　　　延べ　547件（実人数118人、うち新規 69人）

事 業 名

 ７．
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決算書
8        頁

121

9
9

123

10
10

123

11
11

123

12
12

123

13

    （単位  千円）

決算書
       頁

119

1
1

119

2

施 策 の 成 果

新型コロナウイルス感染症の影響により子育て世帯の子
育て負担が増加しているため、子育て世帯へファミリー・
サポート・センター事業の補助券を配布し、援助活動を通
じて外出時や就労の面談等の負担軽減を図った。
　利用者数　延べ95人

ファミリー・サ
ポート・センター
支援強化事業

４８６

 10． 新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けて、市内の子
育て支援施設等が購入する衛生用品や備品購入の補助や、
対策にかかる人件費等、対策に要する経費を経済的に支援
し、負担の軽減を図った。
　施設数　38施設

子育て支援施設等
感染防止対策事業

１４，５１８
　

施 策 の 成 果

 ２． 令和元年度において移管先事業者を決定した保育所あけ
ぼの園について、令和３年４月１日の民間移管に向けて引
継ぎを行った。また、「伊勢市の就学前の子どもの教育・
保育に関する施設整備計画」の見直しを行い、パブリック
コメントを実施した。

就学前の子どもの
教育・保育施設整
備計画推進経費

２２

社会的養護自立支
援事業

事 業 名 決 算 額

施設入所又は里親委託など社会的養護が必要な児童が、
社会で自立できるよう支援するとともに、里親制度の普及
啓発により子ども家庭福祉の増進を図った。
　児童養護施設退所児童等支援給付金支給人数　3人

２９，６２８
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、小学校の臨

時休業に伴う放課後児童クラブの早朝から開所対応したこ
とにより生じる経費負担、利用者の利用自粛による負担軽
減のため、利用日数に応じて利用者・事業所へ利用料補填
を行った。
　早朝開所対応　30クラブ　利用料補填　34クラブ

新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮した取組みと
して、LINE公式アカウントを活用したオンライン相談窓口
を開設した。児童虐待防止を目的とし、子育ての不安や親
子関係の悩みなど18歳未満の子どもに関する相談を受け付
けた。
　友だち登録者数　126人　　相談延べ件数　36件

 12．

保 育 課

事 業 名 決 算 額

 ９．

児童虐待防止等Ｓ
ＮＳ相談事業

１，２４８
 13．

 １． へん地にある保育所の児童送迎にかかる負担を軽減し、
保育所送迎に対する地域格差を解消するとともに保育所経
営の安定化を図る。

児童送迎バス負担
金

２，０００

放課後児童クラブ
緊急対応事業

７７２

 11．
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決算書
2        頁

121

3
3

121

4

 ３． 保育業務の負担軽減、効率化を図ることを目的とし、保
護者の負担軽減や利便性の向上を図るため、保育業務支援
システムを導入した。本年度は、令和元年度に試行導入し
ていた２園での検証結果をもとに機能の拡張を行い、公立
保育所全園に導入した。また、保育士の業務負担を軽減す
るため、民間保育所等に対して、システムを導入するため
に要した費用の一部の補助を行った。

業務負担の軽減と事務の効率化・適正化を図るため、AI
を活用した入所選考システムの導入に向けて実証実験を行
い、令和３年３月に入所選考システムを導入した。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　39,317,000円
・公立保育所全園へのシステム導入
・民間保育所等へのシステム導入費用の補助
・AI入所選考システム導入経費

【過去2ヵ年度の実績】
令和元年度からの新規事業
令和元年度　22,696,000円
・伊勢市スマート保育（保育業務支援システム）試行導入
業務委託
・民間保育施設ICT化推進補助金　12施設

【事業を取り巻く状況等】
試行導入の検証結果をもとに、登降園管理へのICカード

方式の活用等、さらなる業務改善のための機能拡張を行っ
た。全園での運用が開始することとなり、各機能のほか、
運用についても検証を行い、業務改善や保育の質の向上を
図る。

スマート保育
（ICT）導入事業

３９，３４６

決 算 額 施 策 の 成 果事 業 名

待機児童対策における保育士確保を目的とし、私立保育
施設とともに、保育士就職フェア、保育所見学ツアー等の
開催を予定していたが、新型コロナウイルスの感染拡大に
より実施できなかった。

保育士への就職、復職の働きがけを行うため、保育士と
いう職業の魅力を映像化し、市のホームページで公開し
た。

また、保育士の業務負担を軽減し、離職を防ぐため、民
間保育所等に対して、保育にかかる周辺業務を行う職員や
短時間勤務の保育補助者の雇用にかかる人件費を補助し
た。
　保育体制強化事業補助金　　　　10施設
　保育補助者雇上強化事業補助金　11施設

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　36,535,000円
・保育士就職フェア、説明会開催等にかかる講師謝礼
　チラシ印刷代
・保育士養成校訪問にかかる旅費
・保育人材確保事業補助金

【過去2ヵ年度の実績】
令和２年度からの新規事業

【事業を取り巻く状況等】
低年齢児の保育や特別支援の必要な児童の保育など多様

な保育のニーズが増加しており、対応するための保育士の
確保が課題となっている。民間と共に進めていくため、保
育士養成校や潜在保育士に向けて伊勢市の保育のＰＲや保
育現場の体験などを実施するとともに、保育士の働く環境
の改善に努めている。

保育士確保事業 ２９，７４３
 ４．
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4        頁

121

5
5

121

6
6

121

7
7

121

8
8

121

9

 ５． 医療を要する状態にある障がい児が入所している保育所
に、加配補助員、看護師等を配置した。また、児童が利用
している訪問看護ステーションの看護師等を保育所に派遣
し、児童、保育所職員へ医療的ケアの専門指導支援を行っ
た。
　対象児童：４人

医療的ケア児童保
育支援事業

１２，２０７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

○特別支援保育事業
保育所等での集団保育が可能で、かつ特別な支援を必要

とする児童を受け入れている民間保育所等で、基準を超え
る保育士配置に必要な経費及び運営の健全化を図るための
経費を補助した。
　民間保育所等　14施設
　対象児童　（中度）18人　（重度） ７人

○アレルギー等対応特別給食提供事業
食物アレルギー等があり保育所等における給食に特別な

配慮が必要な児童への安全な給食提供のため、民間保育所
等における調理員の加配、代替食材、研修等にかかる費用
を補助した。
　民間保育所等　18施設　対象児童数　99人

民間保育施設特別
支援保育等充実事
業

５８，２０２
 ９．

 ８． ○一般保育事業補助金
公立保育所等職員と民間保育所等職員の給与の格差等を

是正するため、民間保育所等に対し補助した。
　民間保育所等　25施設

民間保育施設運営
補助事業

６７，１７５

７，６５４

公立保育所等の入所児童の使用済み紙おむつ処分につい
て、感染症予防や衛生環境の改善のため、令和３年度から
の回収業務委託の開始に向けて、公立及び民間保育所・認
定こども園・小規模保育事業所に使用済み紙おむつ回収用
の収集庫を購入し、設置した。

〇ごみ収集庫購入
公立及び民間保育所・認定こども園・小規模保育事業所
　計32箇所　3,301,144円

保育環境改善事業 ３，３０１

 ７． ○地域活動事業補助金
保育所等を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の

促進を図るための事業を実施する民間保育所等に対し活動
にかかる経費を補助した。
　民間保育所等　　12施設

○延長保育促進事業補助金
短時間認定児童および標準時間認定児童に対し通常の保

育時間を超えて長時間保育を実施している民間保育所等に
対しその経費を補助した。
　民間保育所等　８施設

○一時預かり事業補助金
保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の

ための一時的な保育を行う民間保育所等に対しその経費を
補助した。
　民間保育所等　１施設

民間保育施設特別
保育事業

 ６．
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9        頁

121

10
10

121

11
11

121

12
12

123

13

事 業 名 決 算 額

 10． 民間保育所等の低年齢児（０～２歳児）の年度途中入所
に対応するため、保育士の配置に必要な人件費を補助し
た。

○伊勢市低年齢児保育充実事業補助金
特別保育事業を実施し、０・１歳児童の受け入れのため

保育士の配置に必要な経費を補助した。
　９施設　8,553,600円

○伊勢市低年齢児待機児童対策事業補助金
待機児童の発生を防ぐため、満３歳児に達していない児

童の受け入れのため保育士の配置に必要な経費を補助し
た。
　23施設　49,995,000円

民間保育施設低年
齢児保育充実事業

５８，５４９

 13． 子育て支援施設等において、新型コロナウイルス感染症
に対する強い体制を整え、感染症対策の徹底を図りながら
保育を継続的に実施していくために必要となる衛生用品や
備品等の購入に係る経費を支援することで、衛生管理の徹
底と感染防止対策の継続的な環境整備を行った。

○新型コロナウイルス感染症防止対策事業
　子育て支援センター　６施設　 3,009,776円

子育て支援施設等
感染防止対策事業

民間保育所等施設
整備事業

７，７９０

　

保育所等感染防止
対策事業

４１，６５０
 12．

施 策 の 成 果

保育所等において、新型コロナウイルス感染症に対する
強い体制を整え、感染症対策の徹底を図りながら保育を継
続的に実施していくために必要となる衛生用品や備品等の
購入に係る経費を支援することで、衛生管理の徹底と感染
防止対策の継続的な環境整備を行った。

また、公立保育所等で感染症対策として定期的な換気を
行うために、網戸の設置がない窓に網戸を設置し、民間保
育所等へは設置に係る費用を補助した。

○新型コロナウイルス感染症防止対策事業
　公立保育所等　１２施設　12,073,712円
　民間保育所等　２４施設　24,000,000円

○保育所等網戸設置事業
　公立保育所等　　８施設　2,454,100円
　民間保育所等　１３施設　3,122,000円

 11． 保育所等施設の機能の維持及び向上を図るため、民間保
育所等が行う施設整備事業に対し補助金を交付した。

〇民間保育所等施設整備事業補助金
民間保育所等が行う工事の施工に要する費用に対し補助

金を交付した。
　民間保育所等　2施設　7,790,243円

３，０１０
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）２．児童措置費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,509,955 845,296 103,376

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1
1

123

2
2

123

3

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）３．父母子福祉費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

354,035

    （単位  千円）

決算書
       頁

123

1
1

123

2
2

123

3

 ３． 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた子育て世帯を
支援する観点から、児童手当を受給する世帯（０歳～中学
生のいる世帯）に対し、臨時特別給付金を支給した。
　受給者数　8,729人　支給児童数　14,722人

子育て世帯臨時特
別給付金支給事業

１４７，２２０

 ２． 子どもの健やかな育ちを社会全体で応援するという趣旨
のもとに、中学３年生までの子どもを養育する保護者に対
し児童手当を支給した。
  受給者数　7,744人　延べ支給児童数　155,457人

児童手当支給事業

 １． 児童の福祉に欠ける母子及び経済的に困窮する妊産婦の
入所措置を行い、母子の自立促進のための生活支援又は妊
産婦の助産の援助を図った。
　母子生活支援施設　2世帯
　助産施設　　　  　1人

701,644 決 算 額 の 財 源 内 訳

670,557 一般財源

児童入所施設措置
事業

３，３５３

１，６８９，５３０

 ２． 父又は母と生計を同じくしていない児童を養育している
一人親家庭等の生活の安定と自立を助け、児童の福祉の増
進を図るために、手当を支給した。
　受給資格者数　1,039人

児童扶養手当支給
事業

４６３，５０５

子 育 て 応 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一人親家庭等の相談に応じ、その自立に必要な情報提
供・助言・指導、就労のために主体的な能力開発の取組み
を支援し、一人親家庭の自立の促進を図った。
　母子・父子自立支援員相談件数　147件
　高等職業訓練促進給付金　　　　 15件
　自立支援教育訓練給付金　　　　　1件

 ３． 新型コロナウイルス感染症拡大防止による学校の臨時休
校等に伴い、一人親家庭の家計支出増を支援するため、特
別給付金を支給した。
　受給者数　921人

児童扶養手当特別
給付金支給事業

２７，６９３

ひとり親家庭支援
事業

１７，２３２

316,522

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

4,426,237 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,422,553 一般財源

963,926

子 育 て 応 援 課
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決算書
3        頁

123

4

（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）４．児童福祉施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

36,019 19,945 183,800 138,988

    （単位  千円）

決算書
       頁

125

1
1

125

2

1,332,592

保 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　

1,754,007 決 算 額 の 財 源 内 訳

市立保育所特別保
育事業

２０，８５０

 ２．
特別支援保育事業 ７４，５７３

保育所等での集団保育が可能で、かつ特別な支援を必要
とする児童を受け入れ、健常な児童とともに保育すること
により健全育成を図るため、市立保育所に保育士及び保育
補助員を加配した。
　公立保育所等　11施設
　対象児童　（中度）55人　（重度） 15人

（延長保育）
　11時間を超えて長時間の保育を実施した。
　保育所きらら館  利用児童数　6人

（休日保育）
日曜、祝日等の保護者の就労等により、家庭での保育

が困難な場合に、子育てと仕事の両立を支援するため、休
日保育を行った。
　保育所きらら館　延べ　337人

（一時保育）
保護者の傷病・入院、災害・事故、育児疲れの解消等の

ために、保育所に入所していない児童の一時的な保育を
行った。
　公立保育所等　４施設
【保育所きらら館、小俣子育て支援センター、しごうこど
も園、御薗子育て支援センター】
　延べ利用児童数　１日利用　1,473人
　　　　　　　　  半日利用　　939人

（地域活動）
保育所を基点とした地域住民の主体的な子育て支援の促

進を図るため事業を実施した。
　公立保育所　６施設

 １．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

一般財源

 ４． 新型コロナウイルス感染症の影響で、子育て負担の増加
や収入の減少等が生じている低所得の一人親世帯に対し、
臨時特別給付金を支給した。
　基本給付　受給者数　1,037人
　追加給付　受給者数　　492人

ひとり親世帯臨時
特別給付金支給事
業

１５９，５６０

1,711,344
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2        頁

125

3
3

125

4
4

125

5

事 業 名 決 算 額

 ３． 子育て家庭の交流の場の提供、子育てに関する講座の開
催、育児不安についての相談指導、子育てサークル支援な
どを行った。

〇対象施設
明倫子育て支援センター、子育て支援センターきらら

館、しごう子育て支援センター、二見子育て支援セン
ター、小俣子育て支援センター、御薗子育て支援センター
〇利用者数
　令和2年度　　24,933人
　令和元年度　 44,484人
　平成30年度　 42,894人

地域子育て支援セ
ンター事業

６１，３３８

 ４． 保護者が安心して児童を預けられるよう、施設整備を行
い、安全かつ快適な環境の整備を図った。
○主な整備
　ゆりかご園空調設備改修工事
　御薗第一保育園空調設備改修工事
　明倫保育所トイレ及び沐浴室改修工事
　浜郷保育所沐浴室及びトイレ改修工事
　明倫保育所ほか家具固定工事
　二見浦保育園ほか家具固定工事
　あけぼの園ほか家具固定工事
　御薗第一保育園ほか家具固定工事
　浜郷保育所園庭周囲補強工事
　しらとり園園庭改修工事
　浜郷保育所下水道接続工事
　御薗第一保育園防水等改修工事
　御薗第一保育園照明設備改修工事
　御薗第一保育園便所改修工事

市立保育所施設整
備事業

１２４，２９０

 ５． 伊勢市の就学前の子どもの教育・保育に関する施設整備
計画において、二見地区内の３保育所（二見浦保育園・五
峰保育園・高城保育園）は高台へ統合移転をすることとし
ている。本年度においては建設用地取得を行い、建設工事
設計業務委託を実施した。
　①用地取得　72,074,642円
　②二見地区統合園（仮称）建設工事設計業務委託
　　25,751,000円
　③建築確認等手数料　364,000円

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　121,930,000円
・建設用地取得に係る経費
・建設工事設計業務委託

【過去２ヵ年度の実績】
令和２年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
令和５年４月１日開園に向けて、令和３年度より２ヵ年

で建設工事を施工予定となっている。なお、３保育所のう
ち高城保育園については園児数の減少が著しいことから、
令和２年度末をもって閉園した。

施 策 の 成 果

９８，１９０二見地区統合園整
備事業
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（款）３．民生費　（項）３．児童福祉費　（目）６．こども発達支援費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

161,800 63,924

    （単位  千円）

決算書
       頁

127

1
1

127

2
2

127

3

342,395

 ３． 発達支援が必要な児童が増加していることから、現在の
施設から移転新築を行い、「児童発達支援センター」とし
て機能を拡充し、障害児支援の更なる充実を図るため、次
の委託および工事を実施し、また、新施設にて必要となる
備品等の購入を行い、令和３年１月から新施設での運営を
開始した。
　・おおぞら児童園新築工事監理業務委託
　・おおぞら児童園新築工事（建築工事）
　・おおぞら児童園新築工事（電気設備工事）
　・おおぞら児童園新築工事（機械設備工事）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　188,906,000円
・おおぞら児童園新築工事　一式　３件
・おおぞら児童園新築工事監理業務　一式　１件
・施設整備に伴う備品（訓練用器具）等の購入　等

【過去２カ年度の実績】
　平成30年度　8,078,160円
・新築工事設計業務（前金分）
・地質調査業務
　令和元年度　129,156,640円
・新築工事設計業務（残金分）
・おおぞら児童園新築工事（前金分）
・おおぞら児童園新築工事監理業務（前金分）

【事業を取りまく状況等】
児童発達支援センターとして、通所利用の障がい児の療

育や、その家族に対する支援を行う。また、地域の障がい
児やその家族の相談支援、障がい児を預かる施設への援助
等を行う。

こども発達支援施
設整備事業

１８６，２３１

おおぞら児童園の施設を維持管理し、通園児の安全かつ
快適な施設利用を図った。こども発達支援施

設管理事業
４，８２８

障がいのある児童の発達の促進と障がいの軽減を図るた
め、通園による訓練や療育、相談等を行った。
・児童発達支援
　　発達療育：延べ382人、感覚運動あそび：延べ1,481人
　　作業療法：延べ563人、言語療法：延べ388人
　　心理療法：延べ60人、機能回復訓練：延べ6人
・放課後等デイサービス
　　小学部療育：延べ437人、作業療法：延べ299人
　　心理療法：延べ1人
・療育や就学等についての相談：延べ164件

こども発達支援施
設運営事業

 ２．

２０，５９８

決 算 額 の 財 源 内 訳
一般財源

107,170

施 策 の 成 果決 算 額

こども発達支援室

332,894

 １．

事 業 名
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127

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

こども発達支援事
業

６，０７９

 ４． 障がい児が地域において自立した日常生活又は社会生活
を送り、適切な福祉サービス等が提供されるよう障害児支
援利用計画の作成等を行った。
　利用計画作成延べ件数　363件
　モニタリング延べ件数　783件

障害児相談支援事
業

１４，１２０

 ５． みえ発達障がい支援システムアドバイザーが、子どもの
発達や育ちに関する相談に対し支援を行い、必要なサービ
スや関連機関へのコーディネートを行った。 発達障がい
児の早期発見・早期支援に向け、市内の保育所（園）・幼
稚園・認定こども園を巡回して、保護者や保育士・教員等
からの相談を受け、助言を行うとともに、必要に応じて、
療育や専門機関につなげ連携を図った。

５歳児発達支援事業の市内全体での実施を開始し、発達
支援体制の充実を図った。

途切れのない発達支援や発達障がいについての理解を深
めるための講演会を予定していたが、新型コロナ感染症拡
大防止のため、やむを得ず中止とした。
 ・発達支援相談件数
　　　令和２年度　延べ 870件
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（款）３．民生費　（項）４．生活保護費　（目）２．扶助費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,513,318 59,253

    （単位  千円）

決算書
       頁

129

1

各種扶助事業 ２，０３６，９８３

2,040,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

2,036,983 一般財源

健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助
長することを目的とした生活保護法の理念に基づいて、適
正な保護の実施に努めた。
　
令和２年度実績
　被保護世帯数　　　　944世帯
　被保護人員　　　　 1,086人
　被保護率 　　　　　　8.8‰

　種　　別 　　　　　　　　　円
　生活扶助　　　 486,019,002
　就労自立給付金  　  22,318
　住宅扶助       240,817,393
　教育扶助         2,347,332
　介護扶助        84,134,446
　医療扶助     1,180,249,038
　出産扶助　　　　　　 4,487
　生業扶助         2,780,902
　葬祭扶助         1,689,329
　保護施設事務費  38,819,029
　進学準備給付金　　 100,000
　合　　計     2,036,983,276
　
令和元年度実績
　被保護世帯数　　　　923世帯
　被保護人員　　　　 1,071人
　被保護率 　　　　　　8.6‰

　種　　別 　　　　　　　　　円
　生活扶助　　　 476,069,123
　就労自立給付金  　 255,059
　住宅扶助       234,816,748
　教育扶助         2,419,907
　介護扶助        96,821,350
　医療扶助     1,113,178,261
　出産扶助　　　　　　 　　0
　生業扶助         2,721,676
　葬祭扶助         2,123,242
　保護施設事務費  37,373,939
　進学準備給付金　　 　　　0
　合　　計     1,965,779,305

464,412

生 活 支 援 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
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（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）１．人権施策管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,219 15,100

    （単位  千円）

決算書
       頁

129

1
1

129

2
2

129

3

（款）３．民生費　（項）５．人権政策費　（目）２．人権啓発推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

240

    （単位  千円）

決算書
       頁

129

1
1

129

2
2

129

3

82,847 決 算 額 の 財 源 内 訳

79,890 一般財源

47,571

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ２． 公共施設マネジメントの計画に沿って、旧竹ケ鼻地区集
会所及び旧黒瀬地区集会所を解体し跡地の整備工事を実施
した。

集会所管理運営事
業

１８，２３７

人権施策推進事業 ８００

 ３． 人権問題に関する理解と認識を深めるため、成人学習講
座をはじめとする各種講座を開催し、市民に学習の場と気
づきの機会を提供した。

市民館講座開催事
業

５９

決 算 額 の 財 源 内 訳

3,383 一般財源

伊勢市人権施策推進協議会と協力し、人権尊重啓発ポス
ター・人権尊重啓発標語の募集、人権セミナー開催等の各
種事業の展開を通じて、市民の人権意識の高揚に努めた。

3,143

人 権 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
人権啓発推進事業 １，３１７

 ２． 非核・平和第42回空襲展を計画していたが、新型コロナ
ウイルスの感染拡大の防止の観点から中止した。 平和
を祈念した折鶴用に「非核平和宣言都市｣名入り折紙を作
成し、市内中学の平和記念式典に献納するなどして活用し
た。 日本非核宣言自治体協議会等からのポスターを活
用した原爆被災ポスター展を実施し、折鶴コーナーも設け
広く市民へ非核・平和の周知を行った。９月の国際平和
デーには、正午に「鐘の音とともに祈りを」と題して市内
の寺院や教会等の協力を得て鐘を鳴らし、平和を感謝し、
恒久平和を祈念する取り組みを実施した。

非核平和推進事業 １３３

12月の「伊勢市人権講演会」では、落語家の三遊亭 遊
雀さんを講師に招き、人権落語（子どもの人権）落語演目
「子別れ」を披露していただき、人権啓発につながった。

講演会開催事業 ８６０
 ３．

4,209

人権啓発パンフレット・啓発物品を作成し、「差別をな
くす強調月間」及び「人権週間」を中心に、企業訪問、街
頭啓発などで配布した。２月には人権映画祭を開催し、市
民の人権意識の高揚に努めた。
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人権啓発講座開催
事業

１８３

 ４． 市内22の各協議会に委託して、講演会、人権展、啓発紙
の発行等の活動を行った。全国人権・同和教育研究大会へ
参加し人権意識の高揚に努めた。

小学校区別人権・
同和教育推進連絡
協議会事業

８９０

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 小中ＰＴＡ会員と一般からの受講者を募集し、４回講座
を行なった。回ごとにテーマと講師を変え、人権問題を広
く学習する機会を提供した。延べ88名の参加があり、人権
啓発に努めた。
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）１．保健衛生総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

18,169 3,300 41,000 4,347

    （単位  千円）

決算書
       頁

131

1
1

131

2
2

131

3
3

133

4
4

133

5
5

133

6
6

133

7

１市３町で構成する伊勢広域環境組合斎場で火葬業務を
行った。
　　共通経費　　　　５３９千円
　　運営経費　４０，８２９千円
　　建設経費　１２，８７３千円

伊勢広域環境組合
負担金（斎場）

５４，２４１

461,065 決 算 額 の 財 源 内 訳

445,259 一般財源

378,443

環 境 課

 ３． 伊勢市環境会議と連携し、各家庭における生活排水対策
の啓発活動等に取り組んだ。
　実施事業：水生生物による水質調査　等

生活排水対策啓発
事業

３０７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ２． １市２町で構成する伊勢広域環境組合クリーンセンター
でし尿等の適正処理を行った。
　　共通経費　　　２，０２６千円
　　運営経費　１５３，４２０千円
　　建設経費　－１０，４５３千円
　　公債費　　　１２，６５９千円

伊勢広域環境組合
負担金（し尿）

１５７，６５２

 ４． 公共用水域の汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の
向上を図るため、合併処理浄化槽設置者に対し補助し、合
併処理浄化槽の普及に努めた。
　　公共下水道認可区域外　１３０基　３０，２６１千円
　　公共下水道認可区域内　　４０基　　４，６６８千円

共同汚水処理施設の適正な維持管理を推進するため、補
助金交付要綱に基づき、修繕工事を実施した管理団体に対
し補助を行った。
　　補助件数　２件　３２６千円

合併処理浄化槽整
備事業補助金

３５，７９５

 ５． 地球温暖化の防止に寄与するため、太陽光発電システム
設備設置に対し１件あたり６０千円を補助した。
　令和元年度からの繰越　２４件　１，４４０千円

太陽光発電普及促
進事業

１，４４０

 ６． 犬や猫の適正な飼育を図るため、不妊手術費等の一部助
成を行った。
　　補助金交付件数　犬２２１頭、猫５９４匹

犬猫不妊手術費等
補助金

２，５９０

 ７． 持続可能な社会づくりに貢献する人材育成のため、事業
者や大学と連携し、環境教育の出前講座等を実施した。
　大学：高等学校２校　７クラス

環境教育推進事業 ３００
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    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）２．保健センター費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

110,000 961 17,205

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1
1

133

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

133

1
1

133

2
2

133

3

離宮の湯管理運営
事業

１６，１０５

一般財源

小俣総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域住民の福祉の充実及び公衆衛生の向上を目的に、平
成１７年４月１日から営業を開始した。

また、平成１９年４月１日からは、民間のノウハウを生
かすために指定管理者制度を導入し、管理運営を行ってい
る。毎月６回程度のかわり湯を実施するなど、利用拡大に
努め、市民の憩いの場として多くの方に利用していただい
た。
　令和２年度利用者数　４０，０７９人

病院事業会計に対して繰出基準に基づく繰出しのほか、
資金不足改善のため、繰出しを行った。
・通常分　　　　　　　　　９６７，２２２千円
・資金不足改善分　　　　　４７７，４００千円

病院事業会計繰出
金

１，４４４，６２２

1,888,043 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,880,900

１２０，０００

1,752,734

財 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

市民の安心と救急医療体制の保持を図るため、健康、医
療をはじめ、介護、育児やメンタルヘルスなどの、市民の
心と体の様々な相談に、医師や看護師などの専門家による
２４時間年中無休、通話料無料の電話相談サービスを委託
により実施した。７，４１８件（うち３件はＦＡＸ）の相
談があった。

健康・医療電話相
談事業

８，７０９

 ２． 病院事業会計に対して、市民が安心して受診できる医療
体制の確保及び新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策
に係る費用のため、繰出しを行った。

病院事業会計繰出
金（新型コロナウ
イルス感染症対策
分）

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ２． 休日・夜間応急診療所への医師派遣調整及び救急医療知
識の普及啓発並びに情報提供業務を伊勢地区医師会に委託
し、一次救急医療体制の確保を図った。

一次救急医療事業 ２，３０４

 ３． 病院群輪番制は、一次救急医療体制に併せ、市内の２病
院（伊勢赤十字病院、市立伊勢総合病院）が、輪番制によ
り、休日及び夜間における重症救急患者の受け入れに対応
する二次救急体制を確保するためのものであり、この補助
金はその運営費を補助するものである。

令和２年度は１２，２１７人の受け入れがあり、市民の
安心・安全確保に大きく貢献した。

病院群輪番制病院
運営費補助金

３４，５９６
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決算書
3        頁

133

4
4

133

5
5

135

6
6

135

7
7

135

8

 ４． 生涯を健康で暮らせるような「健康文化都市」をめざし
て、第２期伊勢市健康づくり指針に基づき生活習慣病の発
症予防と重症化予防を中心に健康づくり事業を推進した。
重点事業への取組みとして、ウォーキング大会の開催（６
回、２５４人）、ウォーキングコースの健康増進効果の検
証とマップ作成（３件）、食生活では低カロリーバランス
食レシピを公共施設や市内の商業施設４４か所にて配布し
た。また、野菜摂取の普及活動として季節の野菜レシピの
動画配信や減塩生活の冊子を作成し、各種事業等で配布を
行った。また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため
イベントを中止としたかわりに、ホームページの充実や
LINE等による情報発信を行った。今年度は、第２期伊勢市
健康づくり指針策定後5年目となるため中間評価を実施し
た。
　
【当初予算における内容、計画】
  当初予算　　　４，９５２，０００円
　・第２期健康づくり指針中間評価
　・ウォーキングコースの健康増進効果検証
　・いせし健康体操普及
　・健康マイレージ事業

【過去２か年度の実績】
  平成３０年度　９０７，００１円
　・ウォーキングコースの健康増進効果検証
　・いせし健康体操制作
　・低カロリーバランス食の普及
  令和元年度　 ６７４，３１３円
　・ウォーキングコースの健康増進効果検証
　・いせし健康体操普及推進員の養成と普及
　・低カロリーバランス食の普及

【事業を取り巻く状況等】
第２期伊勢市健康づくり指針の中間評価を実施したが、目
標を達成していない項目については、現状を分析し効果的
な事業を遂行するために見直しを行い第２期計画の最終年
度に向けてさらなる健康づくりを推進していく。

健康増進事業 ４，６８８

食生活改善推進事
業

５３９
 ５． 健康づくりの基本となる食生活を適正なものにするた

め、食生活改善推進員の自主的な活動に対する支援を行っ
た。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

不採算医療分野のうち、公的病院である伊勢赤十字病院
が市内で唯一保有する小児医療病床及び周産期医療病床の
運営経費を一部補助し、地域医療体制の確保を図り、市民
の安心・安全な医療の提供につなげた。

３０，０００

こころの健康支援
事業

２１５

 ６． 地域医療（主に回復期リハビリテーション）の充実を目
的に設置した寄附講座により、市立伊勢総合病院へ医師が
派遣され、スタッフへの指導、医療従事者向けの講習会、
研修等により、リハビリテーション環境の充実を図った。

連携リハビリテー
ション医学講座設
置事業

２４，０００

 ７．
公的病院支援事業
補助金

 ８． 新型コロナウイルス感染症の影響によるこころの健康相
談とこころの健康づくりを支援するための啓発用リーフ
レットを作成し普及啓発を行った。
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）３．予防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

30,610 3,944

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1
1

135

2

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）４．成人保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

709 8,798 19,338

    （単位  千円）

決算書
       頁

135

1
1

137

2
2

137

3
3

137

4

1,312,235 決 算 額 の 財 源 内 訳

383,833 一般財源

349,279

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 定期予防接種を県内の実施医療機関で実施し、対象者に
接種を行うとともに、未接種者に対し勧奨通知を送付し、
接種率の向上を図った。また、風しん感染拡大防止のため
の追加的対策として、公的な予防接種を受ける機会がな
かった昭和３７年４月２日から昭和５４年４月１日生まれ
の男性を対象に、抗体検査と定期予防接種を無料で実施し
た。（受検者：２，０９４人　接種者：５３９人）

予防接種事業 ３５９，２０１

271,782 決 算 額 の 財 源 内 訳

261,009 一般財源

232,164

健 康 課

 ２． 国の示す優先順位に基づき、配布されるワクチンに適し
た方法で、市民に新型コロナウイルスワクチン接種を行
う。

令和２年度は、ワクチン接種の準備にあたり送付書類の
印刷、管理システム改修の実施及び市立伊勢総合病院内へ
設置するプレハブ接種会場の賃貸借契約を行った。

新型コロナウイル
スワクチン接種事
業

２４，６３２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ４０歳以上の保険が無い方を対象にした健康増進法健康
診査と、４０・４５・５０・５５・６０歳及び６５歳～７
０歳の女性に骨粗しょう症検診等を実施して、生活習慣病
を早期発見し、市民の健康増進に努めた。

成人健康診査事業 １０，３８８

 ３． 満３０歳、３５歳、４０歳～５０歳、５５歳、６０歳、
６５歳、７０歳の市民を対象に、市内及び度会郡内の実施
歯科医院で歯周疾患の検診を実施した。 ２，６５０人
（うち８５６人は国民健康保険加入者）が受診し、歯周疾
患の早期発見、早期治療に寄与し、８０２０運動を推進し
た。

歯周疾患検診事業 ５，７１５

 ２． 市内の医療機関、保健センター及び地域において、胃・
子宮・大腸・乳・前立腺及び肺がん検診を実施した。日本
人の死因第１位であるがん（悪性新生物）を早期発見し、
早期治療につながるよう努めた。

がん検診事業 ２４４，１８０

 ４． 各種がん検診要精検未受診、がん健診要精検未把握者、
健康増進法に基づく健康診査受診結果で指導が必要な対象
者に保健指導を行い、疾病の早期発見、早期治療を図るた
めに生活習慣指導を行うとともに、健康づくりに対する啓
発に努めた。

成人保健指導事業 ７２６
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（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）５．母子保健推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,849 6,953 13,261

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1

145,114

１３，７９７

健 康 課

195,344 決 算 額 の 財 源 内 訳

178,177 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 安心して妊娠・出産・子育てができるよう、中央保健セ
ンターを拠点に、母子保健コーディネーター（保健師）や
助産師が中心となって、妊娠期からの切れ目ない支援の充
実を図った。（子育て世代包括支援センター 利用者支援
事業　母子保健型）
（１）母子保健相談支援事業
　　母子保健コーディネーターが、母子健康手帳交付時に
　「ママ安心サポートプラン」を作成し妊娠期から相談や
　訪問指導等を行い、継続した支援を実施した。
（２）産前・産後サポート事業
　　助産師が中心となり、お母さんの悩みや不安に寄り
　添う支援を実施した。
　・パパとママの教室　（４回／年）　９２人
　・おめでとうコール（産後２～３週目の産婦）７１１人
　・おっぱい相談会（原則１回／週）　１６４人
（３）産後ケア事業
　　産科医療機関等において母体ケア、育児相談等の産後
　のケアを実施した。
　　　宿泊型　３件、訪問型　１件
（４）拠点の運営
　　産前産後の母親が気軽に立ち寄って相談できる拠点で
　ある『ママほっとテラス（子育て世代包括支援セン

ター）』の運営を行い、１，１１４人の利用があった。
（５）関係機関との連絡・調整会議の開催
　　特定妊婦やハイリスク妊婦、要保護児童、不安の強い
　産婦などの支援について利用者支援会議や養育支援連携
　者会議、子ども家庭支援ネットワーク会議において連携
　し支援を実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算：１４，７０７，０００円
　利用者支援事業　母子保健型を実施。
　妊娠中から相談や支援が切れ目なく受けられる体制の強
　化のため、育児支援教室を開催。

【過去２か年度の実績】
　平成３０年度　１２，８５７，８６３円
　・ハイリスク妊婦検討会を開始し、ハイリスク妊婦への
　　支援を強化
　・ママほっとテラス（子育て世代包括支援センター）
　　２周年記念イベントで事業をＰＲ
　令和元年度　１２，４０８，３４６円
　利用者支援事業　母子保健型を実施。

妊娠中から相談や支援が切れ目なく受けられる体制の強
化のため、母子健康手帳の交付を中央保健センターに集約
した。また、３周年記念イベントでＰＲを実施

【事業を取りまく状況等】
平成２７年度から妊娠出産包括支援事業を実施してい

る。令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の流行によ
り、感染予防に取り組み妊娠出産包括支援事業を実施。

妊娠出産支援事業
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決算書
1        頁

137

2
2

137

3
3

137

4
4

137

5
5

137

6

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 妊娠・出産・育児に関して健康状態を一貫して記録し管
理する母子手帳を交付し、必要な保健指導を行い母子の健
康の保持増進を図ると共に、とぎれない子育て支援を図っ
た。

・交付件数：８３９件（多胎１０件、再交付１８件含
む）

母子健康手帳交付
事業

４８４

 ３． 妊婦健康診査、産婦健康診査、乳児健康診査を委託医療
機関で実施し、妊産婦や乳児の疾病や虐待、産後うつなど
の異常の早期発見と健康の保持増進を図った。（妊婦・産
婦・１か月児健診の委託医療機関以外は健診費用の助成あ
り）
・妊婦健康診査（14回）延１０，０２４人
・産婦健康診査（産後2週間・１か月）延１，３７２人
・乳児健康診査（1か月・4か月・10か月）延２，２４３人

妊産婦・乳児健康
診査事業

１０９，１０１

 ５． 口腔内の状態が悪化しやすい妊娠中に歯科検診を行い、
早産・低出生体重児出産の一因である歯周疾患の早期発
見・早期治療を行った。さらに子育て世代の父母へ健診と
して１歳６か月児健康診査対象の保護者に「子育て応援歯
科健診」を実施し、仕事や育児で忙しい世代への歯科受診
啓発、そして、保護者の口腔衛生の向上から子どものむし
歯予防へとつなげ、また、むし歯が増加しやすい幼児期に
継続的な歯科検診を実施し、幼児期の歯科保健対策の強化
を図った。
　・妊婦歯科健康診査　妊娠中１回　２８１人
　・子育て応援歯科健康診査　１回　１４３人
　・むし歯バイバイ教室（健診・フッ化物塗布）２０回
　　６００人
　・３歳児フッ化物塗布　１１回　４７７人
　・親と子の良い歯のコンクール事業　新型コロナウイル
　　ス感染症拡大により中止

歯科健康診査事業 ３，５０２

　

 ４． 幼児の発達の観察の節目である時期に、１歳６か月児健
康診査、３歳児健康診査を実施し、疾病や虐待の早期発
見、育児不安の解消等を図った。
　・１歳６か月児健康診査　２０回　８４１人
　・３歳児健康診査　　　　２１回　８０５人

幼児健康診査事業 ５，９７４

 ６． 新生児聴覚検査に係る費用の一部助成（上限３，０００
円）をすることにより、経済的負担の軽減と先天性聴覚障
がいの早期発見と支援にむけた体制整備を行い、乳幼児の
健康の保持増進を図った。
　　助成件数：６５５件

新生児聴覚検査助
成事業

１，９６４
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決算書
6        頁

137

7
7

137

8
8

137

9
9

137

10
10

137

11
11

137

12
12

137

13

施 策 の 成 果

 ７． 乳幼児の疾病異常の早期発見及び健康の保持増進、母子
の健全育成に努め、育児上の悩み等への適切な助言や保護
者が自信を持って育児を行うことが出来るよう子育て支援
を図った。
（１）子育て相談
　　４会場では、３８回８９８人、子育て支援センターや
　図書館では、１５回５８人の子育てに関する相談に応じ
　た。
（２）発達支援
　　乳幼児健診等で発達が気になる児とその保護者を対象
　に、言語聴覚士や心理判定員等が発達を観察し生活指導
　や療育などの専門機関に繋いだ。
　　１歳６か月児健診事後フォロー教室として親子教室ア
　イアイ（９回１４３人）、発達支援教室として親子教室
　きりん（９回１０２人）、親子教室カンガルー（１１回
　８２人）を実施し、心理判定員による個別の発達相談
　（８４回２２６人）を行った。
（３）健康教育
　　栄養士による離乳食教室（１１回１４６人）、子育て
　支援センターや図書館など地域や各団体の要請に応じて
　実施する要請健康教育（１５回１８６人）、健康文化都
　市推進啓発事業として歯科・発達のパネル展示などを実
　施した（２回１３３人）。
　　歯科医師・歯科衛生士による歯科保健教室は、新型コ
　ロナウイルス感染症拡大予防のため中止となった。

乳幼児保健指導事
業

１，９２９

事 業 名 決 算 額

 ９． 医師が必要と認めた不妊不育治療を受けた夫婦に対し、
不妊不育治療費に要する費用の一部助成（費用の２分の１
で年間１０万円を限度とし通算５回まで）を行った。
　不妊治療１８２件、内不育治療上乗せは０件

不妊不育治療費助
成事業

１３，２２９

 ８． 新生児をはじめ乳幼児、妊産婦のいる家庭を訪問し、相
談に応じることで不安や悩みの解消、異常の早期発見に努
めた。
　訪問件数：新生児６４２人、乳幼児９１２人、
　　　　　　妊産婦６５６人、育児支援１３６人

新生児等訪問指導
事業

４，７５１

 11． 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、利用者支援
事業（母子保健型）拠点施設にて使用する消毒液や手袋等
の衛生用品や加湿器等を購入することにより、環境整備を
図った。

母子保健施設感染
防止対策事業

４９３

 10． 入院養育が必要な未熟児２７人に対して、医療の給付に
要する経費を補助することにより、経済的負担の軽減と未
熟児の健康の保持増進を図った。

未熟児養育医療事
業

１０，０１１

 13． 新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、実家などから
育児等支援を得ることができず、不安を抱えて生活してい
る妊産婦が安心して産前・産後期を過ごせるよう、民間の
育児等支援サービスを利用した際の費用の補助を行った。
（延べ５件）

妊産婦育児等支援
サービス利用費助
成事業

１４５

 12． 新型コロナウイル感染症拡大に伴いラインによるビデオ
通話で妊産婦等に保健指導を行う環境を整え、妊産婦等へ
の支援を強化した。（利用者１件）

オンライン親子保
健指導事業

５８
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決算書
13        頁

137

14

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）６．墓地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,216

    （単位  千円）

決算書
       頁

137

1

（款）４．衛生費　（項）１．保健衛生費　（目）７．診療所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,296 31,817

    （単位  千円）

決算書
       頁

139

1
1

139

2
2

139

3

10,323 決 算 額 の 財 源 内 訳

8,921 一般財源

3,705

 １． 共同墓地内の環境改善を図るため、自治会等が行う共同
墓地整備事業に対し補助を行った。
　　補助金交付件数　１２件

共同墓地整備事業
補助金

２，５５１

事 業 名 施 策 の 成 果決 算 額

 14． 令和２年４月２８日～令和３年３月３１日に生まれた伊勢
市に住民登録のある児に対し、育児用品(１万円相当）と
市内で衛生用品などを購入できる子育て応援券（１万円
分）を配布した。（配布数；５９６件）

すくすく親子応援
事業

環 境 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１２，７３９

133,668 決 算 額 の 財 源 内 訳

101,364 一般財源

57,251

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 夜間や休日などにおける急病に対処するため、休日・夜
間応急診療所（内科・小児科）を開設し、応急的な医療を
行うことで、一次救急医療の確保に努めた。（受診者数
３，０４６人）

医科診療所運営事
業

８１，８１７

 ２． 休日における急病に対処するため、休日・夜間応急診療
所（歯科）を開設し、応急的な医療を行うことで、一次救
急医療の確保に努めた。（受診者数３６９人）

歯科診療所運営事
業

９，２５１

 ３． 新型コロナウイルス感染症の早期発見・拡大防止を図る
ため、伊勢地区検査センターを設置し、感染の疑いがある
軽症者のＰＣＲ検査を行った。（実施日数７６日）

検査センター運営
事業

１０，２９６
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）１．清掃総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

270

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2
2

141

3
3

141

4

1,298,069 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,295,203 一般財源

1,294,933

ご み 減 量 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． １市３町で構成する伊勢広域環境組合清掃工場にて、ご
みの適正処理を行った。
　○共通経費　　　７，０９１千円
                （平等割１０％加入事務数割９０％）
　○運営経費　５３６，８７２千円（実績割１００％）
  ○建設経費　４７９，４３７千円
                      （平等割１０％人口割９０％）
  ○公債費　　１８０，１７７千円 （元利補給金）
　○清掃事業所分担金　３，４５８千円

伊勢広域環境組合
負担金（ごみ）

１，２０７，０３５

 ３． ごみの排出場所の集積化を促進し、ごみ収集の効率化を
図るとともに、ごみの散乱を防止し、市民の美化意識の高
揚を図ることにより、市民の良好な生活環境を確保するこ
とを目的として、廃棄物集積所を設置した自治会等に対し
補助金を交付した。
　○交付申請団体数　　　のべ１４団体
　○補助金交付基数　　　２９基
　○補助率　利用世帯数に応じて補助金限度額を設定

廃棄物集積所設置
補助金

５，７１６

 ２． 令和２年８月１日から路上喫煙禁止区域が施行され、啓
発イベントやパトロールを実施した。また、環境美化意識
の啓発事業実施のため、伊勢市環境会議へ負担金を支出し
事業を実施した。
　○MOTTAINAI（もったいない）ポスターコンクール
　○路上喫煙対策
　　・令和２年８月１日路上喫煙禁止区域開始
　　・路上喫煙禁止区域開始に伴う啓発イベントの実施
　　・路上喫煙パトロールの実施
　　・路上喫煙対策審議会の開催

きれいなまちづく
り推進事業

１８２

 ４． 市有地等に不法投棄された家電４品目及び処理困難物を
適正に処理した。
　○主な不法投棄物の回収実績：
　　テレビ６３台、冷蔵庫・冷凍庫２５台、
　　洗濯機・衣類乾燥機１２台、
　　エアコン４台、タイヤ５３本、消火器７６本
　　ガスボンベ５本、業務用冷蔵庫等１０台

不法投棄防止対策
推進事業

６４８
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）２．資源循環推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

480

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2

8,665

再生資源回収推進
事業

３，９４７

12,097 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,145 一般財源

ご み 減 量 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 自治会、ＰＴＡ等資源物の集団回収事業を行う団体に対
して、回収量に応じ再生資源回収事業奨励金を交付するこ
とにより、ごみの減量・資源化を図った。
　○交付団体数     　   　１３３団体
　○回収量　　    　　　　１，３１６ｔ
　　　　（内訳）紙類１，２３２ｔ、布類３９ｔ、
　　　　　　　  缶類４５ｔ
　○回収量（瓶）　　　　　１１１本
　        ※１ｋｇ当たり３円の奨励金
          　 瓶については、１本当たり３円の奨励金

 ２． 生ごみの自家処理を促進し、ごみの減量化を図ることを
目的に、ごみ減量化容器を購入し、設置した者に対し補助
金を交付した｡
　 ○家庭用　　　　１００件　　１０５基

ごみ減量化容器設
置補助金

１，７１１
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決算書
2        頁

141

3

決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ごみ処理基本計画に基づき、ごみの減量・資源化を進め
るため、発生抑制（リデュース）と質の高い再利用（リサ
イクル）を重点に置き、市民、事業者、行政が主体的に、
又は連携して事業を展開した。
　事業内容
　・第２回「すぐ食べるならつれてって！」キャンペーン
　の実施（１０月１日～３１日、応募総数２，８４６通）
　・「冷蔵庫整理術」小冊子配布および動画配信
　・「食に感謝　食べきり応援店」の登録募集
　                             　（４６店舗）
　・広報いせ、行政チャンネルでの生ごみの水切り啓発
　・これまで資源化できなかった紙類の資源化（トイレの
　　紙さまプロジェクト）の実施
　　（Ｒ２実績　１５，１２０㎏）
　・LINEのAIチャットボットを使ったごみ分別収集方法の
　　案内サービス開始
　・Facebook、Instagramのアカウント開設

【当初予算における内容、計画】
  当初予算額　２，７６８，０００円
　・雑がみに関する取組み
　・食品ロスに関する取組み
　・“生ごみ水切り器”の普及
　・未利用資源の資源化へ向けた諸調査・検討
　・環境教育のさらなる拡大
　・脱プラスチックへの取組み
　・SNSを通じた啓発

【過去２か年度の実績】
令和元年度　２，７９８，５５３円
　・市内スーパー事業者と「減らそに！いせの食品ロス
　　協議会」の立ち上げ及びキャンペーンの実施
　・雑がみ分別チラシの全戸配布
　・生ごみの水切りモニターの実施
　・未利用資源の資源化に向けた工場視察
　　　　　　　　　　（禁忌品の資源化・富士市）
　・地域への出前授業およびイベント啓発の実施

平成３０年度　４，３５３，９１０円
　・かもしかのごみバスターズ着ぐるみ制作
　・かもしかのごみバスターズ啓発グッズ制作
　・ごみ分別ガイドブック（外国語版）制作
　・雑がみ回収袋製作
　・先進地視察

【事業を取り巻く状況等】
更新が予定されているごみ処理施設の整備計画にも多大

な影響を及ぼすため、燃えるごみの減量は必須の課題と
なっている。

ＭＯＴＴＡＩＮＡ
Ｉ推進事業

１，９７２

事 業 名
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（款）４．衛生費　（項）２．清掃費　（目）３．じん芥処理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

12,025

    （単位  千円）

決算書
       頁

141

1
1

141

2

自治会主催にて回収された粗大ごみの収集運搬を行っ
た。また、廃棄物投棄場を適正に維持管理するとともに、
市民から搬入されたガレキ類（コンクリート、ブロック、
レンガ、瓦）の適正処理を行い、環境保全の推進を図っ
た。また、神宮周辺の交通渋滞対策において、既存の伊勢
廃棄物投棄場用地をパークアンドバスライドの駐車場とし
て利用していくため、投棄場施設を解体し、機能を移設す
るための工事を行った。
　・各粗大ごみの収集運搬量
　　　可燃性粗大ごみ 　４７９，３７０ｋｇ
　　　非圧縮粗大ごみ　 １１３，３３０ｋｇ
　　　金属混成粗大ごみ １７６，２１０ｋｇ
　　　自転車　　　　　　　 ２，９６５台
　・各投棄場の搬入状況
　　　伊勢年間搬入量　 １０６，８１７ｋｇ
  　　小俣年間搬入量　　 ５８，７４０ｋｇ
　・廃棄物投棄場解体移設工事（令和元年度から繰越）
　　　伊勢廃棄物投棄場

じん芥収集一般事
業

５１，１１７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ごみの減量・資源化のため、缶・金属類、資源びん（無
色、茶色、その他の色）､紙・布類（新聞・折込チラシ、
雑誌・雑紙類、段ボ－ル、飲料用紙パック、布・衣類）、
ペットボトル、プラスチック製容器包装、ガラス・くずび
ん類、陶磁器類、乾電池及び蛍光管の分別回収を行った。
　○市内ステ－ション設置状況
　　・資源ステ－ション　　 １，０１２箇所
　　・資源拠点ステ－ション　　 　１９箇所
　（内訳）伊勢中央、宇治、船江、城田、中島、
　　　　　佐八、明倫、神社、厚生、早修、北浜、
　　　　　宮本、沼木、大湊、いせトピア、二見、
　　　　　小俣、明野、御薗

ご み 減 量 課

再資源分別回収事
業

５１１，２８２

 ２．

803,092 決 算 額 の 財 源 内 訳

791,587 一般財源

779,562
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（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）１．労働諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

160 5,260

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1
1

143

2
2

143

3
3

143

4

商 工 労 政 課

60,387 決 算 額 の 財 源 内 訳

57,761 一般財源

52,341

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 若年求職者・無業者を対象に、いせ若者就業サポートス
テーションと連携し、個別の事情に応じた就労支援を実施
した。
○伊勢市若者就職総合支援事業
・臨床心理士による心理カウンセリング
・キャリア開発プログラム
・セミナー・講座の開催
・ボランティア体験
・就労体験
・市内事業所見学会
・WEB動画の制作・公開

若年求職者等支援
事業

４，４６８

 ２． コロナ禍における就職活動の知識やノウハウを学んでい
ただく女性のための就職支援セミナーを、オンライン参加
にも対応し開催した。参加者は5名であった。また、当市
を含めた松阪市以南の16市町で構成する南三重地域就労対
策協議会において、就職マッチング支援サイトの構築、高
校生への情報提供申込書の配布を行った。

【当初予算における内容計画】
　当初予算額　3,540,000円
　　・障がい者雇用促進、女性の就職支援セミナーの開催
　　・UIJターン企業説明会の実施
　　・南三重地域就労対策協議会負担金
　　・若年資格取得、インターンシップ助成
　
【過去２ヵ年度の実績】
　女性就職支援（セミナー参加者）
　　平成30年度　　10名
　　令和元年度　　22名

【事業を取りまく状況等】
新型コロナウイルス感染予防対策の観点から、セミ

ナー・説明会等の関係機関と連携した事業は、中止となっ
た。

今後の雇用情勢・働き方の動向を注視し、関係機関と連
携を図りながら取り組んでいく必要がある。

就労支援事業 ９６２

 ４． 中小企業で働く勤労者と事業主への福祉制度の充実を推
進し、併せて中小企業の発展を図るため、一般社団法人伊
勢地域勤労者福祉サービスセンターに対し、管理運営費の
補助を行った。

伊勢地域勤労者福
祉サービスセン
ター補助金

１３，２８４

 ３． 中小企業の従業員の福祉の増進と雇用の安定を図るた
め、退職金共済制度に新たに従業員を加入させた事業者に
補助金を交付した。　補助実績　64件　1,698,000円

中小企業退職金共
済制度奨励補助金

１，６９８
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決算書
4        頁

143

5
5

143

6
6

143

7
7

143

8

（款）５．労働費　（項）１．労働諸費　（目）２．緊急地域雇用対策事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

143

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

１８，６５０

 ６． 勤労者の健康増進、体力及び教養文化の向上を図るた
め、貸室や教室の開催等、指定管理者による管理運営を
行った。

サンライフ管理運
営事業

６，６６２

 ５． 社会の高齢化が急速に進む中、高齢者の多様化する就業
ニーズに対応するため、労働対策及び生きがい対策の一環
として設立した公益社団法人伊勢市シルバー人材センター
に対し、管理運営費の補助を行った。

高年齢者労働能力
活用事業費補助金

 ７．
労働福祉会館管理
運営事業

７，８９６

 ８． 新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、利用料収入が
減少した指定管理者に対し、負担金を支出した。サンライフ指定管

理運営維持負担金
３，６９０

緊急雇用事業 ２，７２９

労働者の福利増進及び市民の文化向上に寄与するため、
会議室の貸室、維持管理を行った。

2,729 一般財源

2,729

5,724 決 算 額 の 財 源 内 訳

職 員 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 新型コロナウイルス感染症に係る経済対策支援事業とし
て、失業者等に対して短期の就業機会を提供するため、会
計年度任用職員として６人を任用した。

今後の事業の実施については、経済状況等を見極めなが
ら判断していく必要がある。

２号補正予算計上額　52,413,000円
　・任用予定人数　30人
　・任期　令和３年３月31日まで
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）３．農業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,000 17,884 511

    （単位  千円）

決算書
       頁

145

1
1

145

2
2

145

3
3

145

4
4

145

5

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
担い手支援事業 １３，６１３

【近代化資金、スーパーL資金の利子補給】
地域農業の担い手として活躍が期待できる認定農業者を

支援するため、その経営規模拡大等のため借り入れた資金
の利子補給を行った。
【新規就農者総合支援事業費補助金】

経営の不安定な就農初期の青年就農者に対して給付金を
給付し、青年就農者の増加及び就農後の定着を図った。

 ３． 農業が持続的に営まれることにより、農村環境が良好に
保たれることから、農業者等の地域農業や農村振興に資す
る取り組みを支援することで後継者の育成確保や生産活動
強化を図った。また、農業の振興を推進する区域を定め、
農業の近代化のための施策を総合的かつ計画的に推進する
ため、農業振興地域整備計画の見直しを行った。

農業振興事業 ５８２

53,968 決 算 額 の 財 源 内 訳

27,761 一般財源

7,366

農 林 水 産 課

 ２． 遊休農地の解消を図るため、地域農業の担い手が遊休農
地を活用して営農するにあたり、その再開に必要な草刈り
や耕起など、営農可能な状態に回復するための支援を行っ
た。

遊休農地活用事業 ５７８

 ４． 水田を活用して小麦･野菜等を作付している農業者に対
して交付金を交付することにより、農業経営の安定や農地
の有効利用を図った。現地確認等の業務については、伊勢
市農業再生協議会への補助金交付により推進活動の支援を
行った。

経営所得安定対策
推進事業

６，２８１

 ５． 今後、農業者の減少により耕作者のいない農地の増加が
見込まれるため、農地の中間受け皿となる農地中間管理機
構による、担い手への農地集積・集約化に対する調整を
行った。

農地中間管理事業 ５１１
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決算書
5        頁

145

6
6

145

7

６６

事 業 名 決 算 額

 ６． 市内農産物（青ねぎ、いちご、トマト、かぼちゃ、蓮台
寺柿、横輪いも）の生産量拡大、販路拡大、高付加価値
化、知名度の向上を推進する取り組みを行う団体等に対し
て支援し、地域農業の活性化を図った。
・農産物ブランド化推進事業補助金による支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６５，０００円
・商品試作用の農産物（横輪いも）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２，２００円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　　　　２，９８９，０００円
・農産物ブランド化推進事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００，０００円
・ブランド化推進農産物のPR、販路拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９８９，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成３０年度 　　　　　　　　     　３１０，１８４円
・農産物ブランド化推進事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２７，０００円
・ブランド化推進農産物のPR、販路拡大　８３，１８４円

令和元年度　　　　　　　　　　　　　８５１，０３４円
・農産物ブランド化推進事業補助金による支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７７，０００円
・ブランド化推進農産物のPR、販路拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７４，０３４円

【事業を取りまく状況等】
近年、産地間競争の激化に伴う農産物価格の低迷などに

より農業を取り巻く環境は厳しい状況になっている。その
中で、地域農業の振興や農業者の所得向上を図るため、農
産物の認知度向上及び販路拡大等を行う農産物のブランド
化の推進が必要である。

農産物ブランド化
推進事業

３６７

伊勢市のいちごは後継者不足によって、産地が縮小傾向
にあるため、新たにいちごを生産しようとする者が新規就
農者として育成し独立させるための取り組みに対して支援
を行った。

伊勢のいちご産地
強化事業

施 策 の 成 果

 ７．
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決算書
7        頁

147

8
8

147

9
9

147

10
10

147

11

市内の農地において農業者が行うスクミリンゴガイ
（ジャンボタニシ）防除事業に要する経費に対して支援
し、農業の生産性の向上及び所得の安定並びに農作物被害
の軽減を図った。
・スクミリンゴガイ防除対策補助金
　申請件数　　　　　　　　　　　　　　　　　６７件
　補助額　　　　　　　　　　　１，９１８，８００円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　　　８，９００，０００円
・ジャンボタニシを駆除するため、水稲を作付している時
期に水田に薬剤（石灰窒素を除く）を散布する駆除事業
・ジャンボタニシの発生を予防するため、水稲を作付して
いない時期に湛水を行い、水田に石灰窒素を散布する予防
事業
・上記の２つの事業を用いて、ジャンボタニシの個体数を
減少させる。

【過去２ヵ年度の実績】
令和２年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
沿岸地域を中心に伊勢市の広範囲に被害が発生しており、
令和元年度に県やJA伊勢とともに現地調査を行った結果、
被害状況としては、次のとおりである。
地域内のほ場において生息または被害が確認できた地域及
び程度
・75％程度：東大淀町、下野町、二見町荘、神久、村松町
の一部（東部）
・50％程度：小俣町宮前、小俣町東新村、村松町の一部
（西部）
・25％程度：植山町、馬瀬町、大湊町、有滝町

水田等環境改善事
業

１，９１９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８．

 ９． 伊勢市地産地消の店として認定した市内産農林水産物を
食材として取り扱う飲食店等が行う、地産地消に係る取組
を消費者に周知し、市内産農林水産物の消費及び需要の拡
大を図った。

また、農産物直売所事業に対して資材面で支援を行うこ
とにより、地域農業における農村コミュニティーの再構築
や地域農業の維持発展を図った。

さらに、学校給食に市内産農水産物を活用していくこと
で地産地消を推進するとともに、生産者への感謝の念、地
域産業や文化を理解し、郷土への関心を深め、より健全な
食生活を実践できる児童生徒の育成を図った。

地産地消推進事業 １，２６２

 10． 新型コロナウイルスの影響により、一部の農業体験（水
稲）が中止となったが、食育推進の一環として、農業体験
を含む食育の機会を設け、食の大切さ、食を育む産業であ
る農業の大切さなどについて考えてもらう機会を提供し
た。

農業体験学習事業 １８４

 11． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う式典・イベ
ント等の中止による花き需要の減少により価格が低下して
いたことから、市内産の花きを公共施設や民間の福祉施設
等に展示することで、花き活用を推進し、花き生産者への
支援を行った。
・展示箇所数・・・４２４か所
・展示期間　・・・令和２年６月～７月

花き活用推進事業 ２，３９８
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）４．農業用施設管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

85,812 9,600 1,040

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1
1

147

2

（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）５．畜産業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1

一般財源

63,080

160,904 決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市二見地域農産物等活用型総合交流促進施設（民話
の駅蘇民・しょうぶ園）及び横輪地区活性化事業で整備し
た伊勢市都市農山村交流促進施設（郷の恵「風輪」）につ
いて、指定管理者による管理運営を行うことで、地域活性
化を図った。

また、経営構造対策事業によって整備した産直施設であ
るサンファームおばたの管理運営を行い、農家の市場出荷
以外の販路を確保し、農業者の経営安定、担い手の育成等
を図った。

159,532

農業者及び地域住民を含めた組織等で取り組む農業用水
路や農道等（農業用施設等）の地域資源の基礎的な保全活
動や推進活動に対し支援を行う『農地維持支払交付金』と
農業用施設等の軽微な補修や農村環境保全活動等の取組み
に対し支援を行う『資源向上支払交付金（共同活動）』、
老朽化が進む農地周りの農業用施設等の長寿命化のための
補修・更新等の活動に対し支援を行う『資源向上支払交付
金（施設の長寿命化）』を交付することで、多面的機能の
推進を図った。

一般財源

3,379

事 業 名

 １．

農 林 水 産 課

 ２．
多面的機能支払交
付金事業

農 林 水 産 課

産直施設維持管理
経費

１１，７１７

１１３，２６６

決 算 額 施 策 の 成 果

食肉の安全を確保するため、伊勢市を含む主要株主によ
り三重県松阪食肉公社施設の経費を負担し、維持管理対策
を図った。

畜産振興一般経費 ３，３７９

3,380 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,379
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）６．農地費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,800 134,000 17,356

    （単位  千円）

決算書
       頁

147

1
1

147

2
2

147

3
3

147

4
4

149

5
5

149

6

207,020 一般財源

施 策 の 成 果

327,846 決 算 額 の 財 源 内 訳

農 林 水 産 課

事 業 名

 １． 土地改良区等の実施する事業に対して市の基準による補
助金を交付し、農業農村の基盤整備による農業経営の安定
を図った。　　交付件数・・・１４件

土地改良事業補助
金

１１，７１４

 ３． 【市単独事業】 農道を整備することで、農道機能を保持
し農村環境の整備を図った。
・小俣町元町地内農道舗装工事ほか２件
・一色町農道整備工事に伴う測量業務委託ほか１件

農道整備事業 １７，７４３

決 算 額

 ４． 【市単独事業】 農業用排水路を整備することで、排水路
の機能回復と農村環境の整備を図った。
・粟野町地内排水路整備工事ほか４件
・中須町地内ほか排水路（菱川）整備工事に伴う測量業務
　委託ほか２件

農業用排水路整備
事業

２２，１９７

 ２．

　

安定した水供給と維持管理の省力化及び生産性向上を図
るため、パイプラインの更新整備及び給水栓整備を行う国
営関連県営事業に対し負担金を支出した。

【県営事業名（地区名）】
　・県営かんがい排水事業
　（宮川４工区、有爾中・明星地区、田丸地区）
　・高度水利機能確保基盤整備事業
　（小俣地区、宮川左岸地区）
　・農業用施設アスベスト対策事業
　（城田・下外城田地区）

２１，４９９

災害時の影響の大きい防災重点農業用ため池の選定を行
うため、浸水想定区域図を作成した。また、災害の防止や
被害の軽減を図り、災害に強い農村づくりを進めるため県
が実施する東池堤体等の改修工事に対して負担金を支出し
た。
・ため池浸水想定区域図作成業務
・東池改修工事に伴う負担金

５，７３４

 ５． 【補助事業】 農業用排水路を整備することで、排水路の
機能回復と農村環境の整備を図った。
・黒瀬町地内排水路整備工事ほか１件
・黒瀬町地内排水路整備工事に伴う測量業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか１件

農業用排水路整備
事業

　
農村地域防災減災
事業

 ６．

県営事業負担金 １２８，１３３

41,864
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（款）６．農林水産業費　（項）１．農業費　（目）７．湛水防除事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,523 71,000 27,111

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2

一般財源

85,699

242,382 決 算 額 の 財 源 内 訳

204,333

施 策 の 成 果

農 林 水 産 課

排水機維持管理経
費（機能更新）

９５，４４０

事 業 名 決 算 額

土地改良施設維持管理適正化事業により農業用排水機等
の定期的な維持補修を行うことにより施設の機能を保持
し、流域への冠水による被害を未然に防止した。
　土地改良施設維持管理適正化事業で整備を実施
　　事業費の９０％が交付金対象
　（国：３０％、県：３０％、市：３０％）

９０％のうち市負担３０％及び事務費２．５％を５年間
で均等に三重県土地改良事業団体連合会へ拠出している。
（概要）
  ・東豊浜第二排水機場実施設計書作成業務委託
  ・一色排水機場実施設計書作成業務委託
  ・船倉排水機場実施設計書作成業務委託
  ・新田排水機場実施設計書作成業務委託
  ・東豊浜第二排水機場補修工事
  ・一色排水機場補修工事
  ・船倉排水機場補修工事
  ・新田排水機場補修工事

排水機等補修事業 ３９，４５２
 １．

 ２． 農業用に整備された排水機場について、長寿命化計画に
基づき補修・更新を行った。
・亀池排水機場ほか事業計画書作成業務委託
　　　　　　　　　　　　　　２４，３５０，７００円
・船倉排水機場保全工事に伴う積算業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　２，９１５，０００円
・船倉排水機場保全（その１）工事
　　　　　　　　　　　　　　５７，３９４，７００円
・船倉排水機場保全（その２）工事
　　　　　　　　　　　　　　１０，７８０，０００円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　１０５，９８６，０００円
・亀池排水機場事業計画書作成業務委託
・東大淀排水機場事業計画書作成業務委託
・船倉排水機場実施設計書作成業務委託
・船倉排水機場保全工事【ポンプ設備】
・船倉排水機場保全工事【切換盤】
・船倉排水機場保全工事【除塵機】

【過去２ヵ年度の実績】
平成３０年度　　　　　　　　　１，２４２，０００円
・排水機場長寿命化計画作成業務委託
令和元年度　　　　　　　　　　３，５８０，５００円
・船倉排水機場詳細設計業務委託

【事業を取りまく状況等】
平成２９年度～平成３０年度において長寿命化計画を作

成し、令和元年度より事業着手した。
当初、三重県が建設し、国庫補助事業の採択が得られる

施設については、保全工事を三重県が実施することになる
が、三重県が建設していない又は国庫補助事業の採択が得
られないものについては市で実施していく必要がある。
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（款）６．農林水産業費　（項）２．林業費　（目）２．林業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,750 8,974 10,300 3,453

    （単位  千円）

決算書
       頁

149

1
1

149

2

 １． 音無山において、自然に調和した施設の再整備を行い景観
の向上を図った。
・音無山照明灯改修工事ほか１件

環境保全林整備事
業

２７，５００

47,329

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

90,050 決 算 額 の 財 源 内 訳

83,806 一般財源

 ２． 野生鳥獣による農作物等の被害防止を目的に、伊勢市鳥
獣被害防止対策協議会が実施する事業に対して負担金を支
出し、集落を含む関係機関が一体となって鳥獣害防止総合
対策事業に取り組んだ。

また、伊勢地区猟友会に有害獣（イノシシ・シカ・サ
ル・アライグマ）捕獲を委託し、農林作物及び生活環境等
の被害軽減を図った。
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　２，２９０，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　２，０８８，８４４円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　４，８８０，６６８円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　１０，５９０，０００円
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　２，８５８，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　２，５２７，０００円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　５，２０５，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
平成３０年度　　　　　　　　７，６１１，６６９円
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　１，７１９，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　１，７０９，２２０円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　４，１８３，４４９円
令和元年度　　　　　　　　　８，６４５，１６８円
・猟友会への獣害防止事業業務委託
　　　　　　　　　　　　　　２，５１６，０００円
・伊勢市鳥獣被害防止対策協議会への負担金
　　　　　　　　　　　　　　１，５００，０００円
・獣害パトロールによるテレメトリー調査
　　　　　　　　　　　　　　４，６２９，１６８円

【事業を取りまく状況等】
・有害獣（イノシシ・シカ・サル・アライグマ）による農
産物被害が多発し、また、近年では市街地にも出没するな
ど日常生活までも脅かされる状況であり、地域の深刻な問
題となっている。
・猟友会員の高齢化等に伴い捕獲従事者が減少してきてい
るため、新規の狩猟者確保に取り組んでいく必要がある。

獣害防止事業 ９，２６０

- 68 -



決算書
2        頁

149

3
3

149

4

（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）２．水産振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

100 56

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1
1

151

2
2

151

3

２０，０２９

５６

種苗放流事業補助
金

１，６６２

3,426 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,312 一般財源

3,156

 ３． みえ森と緑の県民税市町交付金事業を活用して、松くい
虫の防除事業を実施し、暮らしに身近な森林づくりを行っ
た。また、計画的な利用を図るため基金に積立を行った。
・二見町西地内ほか　松くい虫防除業務委託
　（地上散布、枯松伐倒破砕、樹幹注入）

森林整備事業 ８，９７４

森林経営管理事業

 ２． 水産業を将来就く職業の一つとして考えてもらうため、
四郷小学校４年生（18名）５年生（23名）、明倫小学校５
年生（58名）に対して、漁業に関する講習を行い、体験実
習をしてもらうことで、漁村・漁業への興味の高揚に繋げ
た。

水産教室実施事業

伊勢湾・宮川各漁業協同組合が実施するハマグリ、クル
マエビ、アユ等の種苗放流事業に対して支援し、資源の増
大・確保と漁家経営の安定に繋げた。

漁業近代化資金利
子補給補助金

東日本大震災で甚大な被害を受けた漁業者の漁業近代化
資金災害資金借り入れに生じる利子を補給し、負担を軽減
することにより、漁業経営の再生を支援した。

事 業 名 決 算 額

１７

施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 伊勢市の森林状況や今後どのように森林の経営管理を進
めるかについて計画書の策定を行った。またモデル地区と
して経営管理の意向調査を行った。
・森林経営管理意向調査業務委託
　　　　　　　　　　　　　　１,５０９,２００円
・伊勢市森林経営計画書作成業務委託
　　　　　　　　　　　　　　９,２９６,１００円
・森林環境譲与税基金積立金　９,２２３,５００円
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　　　　　　　１８,１８０,０００円
・経営管理意向調査業務委託　１,２００,０００円
・伊勢市森林経営計画書作成業務委託
　　　　　　　　　　　　　　８,７００,０００円
・森林環境譲与税基金積立金　８,２８０,０００円
【過去２ヵ年度の実績】
令和２年度からの新規事業
【事業を取りまく状況等】

森林所有者の経営意欲の低下や所有者不明の森林の増加
等が懸念される中で、森林資源の適切な管理を推進するた
め、森林の経営管理を市や意欲と能力のある民間事業体に
よって持続的に森林整備を行う。また合わせて公共施設等
の木材利用の推進を図る。

 ３．

 １．

農 林 水 産 課
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（款）６．農林水産業費　（項）３．水産業費　（目）３．漁港管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,253 41,900 26,003

    （単位  千円）

決算書
       頁

151

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 地区漁業者を中心とした組織（村松浅場保全会）が行う
干潟保全活動を支援し、干潟機能の回復と漁場環境の改善
に努めた。

干潟等保全活動支
援事業

１８０

150,804 決 算 額 の 財 源 内 訳

93,339 一般財源

 １． 漁港施設の老朽化が著しいことから、機能保全計画に基
づき効率的・効果的な施設の長寿命化を行った。
【事業内容】
  村松漁港の浚渫を実施した。

また、松下漁港の護岸整備及び大淀漁港の防波堤整備を
実施している。
 (令和元年度繰越)
  ・村松漁港浚渫工事
  ・大淀漁港南防波堤保全工事
（令和２年度）※令和３年度へ一部繰越
  ・松下漁港南護岸ほか保全工事
  ・大淀漁港南防波堤保全工事

水産物供給基盤機
能保全事業

９０，６８３

5,183

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた水産物需要の
減少により、漁業者の収入が減少していることから、地元
水産物の賞味期限延長、販路拡大のため、漁協が行う干物
加工に必要な機器の購入費用の一部を補助した。
・補助の内訳
　特殊冷風乾燥機　　１，４７４千円
　真空包装機　　　　１，３２０千円
　事業費合計　　　　２，７９４千円
　※負担割合：漁協　１，３９７千円（１/２）
　　　　　　　市　　１，３９７千円（１/２）

水産物販売促進事
業

１，３９７
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）１．商工総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

44

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1
1

153

2

（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）２．商工業振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,323,745 46 6,894

    （単位  千円）

決算書
       頁

153

1
1

153

2

 ２． 平成２９年台風第２１号により被災し災害復旧に必要と
なる融資を受けた中小企業者に対して、その融資に係る利
子の一部を補助した。　　　　補助件数　１３件

中小企業災害復旧
資金利子補給補助
金

１，６４５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 架空請求や悪質商法、多重債務など消費生活に関するト
ラブルについて、専門相談員による相談を行った。消費者
トラブルによる被害を未然に防ぐため、広報紙やホーム
ページにおける情報発信を行った。高齢者クラブを中心に
出前講座を４回実施したほか、成人式で啓発物品を配布し
た。　　消費生活相談件数　８６４件

消費生活センター
運営事業

７，２９４

1,534,802 決 算 額 の 財 源 内 訳

１，２５８

134,275 決 算 額 の 財 源 内 訳

128,262 一般財源

128,218

商 工 労 政 課

1,443,749 一般財源

113,064

商 工 労 政 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 小規模事業者の経営の合理化を図るため、伊勢商工会議
所または伊勢小俣町商工会の斡旋により三重県信用保証協
会の保証を得て小規模事業資金または小規模借換資金の融
資を受けた事業者に対し、その返済状況に応じて融資に係
る保証料の補助を行った。　補助件数　４８件

小規模事業資金保
証料補給補助金

 ２． 地域経済を支える中小企業者の経営改善及び経営基盤の
強化を支援するため、また、中小企業者への相談対応や経
営指導の充実を図るため、伊勢中小企業相談所（伊勢商工
会議所内）及び伊勢小俣町商工会が行う経営指導事業や専
門家派遣事業に要する経費に対して補助金を交付し、中小
企業者の振興に寄与した。
・経営改善普及事業補助金　　補助件数　２件
・専門家派遣事業補助金　　　補助件数　２件

経営改善普及事業 １９，２０６
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 ３． 地域のコミュニティの担い手として、また、まちづくり
における賑わい創出の中心的な役割などが期待されている
中心市街地商店街等の活性化を図るために、商店街等空店
舗対策事業、商店街等活性化対策事業及び商店街等の通行
量調査を実施した。
（１）商店街等空店舗対策事業　　　　補助件数　７件

中心市街地商店街等の空店舗の解消を図るため、伊勢ま
ちづくり株式会社が実施する空店舗対策事業に負担金を支
出した。
（２）商店街等活性化対策事業　　　　補助件数　７件

中心市街地の活性化を図るため、消費者に魅力ある商店
街づくりを行う商店街等に対して補助事業を実施する伊勢
まちづくり株式会社に負担金を支出した。
（３）商店街等の通行量調査

まちなかの回遊性の実態や、にぎわい創出の効果等、各
商店街等における来街者の動向を適切に把握し、基礎資料
や今後の商店街等の活動に対する指標とするため、伊勢ま
ちづくり株式会社が行う通行量調査に対して負担金を支出
した。

商店街等振興対策
事業

１０，３５９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 中小企業者の持続的発展を促し地域経済の活性化を図る
ため、三重県融資制度及び日本政策金融公庫融資制度のう
ち対象となる融資を受けた場合にその融資にかかる利子の
一部の補助を行った。また、三重県が認定する計画に基づ
き、経営課題の解決に向けて取り組む中小企業者を支援す
る伊勢商工会議所及び伊勢小俣町商工会に対して補助金を
交付した。
・経営力向上支援事業利子補給補助金
　　補助件数　２７３件
・三重県版経営向上計画実施支援補助金
　　補助件数　　　２件（事業者　１１社）

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　３５，０００，０００円
・経営力向上支援事業利子補給補助金の交付
・三重県版経営向上計画実施支援補助金の交付

【過去２年間の実績】
平成３０年度　１５，４９４，１８２円
・経営力向上支援事業利子補給補助金の交付
　　補助件数　１８１件
・三重県版経営向上計画実施支援補助金の交付
　　補助件数　　　２件（事業者：３７社）
令和元年度　　２０，６５２，２４０円
・経営力向上支援事業利子補給補助金の交付
　　補助件数　２５７件
・三重県版経営向上計画実施支援補助金の交付
　　補助件数　　　２件（事業者：４２社）

【事業を取りまく状況等】
新型コロナウイルス感染症により業績が悪化し、生産性

の向上や販路開拓等の経営向上に取り組む中小企業者が増
加しているため、中小企業者の負担を軽減し、その取り組
みを支援する必要がある。

経営力向上支援事
業

１４，４６２
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 ５． 創業や事業所の移転を促進することで雇用の創出及び移
住・定住の促進を図るため、新たに市内に事業所を設置し
創業・移転を行う者の創業等に必要となる経費の一部の補
助、創業関連融資制度のうち対象となる融資を受けた場合
にその融資に係る利子の一部の補助、また、融資に係る信
用保証協会の保証料の補助を行った。
・創業・移転促進補助金
　　補助件数　１８件（うち賃料２年目申請５件）
　　　　　　　　２件（前年度より繰越）
・創業・再挑戦アシスト資金保証料補給補助金
　　補助件数　３１件
・創業・再挑戦アシスト資金利子補給補助金
　　補助件数　８０件

創業支援事業 １３，３６２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ６． 市内住宅関連産業の振興を促し、地域経済の活性化を図
るために、住宅や店舗のリフォーム等を行う者に対し、補
助金を交付した。
　補助件数　２４９件（前年度より事故繰越２件含む）

住宅・店舗リ
フォーム等促進事
業補助金

２４，２８４

 ７． 伊勢市内の中小企業者及び中小企業団体等の販路拡大及
び新規需要開拓を促進するため、国内における商談会や見
本市等に出展する中小企業者及び中小企業団体等に対して
補助金を交付した。
・商談会等出展支援事業補助金　　補助件数　９件

地域産品販売促進
事業

９６６

 ８． 伊勢市内の商業振興を図るため、地域住民及び観光客の
ニーズに応えた商業環境の整備やにぎわいの創出に新たに
取り組む商業団体等に対して事業費の一部を補助した。
・商業魅力アップ支援事業補助金
　補助件数　５件

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　２７，５２１，０００円
・商業魅力アップ支援事業補助金の交付
・地域おこし協力隊推進事業
　　採用人数　５人
　　活動内容　中心市街地に関する魅力創出活動等

【過去２年間の実績】
平成３０年度　８，６０７，０００円
・商業魅力アップ支援事業補助金の交付
　　補助件数　２件
・地域電子マネー決済システム導入支援事業補助金
　　補助件数　１件
令和元年度　１，４４５，０００円
・商業魅力アップ支援事業補助金の交付
　　補助件数　３件

【事業を取りまく状況等】
地域おこし協力隊員の募集を行ったが、選考の結果、採

用に至らなかった。

商業活性化推進事
業

３，２００

伊勢市中心市街地活性化協議会の事務局である伊勢商工
会議所が伊勢市中心市街地活性化基本計画に掲げた事業を
効果的・効率的に進めるため、専門的な知見や経験を有し
た人材であるタウンマネージャーを設置する費用に対し
て、補助金を交付した。

タウンマネー
ジャー設置支援事
業

１，９４４
 ９．
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 10． 令和元年度に実施したプレミアム付き商品券事業に併せ
て、伊勢商工会議所が中小規模店の利用を促進するために
実施した「伊勢市プレミアムキャンペーン」に対し、その
経費の一部の補助を行った。

プレミアム付商品
券発行事業

２，７０７

 12． 新型コロナウイルス感染症による外出自粛の影響によ
り、売り上げが減少する事業者の支援、また、収入が減少
した市民の生活を支えるため、プレミアム率２５％の地域
応援商品券の発行・販売等の事業を行った。

実施にあたっては、伊勢商工会議所（協力事業者：伊勢
小俣町商工会）が行う商品券の販売等に対して補助金を交
付した。
・補助金額　　２４９,５９７千円
　　　　　　　（伊勢商工会議所へ交付）
・販売額　　　８００，０００千円
・額面額　１，０００，０００千円
・発行冊数　　２０万冊
・１冊あたりの販売額　　　４千円（額面　５千円）
・プレミアム率　２５％

地域応援商品券発
行事業

２４９，５９７

 11． 新型コロナウイルス感染症の拡大を阻止するため、三重
県が行う緊急事態措置による休業要請・依頼に全面協力い
ただいた中小企業者に対して、県と協調して協力金を支給
した。
・支給件数　１，１１９件
・支給額　　５００千円（県と市で２分の１ずつ）

新型コロナウイル
ス感染症拡大阻止
協力金

２７８，６８６

持続化給付金受給
支援事業

３５２

 14． 伊勢市が市外からの来訪者に対し、ゴールデンウィーク
期間中の来訪を自粛するよう呼びかけたことを受け、自主
的に休業していた中小企業者に対し協力金を支給した。
・支給件数　２１８件
・支給額　　１００千円

ゴールデンウィー
ク来訪自粛協力金

２１，８４１

 13． 政府が新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う緊急
事態措置期間を延長したことを受け、三重県は特定の施設
に対して休業協力要請を延長した。

三重県の休業協力要請の延長に全面的に協力いただいた
中小企業者に対し協力金を支給した。
・支給件数　１７２件
・支給額　　１００千円

休業要請延長協力
金

１７，２１７

 15． 国が行う持続化給付金の申請は、電子申請のみの受け付
けであるため、申請書類の準備や相談対応に協力いただけ
る行政書士を周知した。

 16． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、令
和２年１月から１２月の任意の月の事業収入が、前年同月
比30％以上減少した小規模事業者等に給付金を支給した。
・支給件数　３，３８１件
・支給額　　１００千円

小規模事業者応援
給付金

３３８，３９４

 17． 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を行うため、
中小企業者が実施する衛生用品の取得、設備の導入等、業
種別のガイドライン等に沿った取り組みに対して、補助金
を交付した。
・支給件数　１，２０６件
・補助率および補助額上限
　業務改善・売上向上の取組　　１／２　３００千円
　ガイドライン等に沿った取組　３／４　　３０千円

新しい生活様式に
取り組む事業者支
援補助金

１０２，７７８
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（款）７．商工費　（項）１．商工費　（目）３．産業支援推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

27,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

155

1
1

155

2

 18． コロナ禍において、安全安心に事業活動を行うことがで
きる環境整備を促進するため、新型コロナウイルス感染症
対策に係るガイドラインを独自に策定する商工団体等に対
して、そのガイドラインの策定及び運用に係る費用を支援
した。
　補助件数　２件

安全安心ガイドラ
イン策定・運用支
援補助金

１，１１８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

116,946 一般財源

 20．

 19． 新型コロナウイルス感染症の影響により売上高が減少し
ている市内の中小企業者が業績の回復を図るため、三重県
が認定する計画に基づき、経営課題の解決に向けて取り組
む中小企業者を支援する伊勢商工会議所及び伊勢小俣町商
工会に対して補助金を交付した。
　補助件数　２件

経営向上計画支援
新型コロナ危機対
応補助金

３，４９５

中小規模店応援商
品券発行事業

３２３，５９８

131,090 決 算 額 の 財 源 内 訳

 21． コロナ禍にあって観光客が減少する中、首都圏で地域産
品を販売するとともに伊勢市の観光PRを行うことにより、
地域産品の販路拡大及び認知度向上並びにコロナ収束後の
誘客に繋げるため、たまプラーザテラス（神奈川県横浜
市）内に期間限定店舗「ISE SHOP（イセショップ）」を設
置した。

首都圏期間限定店
舗設置事業

１４，９２５

89,946

新型コロナウイルス感染症による外出自粛の影響によ
り、特に影響が著しい中小規模店を支援するため、プレミ
アム率１００％の商品券の発行・販売等の事業を行った。

実施にあたっては、市が購入引換券を発送し、伊勢商工
会議所（協力事業者：伊勢小俣町商工会）が行う商品券の
販売等に対して補助金を交付した。
・補助金額　　３０６，６２３千円
　　　　　　　（伊勢商工会議所へ交付）
・販売額　　　２７９，６２５千円
・額面額　　　５５９，２５０千円
・発行冊数　　５万６千冊
・１冊あたりの販売額　　　５千円（額面　１０千円）
・プレミアム率　１００％

 ２． 企業誘致のための情報収集、サン・サポート・スクエア
伊勢の維持管理に努めた。企業立地推進一般

経費
１，８７９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 中小製造業者等が行う新製品・新技術の研究開発に対
し、「新産業創出支援事業補助金」を、伝統工芸品産業の
再生と後継者育成に繋がる事業に対し、「伝統工芸品等再
生支援事業補助金」を交付した。
・新産業創出支援事業補助金　補助件数　１件
・伝統工芸品等再生支援事業補助金　補助件数　２件

ものづくり推進事
業

２，９９２

商 工 労 政 課

- 75 -



決算書
2        頁

155

3
3

155

4
4

155

5

産業の振興、雇用の創出を図るべく、市内企業への情報
収集、用地取得奨励金算定に係る不動産鑑定評価を実施し
た。

企業立地推進事業 １３６

事 業 名

 ５． 平成２４年度から専門性を向上させ効率的・効果的に業
務を進めるため、指定管理制度を導入した。指定管理者
（伊勢商工会議所）は施設の管理運営と企業訪問による課
題の聴き取り及び解決、起業家育成、各種講習会の開催な
どに取り組んだ。

産業支援センター
管理運営経費

４６，９００

伊勢市工場等立地促進条例に基づき、奨励金を交付し
た。　奨励金実績　１１件

決 算 額 施 策 の 成 果

 ４．
工場等誘致奨励事
業

５４，８６１

 ３．
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）１．観光総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

42,873 7,576

    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1
1

157

2

事 業 名 決 算 額

606,525 決 算 額 の 財 源 内 訳

571,953 一般財源

521,504

観 光 振 興 課

施 策 の 成 果

 １． （１）伊勢おもてなしヘルパー事業
高齢者や身体の不自由な方が安心して観光できる環境を

整えるため、関係団体とともに、有償ボランティアによる
車いすでの内宮参拝支援の組織づくりを行い、活動を推進
した。新型コロナウイルス感染症拡大の状況を踏まえ、車
いすでの内宮参拝支援のサービス提供は休止した。

（２）バリアフリー観光情報発信事業
平成２６年度に作成したバリアフリー観光情報ウェブサ

イトの情報更新を行った。

バリアフリー観光
向上事業

８０２

 ２． 伊勢を訪れる外国人観光客の満足度向上を図るため、受
入環境の整備を行った。
（１）観光案内所の受入体制強化
（２）外国人観光客実態調査

【令和２年度の実績】
（１）観光案内所の受入体制強化
  ・決算額：１０，６２１，９２１円
　・実施期間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日
（２）外国人観光客実態調査
　・決算額：４０，９１０円
　・実施期間：令和２年４月１日～１２月３１日

【当初予算における内容、計画】
（１）観光案内所の受入体制強化
・当初予算額：１０，６４６，０００円
（２）外国人観光客実態調査
・当初予算額：４８１，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度　　　　　　　１５，８９０千円
・観光案内所の受入体制強化
・外国人観光客実態調査
・伊勢志摩国立公園日英併記案内整備工事
平成３０年度　　　　　　１１，１５６千円
・観光案内所の受入体制強化
・外国人観光客実態調査
・多言語マップ増刷

【事業を取りまく状況等】
（１）新型コロナウイルス感染症の影響前と比較して訪日
外国人旅行者数は激減したが、収束後には旅行需要が回復
することが見込まれるため、外国人観光客の受入体制を継
続して進めていく必要がある。
（２）伊勢市を訪れた外国人観光客の実態を把握し、効果
の高い施策につなげるため、外国人観光客を対象とした実
態調査を継続実施する必要がある。

外国人観光客受入
強化事業

１０，６６３
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決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 伊勢市駅、宇治山田駅、宇治浦田、二見浦、外宮前の各
観光案内所及び伊勢市駅手荷物預かり所における運営管理
業務を、（公社）伊勢市観光協会に委託して実施した。
・窓口案内件数：８１，７５１件
　　　　　　　（うち外国人　３４６件）

案内所管理運営経
費

３３，７９１

事 業 名

 ５． 伊勢市観光振興基本計画推進委員会及び同委員会内に設
置した検証部会で、令和２年度の取組の検証を行った。
また、当市を訪れる観光客の行動実態を明らかにするた
め、伊勢を訪れた観光客に対面式の聞き取り調査を実施し
た。

観光振興基本計画
推進事業

４，０１８

 ４． 広く市内観光産業活性化のために活動できるよう、（公
社）伊勢市観光協会の財政基盤安定化を目的として支援を
行った。

観光協会負担金

観光客受入基盤整
備事業

５，３００
 ６． 神宮に続く観光スポットとして朝熊山へ訪れてもらうた

め、三重交通（株）と協働で参宮バスを運行した。
・運行本数：１，０４９本
・乗車人数：４，８０４人

５，２３２
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． （１）二見浦海岸公衆トイレ改修工事
伊勢を代表する観光地の一つである二見浦において、障

がい者、乳幼児連れ家族、高齢者、外国人等の多様な観光
客にとって快適なトイレ環境を整備するため、和式便器洋
式化、多目的トイレ機能拡充等の改修を行った。
（２）二見浦海岸公衆トイレ仮設トイレ汲取り業務委託

改修工事の施行に際して、仮設トイレを設置し、定期的
な汲取りを行う必要があるため、廃棄物の処理及び清掃に
関する法律第７条に基づく指定事業者に汲取り業務を委託
した。
（３）二見浦海岸公衆トイレ清掃業務委託

令和２年11月に改修工事が完了した当施設の衛生環境を
保つため、毎日１回の日次清掃を行った。（当施設は主要
な観光地に立地する施設であることから、改修後、二見総
合支所生活福祉課から観光振興課へ移管した。）

【令和２年度の実績】
（１）二見浦海岸公衆トイレ改修工事
　・決算額：１０，０５２，９００円
　・実施期間：令和２年８月７日～１１月１３日
（２）二見浦海岸公衆トイレ仮設トイレ汲取り業務委託
　・決算額：３８５，０００円
　・実施期間：令和２年９月１日～１０月３１日
（３）二見浦海岸公衆トイレ清掃業務委託
　・決算額：５１４，８００円

・実施期間：令和２年１０月２１日～令和３年３月３１
日

【当初予算における内容、計画】
（１）二見浦海岸公衆トイレ改修工事
・当初予算額：１２，５６２，０００円
（２）二見浦海岸公衆トイレ　仮設トイレ汲取り業務委託
・当初予算額：６８７，５００円
（３）二見浦海岸公衆トイレ清掃業務委託
・当初予算額：０円

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度　　　　　　　５７，２４８千円
・宇治浦田街路広場公衆トイレ新築工事
・宇治浦田観光案内所授乳室等改修工事
・鳥居型モニュメント照明設備工事
平成３０年度　　　　　　３４，８６６千円
・宇治浦田街路広場公衆トイレ新築工事
・外宮前広場灯り環境整備事業

【事業を取りまく状況等】
公衆トイレを始めとする受入環境が観光地のイメージに

与える影響は大きく、口コミ等により観光地の印象を左右
することもある。今後も、官民が一体となって環境整備に
取り組み、伊勢を訪れる観光客の満足度を向上させていく
必要がある。

観光客滞在環境快
適化事業

１０，９５３

 ８． （公社）伊勢市観光協会と協働で、観光客を対象とした
パンフレットの作成等を行った。また、春季の宮川堤公園
の観光客集客に対応するため、感染症対策の啓発を含めた
看板、警備員の設置等を行った。

観光客受入環境創
出事業

８，６６８
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 ９． 新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない状況であ
ることから、海水浴場の開設と、通年で計画していた各種
イベントの開催を見送った。また、海水浴場の不開設に伴
う、安全対策などについて協議を行うため、関係機関を集
めた調整連絡会議を開催した。

【令和２年度の実績】
（１）更衣室換気扇設備取付工事
　・決算額：４８１,８００円
　・期間：令和３年１月２７日～２月２６日
（２）防護フェンス設置管理等業務委託
　・決算額：２２０，０００円
　・期間：令和２年４月１日～令和３年３月３１日
（３）清掃等業務委託
　・決算額：３９０，４８４円
　・期間：令和２年７月から令和３年３月

【当初予算における内容、計画】
（１）二見ビーチ活性化事業委託料
・当初予算額：４，４６６，０００円
（２）海水浴場管理運営委託料
・当初予算額：３，０４３，０００円
（３）清掃業務委託
・当初予算額：５５０，０００円

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度　２７，４７１千円
・海水浴場管理運営
・レストハウス解体、ビーチハウス改修
平成３０年度　９，４９２千円
・海水浴場管理運営
・シャワー室等の設備修繕
※令和２年度に海水浴場管理運営事業を拡充し、事業を組
み換え

【事業を取りまく状況等】
レジャーの多様化や若年層の海離れ等の影響により海水

浴客が減少する中、ビーチエリア（海岸周辺地域一体）を
観光資源として活用していく必要がある。

ビーチエリアに人が集まる仕組みづくりを進め、更なる
地域の活性化を図る。

二見ビーチ活性化
事業

１，９６２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 10． 新型コロナウイルス感染症拡大のため、営業自粛や休業
等により経済的打撃を受けている市内事業者（飲食業・宿
泊業）に対する経済支援策として、（公社）伊勢市観光協
会と協定を締結し、協働でクラウドファンディングを利用
したプレミアム付き応援券「＠伊勢action～食・泊みらい
チケット」の発行を行った。
・支援総額　　　　　　７６，５１０，０００円
・支援件数　　　　　　９，２１８件
・支援者数　　　　　　３，９６５人
・応援券発行枚数　　　７１，１９１枚（飲食コース）
　　　　　　　　　　　　５，１５９枚（宿泊コース）

飲食店・宿泊施設
応援事業

３８，４２３
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 11． 市内観光地での感染拡大リスクを低減、安全安心な観光
客受入環境・市民生活環境を確保するため、市内観光地が
混雑する年末年始等の混雑を緩和し、来訪者の分散化を図
る「平日伊勢まいり」キャンペーンを実施した。
（1）観光交通対策特別会計への繰出金
　・市営駐車場１月平日４時間無料化負担
　　　　　　　１４，８９１，７００円

（2）伊勢市観光協会負担金事業
　　　　　　　２９，５０１，６６１円
「平日伊勢まいり」キャンペーン期間：
　　　令和３年１月６日～３月１９日の平日
　・１月平日記念品：１０，０４６枚配布
　　　配布場所：内宮前エリア３か所
　・２～３月平日記念品：６，６１８枚配布
　　　配布場所：市内宿泊施設
　・WEBアンケート応募者：５，２８４件
　　　応募期間：令和３年１月６日～３月１日
　・平日限定イベント：おかげ横丁内１月平日 １７日間
　・レンタル用E-BIKE：貸出件数４８件
　　　期間：令和２年１２月１０日～令和３年３月３１日
　・E-BIKE活用旅行商品：５商品造成
　・二見地域体験・交流プログラム：７商品造成

（3）市内文化施設（３か所）負担金事業：１１８千円
　・１月平日入館料無料キャンペーン入館料負担金
　　対象施設：賓日館、伊勢河崎商人館、尾崎咢堂記念館

年末年始混雑緩和
事業

４４，５１２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 12． 市内主要観光地において、安心して訪れ、働き、暮らせ
る観光地の環境創出を目的に、伊勢市観光協会と協働で店
舗利用者に限らず観光客が利用できる消毒液スタンドを設
置した。また、夏季のマスク着用による熱中症対策として
ミスト噴霧器を設置した。

・伊勢市観光協会負担金　１０，２２８，１４０円
（１）観光情報版付消毒液スタンド設置
　設置場所　６２か所
（内宮前２５か所、外宮前２１か所、二見８か所、河崎５
か所、その他３か所）
（２）ミスト噴霧器設置
　設置期間：令和２年８月１９日～９月２２日
　設置場所：伊勢市駅前広場、外宮前広場

観光地感染防止対
策事業

１０，２２８

 13． 市内主要観光地において、観光客等が混雑を避けて、安
全安心かつ快適に観光するための情報提供を目的に、カメ
ラ等を設置し、滞留状況を把握し、ウェブサイトで混雑状
況の情報発信を行った。

観光地等混雑状況
配信事業

１５，５１８
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    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1
1

157

2
2

157

3

（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）２．旅客誘致費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

16,000

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1
1

159

2

 １． 国指定重要文化財である賓日館の運営及び維持管理につ
いて、「ＮＰＯ法人 二見浦・賓日館の会」を指定管理者
とすることで、地域の雇用を創出するとともに、随時イベ
ント等を開催し、文化水準及びまちづくり意識の向上を
図った。また、施設の適正な管理を行い、維持向上に努め
た。
○入館者数　令和２年度　１２，６３３人
・火災保険料　　　　　　　　　　　　　　　　５１千円
・指定管理委託料　　　　　　　　　　　７，４３５千円
・ＡＥＤ・駐車場用地賃借料　　　　　　１，６５１千円
・負担金　　　　　　　　　　　　　　　１，３６８千円

賓日館管理運営事
業

１０，５０５

施 策 の 成 果

二見総合支所 生活福祉課

事 業 名 決 算 額

 ３． 不特定多数の人が利用する賓日館において、感染防止対策
を強化し、利用環境の整備を図った。
・手指消毒用オートディスペンサー　　　　　　３２千円
・サーモグラフィカメラ　　　　　　　　　　１５７千円

賓日館感染防止対
策事業

１８９

 ２． 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、入館者数、
入館料等の収入とも、大きく減少する結果となったため、
賓日館の運営に支障が出ないよう、負担金を交付した。

賓日館指定管理運
営維持負担金

２，０１３

132,756 決 算 額 の 財 源 内 訳

112,798 一般財源

96,798

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

観 光 振 興 課

 １． 市内での各種スポーツ大会や合宿、会議等を誘致するた
め、市内宿泊者数に応じて補助金を交付する伊勢市集大
会・スポーツ合宿誘致補助金事業を実施した。
・交付団体（延べ）：３３団体
・宿泊者数（延べ）：６，５７６人

スポーツ・ＭＩＣ
Ｅ誘致推進事業

５，６９９

 ２． 新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない状況である
ことから、開催を中止し、代替イベントとして、野口みず
きさんを講師としてお迎えして、ランニング教室を開催し
た。
・参加者数：１０１名

お伊勢さんマラソ
ン開催負担金

３，０４６
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    （単位  千円）

決算書
       頁

157

1
1

157

2
2

157

3

観 光 誘 客 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． コロナ禍において効果的な情報発信を行うことを目的
に、公共交通機関とのタイアップによる誘客キャンペー
ン、世界的なグラフィックデザイナーと連携したポスター
等作成、着地型旅行商品の造成販売等を実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　５３，２３９，０００円
　　・パンフレット、ホームページ等での情報発信
　　・公共交通機関タイアップキャンペーン、協働ＰＲ
　　・首都圏メディアプロモーション事業　等

【令和２年度の実績】
・駅貼りポスター等での誘客宣伝及び公共交通機関利用
　促進。
・グラフィックデザイナーを起用したポスター等作成。
・ラジオ放送等を活用した情報発信。
・着地型旅行商品の造成及び販売促進。
・ウェブサイトやＳＮＳを活用した情報発信。
　　ホームページアクセス数　３３５，６２５件
　　フェイスブック「いいね」数　約２，９００件
・（公社）伊勢市観光協会と共同運営のホームページのリ
　ニューアル。
・三重県民対象の特別なおもてなしを行うキャンペーンの
　実施。
・パンフレット等作成による情報発信及び誘客活動。
　　パンフレット発送数 ８６件
・関係団体との協働による観光ＰＲ活動。
・自宅で参加可能なスタンプラリー企画へ参加。
・「常若婚」公式ホームページによる情報発信。

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　　６５，９６１，２２０円
　平成３０年度　６９，９１０，４９０円

【事業を取りまく状況等】
・コロナ禍において重要性がさらに増した、広報媒体のデ
　ジタル化を推進することが必要である。
・新型コロナウイルス感染症の影響を注視し、事業の実施
　時期や内容を検討する必要がある。
・発信媒体等における費用対効果を検証し、有効な事業に
　ついて重点的に推進を図る必要がある。

ターゲット戦略推
進事業

３３，６１７
　

 ２． 伊勢熊野観光連絡協議会、（公社）三重県観光連盟、
（公社）日本観光振興協会等に参画し、事業展開を図っ
た。

広域連携事業 ３，６７６

 ３． （公社）伊勢志摩観光コンベンション機構に参画し、伊
勢志摩観光の誘客宣伝・地域づくり活動のために、伊勢志
摩への観光客誘致、情報発信に向けた観光事業等を展開し
た。

伊勢志摩広域観光
活性化事業

１７，２７９
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 ４． 他地域や他団体との連携によるメリットを生かしつつ、
市単独としても外国人観光客誘致に取り組んだ。他地域・
団体との連携ではアジア、市単独事業では欧米というよう
に、ターゲットを分けて事業実施した。

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　４０，０５１，０００円
　　・広域連携協議会等協働事業
　　・ジャパンハウスＰＲ事業
　　・観光パンフレット作成事業
　　・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業
　　・フランスＰＲ事業
　　・デジタル広告ＷＥＢ配信事業　等
　
【令和２年度の実績】
・東海地区外国人観光客誘致促進協議会、三重県外国人
　観光客誘致促進協議会、ＪＮＴＯ等へ参画。
・シンガポールで開催の伊勢志摩に係るイベントにて、外
　国語版パンフレットの配架及びＰＲ動画の放映を実施。
・外国語版（英語）のパンフレットを印刷。
・外国語版のパンフレットを言語ごとに世界のＪＮＴＯ拠
　点等へ設置した。
・外国人短期留学生招聘及び情報発信事業として、伊勢の
　学習と情報発信を促進。

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　　２９，６０１，１６２円
　平成３０年度　４８，１２５，５２９円

【事業を取りまく状況等】
・人口減少社会へ突入している日本の現状に鑑みて、国を
　挙げて外国人観光客誘致推進に取り組んでいるが、新型
　コロナウイルス感染症の影響を注視し、事業の実施時期
　や内容を検討する必要がある。
・２０２２年のワールドマスターズゲームズ、２０２５年
　の大阪・関西万博といった国際的な大型イベントの開催
　が予定されている。
・受入環境整備と誘客促進を共に進める必要がある。

外国人観光客誘致
推進事業

３，２５６

１，２８０

コロナ禍において商品を販売する機会が減少したため、
通信販売による販路拡大を図ることを目的に、（公社）伊
勢市観光協会と共同運営しているホームページ内にショッ
ピングサイトを開設した。

１，９０３

クリエイターズ・
ワーケーション促
進事業

観光消費額の大幅な低下の要因となっている宿泊者数の
減少への対策と同時に、将来に向けた観光ＰＲを実施する
ため、市内宿泊施設に国内在住のクリエイターが滞在して
創作活動を行う機会を創出した。新型コロナウイルス感染
症の感染再拡大により参加クリエイターの受入を一時停止
したことに伴い、事業を令和３年度に繰り越しした。（繰
越額：2,584千円）
【令和２年度の実績】
・応募件数：1,271件
・参加決定人数：92組130人（当初想定：50人程度）
・受入人数：40組54人

２２，１００
 ７．

 ６．
ショッピングサイ
ト開設事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 観光ＰＲキャラクター「はなてらすちゃん」を活用した
販促物の制作等を行うとともに、新聞等への広告掲載を行
い、情報発信を促進した。

旅客誘致推進事業
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（款）８．観光費　（項）１．観光費　（目）３．伝統文化継承費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,944

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

 ８． 新しい生活様式を取り入れた経済活動を推進していくた
め、感染症対策を実施した公共交通機関の利用促進とニー
ズの高まるレンタサイクルを活用した旅行商品等を造成し
販売した。

市内周遊促進事業 ９，２８２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

まちの再発見情報
発信事業

８，９９８

 ９． 「ＧｏＴｏトラベルキャンペーン」の本格的なスタート
に際し、宿泊施設・飲食店・土産物店等が、同事業に参画
し観光誘客を推進しようとしているが、制度や登録申請業
務が複雑であることから、市内の対象施設等に対して登録
申請業務の支援を行った。

ＧｏＴｏトラベル
登録支援事業

２，６６２

 10． 観光による出控えが進み、観光情報を拡散するツールと
して有効なＳＮＳを活用した情報発信が乏しくなったた
め、地元目線ならではの情報や訪れたからこそ分かる情報
を、「伊勢よりみちノート」に書き込み、インスタグラム
で投稿するキャンペーン等を実施した。

【令和２年度の実績】
・伊勢よりみちノート作成部数：3,000部

30,878

観 光 振 興 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 「お木曳行事」、「お白石持行事」の保存継承及び神宮
を核とした伊勢の情報発信を行うため、次期神宮式年遷宮
に向けた事業計画に基づき、次世代継承等の事業を実施し
た。

民俗伝統行事継承
事業

３２，８２２

35,500 決 算 額 の 財 源 内 訳

32,822 一般財源
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（款）９．土木費　（項）１．土木管理費　（目）１．土木総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,468 6,120

    （単位  千円）

決算書
       頁

159

1

決 算 額

306,563 決 算 額 の 財 源 内 訳

290,644 一般財源

264,056

用 地 課

施 策 の 成 果事 業 名

　

 １． 国土調査法に基づく地籍調査について、調査区域を定
め、調査区域内の地籍（地番・所有者・地積・地目・境
界）の整備に努めた。
（概要）
　　①令和２年度現年分
　　　地籍調査業務　　　　　　　一式　　　　４件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　・村松町（調査）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　    ・村松町（閲覧）
　　　　調査面積　０．１２ｋ㎡
　　　・村松町（測量）
　　　　調査面積　０．１３ｋ㎡
　　　・神久３丁目、神久４丁目（素図作成）
　　　　調査面積　０．０９ｋ㎡
　　　システム保守業務    　　　一式　　　　１件

　　②令和元年度から繰越
　　　地籍調査業務　　　　　　　一式　　　　３件
　　 ○調査区域（業務内容）
　　　・宮川１丁目、中島１丁目、常磐１丁目、
　　　　浦口１丁目（閲覧）
　　　　調査面積　０．０７ｋ㎡
　　　・村松町（測量）
　　　　調査面積　０．１７ｋ㎡
　　　・村松町（調査）
　　　　調査面積　０．１７ｋ㎡

地籍調査推進事業 ３４，６０１
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）１．道路橋梁総務費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,387

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

206,873 決 算 額 の 財 源 内 訳

198,848 一般財源

196,461

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 適切な道路管理を行うため、道路の拡幅及び道路用地の
寄附採納を行った。また、道路事業等に伴う市道の認定、
改良等に基づき、道路台帳の修正業務を行った。
（概要）
　・道路台帳修正
　　供用開始（新規認定）　　　　　　３．９ｋｍ
　　供用開始（区域変更）　　　　　　０．３ｋｍ
  　未供用　（新規認定）　　　　　　０．０ｋｍ
　　未供用　（区域変更）　　　　　　１．４ｋｍ
　　改良　　　　　　　　　　　　　　４．２ｋｍ

狭あい道路の解消を図るため、建築行為等に際して、道
路後退用地の寄附採納を行い、安心安全で快適なまちづく
りを進めた。
（概要）
　Ｒ２　公共用地の取得（寄附）１０件
　 ○後退用地等に係る報償金
 　　申請者数　　　　  　　１名
 　　筆数　　　　　　　 　 １筆
 　　面積　　　　　１２．６９㎡
　　 金額　　　２６８，１５２円
　 ○後退用地等に係る助成金
 　　申請者数　　　　　　１４名
 　　筆数　　　　　　　　１１筆
 　　面積　　　　　７３．８５㎡
 　　金額　１，５００，０００円

道路管理経費 ２１，４６２
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）２．道路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,595 52,100 1,390

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

259,936 決 算 額 の 財 源 内 訳

226,019 一般財源

１７４，８７７

施 策 の 成 果

157,934

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路交通の安全性を確保する上で、現状の実態を把握
し、異常または損傷を早期に発見するとともに、対策の要
否の判断を行い、計画的な修繕を実施することにより、道
路施設の長寿命化及びそれに伴うコスト削減を図ってい
る。また、国の名勝に指定されている二見浦にある老朽化
した転落防止柵に対して、自然環境に調和した整備をし、
景観の向上及び通行者の安全確保を図った。
（概要）
　①令和元年度と合併施行
　　 トンネル修繕工事　　　１件　　９，０４８千円
　②令和元年度から一部繰越
　 　転落防止柵改修　　　  １件　１６，０３６千円
　③令和元年度から繰越
　　 トンネル設計業務　　　１件　　４，３０３千円
　◇社会資本整備総合交付金事業
　◇道路更新防災等対策事業

道路維持補修経費
　

維 持 課

事 業 名 決 算 額

 １． 道路路面の舗装が荒廃し､通行に支障がある箇所の舗装
整備を行った。
 (概要)
　・道路舗装　　５件　　　Ａ＝　７，８０６㎡

道路舗装事業 ５１，１４２
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）３．道路新設改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

539,100 10,244

    （単位  千円）

決算書
       頁

161

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

610,370 一般財源

61,026

基 盤 整 備 課

722,190 決 算 額 の 財 源 内 訳

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 市民生活に密着した道路の拡幅等改良を行うことにより
道路機能の改善、生活環境基盤の整備を進めている。
（概要）
　①令和２年度現年分
　 測量業務　　　　　　　　 一式　　　　　　２件
　 設計業務　　　　　　　　 一式　　　　　　３件
　 除草業務　　　　　　　　 一式　　　　　  １件
　 道路改良　　　 　 Ｌ＝１１８ｍ　　　 　  １件
　②令和３年度へ一部繰越
   設計業務　　　　　　　 　一式　　　　　　１件
　 排水路整備　　　　Ｌ＝５００ｍ　　　　　 １件
　 舗装工事　　　　　Ａ＝５，３３０㎡　　　 １件
  ③令和元年度・令和２年度継続費
　 軟弱地盤対策検討業務　　 一式　　　　　　１件
　 道路整備　　　 　 Ｌ＝４３０ｍ　　　 　  １件

道路改良事業 ２５５，１１６

 １． 市民生活に密接した道路側溝等の整備を行うことによ
り、道路機能の改善、生活環境基盤の整備を図った。
（概要）
　　測量設計業務　　 一式　　　　 ２０件
 　 施工延長 　Ｌ＝４，３８６ｍ　 ４９件

道路側溝等改良事
業

３５５，２５４
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）４．橋梁維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

42,829 30,200 983

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）５．交通安全施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

715 893

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1

188,538 決 算 額 の 財 源 内 訳

92,973 一般財源

 １． 道路交通の安全性を確保する上で、これまでの破損して
から修繕するという事後的な対応から、計画的かつ予防的
な対応に転換し、コスト削減を図るため、橋梁長寿命化事
業を推進している。
（概要）
　①令和２年度現年分
　　 修繕詳細設計業務 　  一式　　　　　　 ２件
　　 点検業務　　　　　　 一式　　　　　 　１件
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 ２件
　②令和元年度から一部繰越
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 １件
　③令和元年度から繰越
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 １件
　④令和３年度へ一部繰越
　　 橋梁補修　　　　 　  一式　　　　　　 ２件
　◇社会資本整備総合交付金事業
　◇道路更新防災等対策事業

橋梁長寿命化事業 ９１，６９７
　

49,960

維 持 課

18,961

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

51,890 決 算 額 の 財 源 内 訳

51,568 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 交通安全施設を新たに設置し､交通事故防止､交通安全環
境の確保を図った。
 (概要）
　区画線設置、道路反射鏡設置及び道路照明灯設置等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一式

交通安全施設整備
事業

１９，４１４
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（款）９．土木費　（項）２．道路橋梁費　（目）６．道路整備事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

246,757 323,200 17,821

    （単位  千円）

決算書
       頁

163

1
1

163

2
2

163

3

 １． 本地域は、観光交通による渋滞が深刻であり、早急な対
応が必要である。このことから、地域住民や観光客の交通
円滑化を図るとともに、災害時における避難ルートを確保
するため、本路線の事業を推進している。
（概要）
　①令和元年度から一部繰越
　   道路改良　　 　 　 Ｌ＝１１４ｍ  　  １件
　②令和３年度へ一部繰越
　　 道路改良　　　　　　　　一式　　　　 ２件
　③令和３年度へ繰越
　　 道路舗装　　　　　 Ａ＝２，５３２㎡  １件
　◇社会資本整備総合交付金事業
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　４３，２００，０００円
　　・道路改良　　 　        一式
　繰越予算額　　２５，２８０，０００円
　　・道路改良　　 　        一式
【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　　４６，３９８，７６０円
　　　道路改良　　　　　Ｌ＝２２２ｍ　　　２件
　　　（次年度への繰越を含む）
　平成３０年度　１６，５７６，６００円
  　  道路改良　　 　 　Ｌ＝１０８ｍ　 　 １件
　 　 補償　　　　　　　　１名
　　　（次年度への繰越を含む）
【事業を取りまく状況等】
・財源の確保が厳しい状況にある。
・地域住民や関係機関と調整を図り事業を進めていく。

中村楠部１７－１
号線整備事業

４１，９５０

 ２． 本地域は、道路網が未整備な上、伊勢赤十字病院や商業
施設への交通によって、慢性的な渋滞が発生し、一般車両
のみならず救急車両のアクセスも悪い状況である。このこ
とから、来訪者や救急車両の交通の円滑化を図り、快適か
つ安全安心なまちづくりを行うため、本路線の事業を推進
している。
（概要）
　　 詳細設計業務　　　 一式　　　　　　 １件
　　 道路改良　　　　　 Ｌ＝１６ｍ　　　 １件
　　 用地　　　　　　　 Ａ＝３５０.７３㎡
　　 補償　　　　　　　 ３名（延べ人数）
　◇社会資本整備総合交付金事業

一之木５丁目１６
号線整備事業

１０４，２５８

決 算 額 の 財 源 内 訳

651,557 一般財源

63,779

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

926,674

 ３． 本路線は、新伊勢総合病院へのアクセス道路となってい
るが、一部歩道が整備されていない箇所があり歩行者に
とって非常に危険な状態である。このことから、歩道を整
備し歩行者の通行及び医療施設への安全な道路空間を確保
した。
（概要）
　令和元年度から一部繰越
 　　道路舗装　　　Ａ＝３，５９７㎡　　　１件
　　 道路改良　　　Ｌ＝４２３ｍ　　　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

楠部２２号線整備
事業

５０，４６３
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決算書
3        頁

163

4

現在の宮川橋は、老朽化が著しい状況であるが、橋梁の
設置位置の問題から現位置での架替えが困難であるため、
代替機能を持つ本路線の整備が必要である。宮川に新たに
橋梁を架設し、交通の円滑化及び道路環境改善を図るため
整備を進めている。（令和元年度から、(目)街路事業費か
ら移行）
（概要）
　①令和２年度現年分
　　 受委託契約(地質調査)　　　一式　　　１件
　　 道路詳細設計業務　　　　　一式　　　１件
　　 用地測量業務　　　　　　　一式　　　１件
　　 工事積算業務　　　　　　　一式　　　１件
　　 除草業務　　　　　　　　　一式　　　１件
　　 樹木伐採等業務　　　　　　一式　　　１件
　　 建物調査再算定業務　　　　一式　　　１件
　　 用地　　　　　　　　　　　Ａ＝３９２０．７５㎡
　　 補償　　　　　　　　　　　１４名（延べ人数）
　②令和元年度から一部繰越
　　 補償　　　　　　３名(延べ人数)
　③令和２年度へ一部繰越
　　 受委託契約(橋梁詳細設計)　一式　　　１件
　④令和３年度へ繰越
　　 用地　　　　　　　　　　　Ａ＝８７．６９㎡
　
　◇社会資本整備総合交付金事業
　◇道路更新防災等対策事業
　
【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　３３４，１５４，０００円
　・地質調査業務　　　　　一式
　・橋梁詳細設計業務　　　一式
　・建物調査業務　　　　　一式
　・建物調査再算定業務　　一式
　・工事積算業務委託　　　一式
　・道路詳細設計業務委託　一式
　・用地測量業務委託　　　一式
　・不動産鑑定評価業務　　一式
　・除草業務　　　　　　　一式
　・用地　　　　　　　　　一式
　・補償　　　　　　　　　一式
　繰越予算額　　　２，０９２，８４９円
　・補償　　　　　　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　３２８，８２８，２１３円
　・道路詳細設計業務　　一式　　　１件
　・橋梁予備設計及び河川影響検討業務
　　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　・土地評価業務　　　　一式　　　１件
　・用地測量業務　　　　一式　　　１件
　・建物調査業務　　　　一式　　　５件
　・土地評価再積算業務　一式　　　１件
　・鉄道近接部計測管理計画策定業務
　　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　・測量業務　　　　　　一式　　　１件
　・予備設計業務　　　　一式　　　１件
　・除草業務　　　　　　一式　　　４件
　・用地　　　　　　　　Ａ＝８，９６６．５２㎡
　・補償　　　　　　　　２１名（延べ人数）
　(前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む)

高向小俣線ほか1線
整備事業

２５３，７８５
 ４．

　

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
4        頁

4

　平成３０年度　８７，４８１，７２１円
　・道路詳細設計業務　　一式　　　２件
　・地質調査業務　　　　一式　　　２件
　・用地測量業務　　　　一式　　　２件
　・ＪＲ影響検討業務　　一式　　　１件
　・土地評価業務　　　　一式　　　２件
　・不動産鑑定評価業務　一式　　　２件
　・橋梁予備設計及び河川影響検討業務
　　　　　　　　　　　　一式　　　１件
　(前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む)

【事業を取りまく状況等】
・道路、橋梁の詳細設計にあたっては、河川管理者と協議
　するとともに、近接するＪＲとも協議を行い進めてい
　く。
・橋梁区間の設計・調査・工事については、専門的な知識
　を要するため県へ委託する。
・大規模な事業である本路線には多大な事業費が必要であ
　るが、国からの予算配分が厳しい状況であることから、
　財源確保が重要な課題である。
・橋梁区間については、補助事業(道路メンテナンス
　事業)として進めていく。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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決算書
4        頁

163

5

 ５．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

通学路整備事業 １３７，６６２
　

小中学校の通学路における通学路交通安全プログラムで
の要対策箇所をはじめ、通学路の安全対策を重点的に実施
することで危険箇所の解消を図り、安全安心な歩行空間を
確保するため、事業を推進している。
（概要）
　①令和２年度現年分
　　 測量業務委託　　　　　　一式　　　　　 １件
　　 詳細設計業務委託　　　　一式           １件
     道路改良（歩道橋上部工） Ｌ＝４１ｍ 　 １件
　　 道路改良　　　　　　　　 Ｌ＝１１３ｍ　１件
　　 道路舗装　　　　 　Ａ＝１，５７４㎡　　１件
　②令和元年度から一部繰越
　　 道路改良(橋台整備) Ｎ＝１か所 　 　　  １件
     ◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　９７，５３０，０００円
　　・道路改良　　 　        一式
　　・調査業務　　　　　　　 一式
    ・補償　　　　　　　　 　一式
　繰越予算額　　１７，１７３，８００円
　　・道路改良　　　　　　 　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　　７９，５６６，５００円
　　 道路改良　　　　  Ｌ＝２９９ｍ　　　　３件
　　 道路改良（橋台整備）Ｎ＝２か所　　　　２件
　　（前年度からの繰越及び次年度の繰越を含む）
　平成３０年度　８３，６１８，２５５円
　　 建物調査業務　　　 一式　　　　       １件
　　 用地　　　　　 　 Ａ＝１，４３６．７９㎡
　　 補償　　　　　　　　２名（延べ人数）
     道路改良　　 　 　Ｌ＝６９７ｍ　 　   ２件
　　 道路舗装　　  　　Ａ＝５，３２４㎡の内
　　　　　　　　　　　 　　１，５７４㎡ 　 １件
　　 道路改良(橋台整備) Ｎ＝１か所 　　　  １件
　　（次年度への繰越を含む）

【事業を取りまく状況等】
・学校関係者、警察、道路管理者などで伊勢市通学路交通
　安全推進協議会を設置し、通学路の安全対策に取り組ん
　でいる。
・財源の確保が厳しい状況にある。

- 94 -



決算書
5        頁

163

6

（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）３．河川改良費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

40,700 78

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

18

 ６．
中心市街地活性化
整備事業

流下断面の不足や護岸、河床の浸食等により人家等への
災害発生が危惧される河川において、護岸改良を行い、浸
水被害や災害の防止対策を進めている。
（概要）
　①令和２年度現年分
　　 河川改良　　　　　   Ｌ＝２４０ｍ    １件
　②令和元年度から一部繰越
　　 河川改良　　　　　   Ｌ＝１１１ｍ　　１件

河川改良事業

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

43,386 決 算 額 の 財 源 内 訳

40,796 一般財源

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

伊勢市駅周辺の道路や駐輪場の整備を行い、住環境の向上
と中心市街地の賑わいを創出し、活性化を図るため整備を
進めている。
（概要）
　①令和２年度現年分
　　 地下横断歩道耐震診断業務　　　一式　　１件
　　 地下横断歩道沈下検討業務　　　一式　　１件
　　 防火水槽詳細設計業務　　　　　一式　　１件
　　 視覚障がい者誘導ブロック整備　９２㎡　１件
　②令和３年度へ一部繰越
　　 道路舗装工事　　　　　　　　Ｌ＝１１０ｍ　１件
　　 道路整備工事　　　　　　　　Ｌ＝１５１ｍ　１件
　③令和３年度へ繰越
　　 照明灯設置工事　　　　　　　Ｎ＝４基　　　１件

　◇都市構造再編集中支援事業

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　１６９，２９２，０００円
　　・測量業務　　　　　　　　　　　一式
　　・用地測量業務　　　　　　　　　一式
　　・駐輪場詳細設計業務　　　　　　一式
　　・用地　　　　　　　　　　　　　一式
　　・視覚障がい者誘導ブロック整備　一式
　　・道路整備工事　　　　　　　　　一式
　　・歩道整備工事　　　　　　　　　一式
　　・連絡通路整備工事　　　　　　　一式

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　１１，７２３，２２０円
　・道路詳細設計　　　　　　　　一式　１件
　・測量業務　　　　　　　　　　一式　１件
　・視覚障がい者誘導ブロック整備　Ａ＝６７㎡　１件
　（令和元年度からの新規事業）
　
【事業を取りまく状況等】
・再開発事業とのスケジュール調整や地元商店街との協議
が必要である。

６１，３０１

４０，７９６
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）４．排水路維持費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

174,200 89

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

施 策 の 成 果

330,988 一般財源

156,699

維 持 課

363,754 決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名 決 算 額

 １． 平成25・26年度に都市ポンプ場の機能診断を行い、診断
結果に基づき平成27年度に都市ポンプ場の長期補修計画を
作成した。この計画に基づき効率的かつ効果的なポンプ場
の運用及び予防保全の観点からの都市ポンプ場の整備、機
能更新を行った。また、令和元年度に築年数が15年以上経
過したポンプ場２機場の機能診断を行い、令和２年度に宮
川沿いのポンプ施設６施設を追加し長期補修計画の全体見
直しを行った。
（概要）
　　令和２年度
　　　都市ポンプ場長期補修計画構築業務　　一式
　　　（ポンプ場９機場、ポンプ施設30施設）
　　  施設整備更新工事
　　　　①令和２年度現年分
　　　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場
　　　　　　ポンプ施設　　　　　　９施設
　　　　②令和元年度から繰越
　　　　　　ポンプ場　　　　　　　１機場

【当初予算における内容、計画】
 　当初予算額 　180,752,000円
　　都市ポンプ場長期補修計画再構築業務　　一式
　　　（ポンプ場９機場、ポンプ施設30施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　　　ポンプ場　　　　　　１機場
　　　　　　ポンプ施設　　　　　10施設
 　繰越予算額　62,488,500円
　　　施設整備更新工事
　　　　　　　ポンプ場　　　　　　１機場

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度
　　　ポンプ場機能診断業務　　　　　一式
　　　　（ポンプ場２機場）
　　　ポンプ施設図面作成業務　　　　一式
　　　　（ポンプ施設３施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　     ポンプ場            ２機場
　　　　     ポンプ施設          ４施設
　        　(前年度からの継続及び次年度への
             繰越を含む)
　　       （令和元・２年度継続費を含む）

　平成30年度
　　　施設整備更新詳細設計業務　　一式
　　　（ポンプ場１機場、ポンプ施設６施設）
　　　施設整備更新工事
　　　　　 　ポンプ場　　　　　　３機場
　　　　　 　ポンプ施設　　　　　２施設
　　       （前年度からの継続及び次年度への
             繰越を含む）
　　　 　　（平成30・令和元年度継続費を含む）

排水機場維持管理
経費（ポンプ場機
能更新）

１８４，７３７
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決算書
1        頁

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　【事業を取りまく状況等】
　　・設備の老朽化に伴う更新費用の増大への懸念に対
　　　し、長期補修計画を作成し、施設を延命化するこ
　　　とによりライフサイクルコストの削減を図った。
　　・計画的な維持管理を行うために、事後保全方式か
　　　ら予防保全方式に切り替えることにより、地域の
　　　治水に対する安全性、信頼性を確保した。
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（款）９．土木費　（項）３．河川費　（目）５．排水路整備費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

246,100 1,212

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

249,191 一般財源

358,788 決 算 額 の 財 源 内 訳

排水施設整備事業 ２４９，１９１
豪雨時の急激な増水等による浸水を防止するため、排水

路の整備を進めている。また、自然排水が困難な地域にお
いては、ポンプの新設・増設等を行うことで、浸水被害の
防止対策を進めている。
（概要）
　①令和２年度現年分
　　 排水路改良　　    　 Ｌ＝１０８ｍ 　  ２件
　　 試掘工事　　　　　　 ３か所 　　　　　１件
　　 用地　　　　　　　　 Ａ＝１３．８８㎡
　②令和元年度から繰越
　　 排水路改良　　    　 Ｌ＝７７ｍ 　　  １件
　③令和３年度へ一部繰越
　　 排水路改良　　    　 Ｌ＝３２８ｍ 　　３件
　④令和３年度へ繰越
     補償　　　　　　　　 ２名（延べ人数）
　⑤令和元年度・２年度継続費
　　 監督支援業務　　　　　  一式 　　　 　１件
　　 ポンプ場電気設備工事　  一式　　　　  １件
　　 ポンプ場機械設備工事　  一式　　　　  １件

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　３０９，１２１，０００円
　　 監督支援業務　　　　　  一式
　　 測量業務　　　　　　　  一式
　　 排水路改良　　　　　 　 一式
　　 ポンプ場電気設備工事    一式
　　 ポンプ場機械設備工事    一式
　　 用地　　　　　　　　　  一式
　　 補償　　　　       　　 一式
　繰越予算額　　　６６，８７１，６００円
　　 監督支援業務　　　　　  一式
　　 排水路改良　　　　　 　 一式
　　 ポンプ場電気設備工事    一式
　　 ポンプ場機械設備工事    一式
（令和元・２年度継続費を含む）

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　　１７１，７２２，８５９円
　　 用地測量業務 　　 　　  一式　　　　　１件
　　 測量設計業務　　　      一式　　　　  １件
　　 積算業務　　　　　　　　一式　　　　　１件
　　 監督支援業務　　　　　　一式　　　　　１件
　　 詳細設計業務　　　      一式　　　　  １件
　　 排水路改良　　 　     Ｌ＝３７３ｍ    ５件
　　 側溝改修　　　　　　　Ｌ＝３７ｍ　　　２件
　　 ポンプ場建築工事　　  Ａ＝２８．０６㎡
                      　　　（延べ面積）　 １件
　　 ポンプ場土木工事    　  一式　　　  　１件
　　 ポンプ場電気設備工事　  一式　　　　  １件
　　 ポンプ場機械設備工事　  一式　　　　  １件

1,879

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
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決算書
1        頁

1

（款）９．土木費　（項）４．港湾海岸費　（目）１．港湾海岸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,619 500

    （単位  千円）

決算書
       頁

165

1

10,937 決 算 額 の 財 源 内 訳

　 　用地　　　　　　　    Ａ＝２３．２７㎡
　　 補償　　　　　　　　　２名
（前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）
（令和元・２年度継続費を含む）

　平成３０年度　２３７，２２８，３１３円
　　 測量業務　　 　　 　　  一式　　　　　１件
　　 測量設計業務　　　      一式　　　　  １件
　　 基本設計業務　　　      一式　　　　  ２件
　　 排水路改良　　 　     Ｌ＝７７６ｍ    ８件
　　 試掘工　　　　 　     ２か所　　　 　 １件
　　 排水管継手工　　　　　１か所　　　　　１件
　 　ポンプ場土木工事    　  一式　　　  　１件
　　 スクリーン設置工　　　  一式　  　　　１件
　　 用地　　　　　　　    Ａ＝２８５．９１㎡
（前年度からの繰越及び次年度への繰越を含む）

【事業を取りまく状況等】
・大雨の頻度が増えており、市内各所において浸水被害が
起こっていることから、豪雨時の急激な増水等による浸水
を防止するため、排水路の整備やポンプの新設・増設を
行っている。

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

県営事業地元負担
金

６００

10,096 一般財源

4,977

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県が施行した港湾改修事業に対し、負担を行った。
（宇治山田港【大湊工区】）
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）２．まちづくり推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

29,365 59,200 21,315

    （単位  千円）

決算書
       頁

167

1
1

167

2

決 算 額 の 財 源 内 訳

121,956

中心市街地再生事
業

４６，１２８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

都 市 計 画 課

1,293,180

中心市街地都市機
能再生促進事業

６，８００

一般財源

12,076

 ２．

 １．

都市機能再生事業にて施行された施設に対し、「伊勢市
中心市街地都市機能再生促進条例」に基づき都市機能再生
奨励金の交付を行うことで、事業効果を一層促進させ、伊
勢市駅前周辺の活性化を図る。

令和２年度は、都市機能再生奨励金として、３件の交付
を行った。
（概要）
　令和２年度　　　　　　　　６，７９９，７００円
　　都市機能再生奨励金　　　　　　一式　　　３件

急速な人口減少と少子高齢化などの影響により、市街地
の低密度化が進み、中心市街地の都市機能が低下してい
る。そのため、多くの人にとって安全で快適に暮らせるま
ちづくりを実現することで、中心市街地の再生と活性化を
図る。

令和２年度は、伊勢市駅前地区の市街地再開発事業等を
推進するため、Ｃ地区が実施する事業計画の作成に対し、
市街地再開発事業による支援を行った。
（概要）
　①令和２年度
 （住環境整備交付金）　　　  ４６，１２８，０００円
　　補助金　　　　　　　　　　 　　　一式　　　１件
　　収支計画確認業務　　　　　 　　　一式　　　２件
　②令和３年度へ繰越
 （住環境整備交付金）　１，１５５，０００，０００円
　　補助金　　　　　　　　　 　　　　一式　　　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

【当初予算における内容、計画】
 （住環境整備交付金）
　当初予算額　　 　　　１，２０９，１１０，０００円
　　補助金　　　　　　　　　　　 　　一式　　　２件

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度
 （住環境整備交付金）  　　５５７，７００，０００円
　　費用便益分析業務　　　　 　　  　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　　 　一式　　　１件
　平成３０年度
 （住環境整備交付金） 　　 １２８，５８８，０００円
　　推進計画策定業務　　　　　　　 　一式　　　１件
　　補助金　　　　　　　　　　　　　 一式　　　１件

【事業を取りまく状況等】
・住環境整備交付金により支援し、平成２８年度に完成し
た民間都市開発の効果により、伊勢市駅前地区周辺地域の
にぎわいが取り戻されつつあり、活性化に向けた動きも活
発化している。更なる中心市街地の再生と活性化を図るた
め、隣接する新たな民間都市開発に対しても、補助金等に
よる支援を行い、事業を促進させる必要がある。
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決算書
2        頁

167

3
3

167

4
4

167

5

（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）５．街路事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

31,900 98,200 5,975

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

 ３． 鉄道による交通流の南北分断を解消するため、伊勢市踏
切道対策基本方針に基づき、踏切道への交通量軽減などの
対策を実施することで交通の円滑化を図る。

令和２年度は、誘導対策の一つである情報版による誘導
の実証実験を令和３年度に行うための、リアルタイムな交
通状況を把握する観測用カメラを設置した。
（概要）
　令和２年度　　　　　　　　４，３９３，４００円
　　交通状況観測用カメラ設置工事　一式　　　１件

踏切道対策事業 ４，８９７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． バリアフリー化の方向性を示し、段階的に地域のバリア
フリー化を推進することにより、高齢者や障がい者等が容
易に移動でき、誰もが安全・安心に過ごせるまちづくりを
実現するため、令和２年度末に伊勢市バリアフリーマス
タープランを策定した。
（概要）
　令和２年度　　　　 　　　 ５，９９８，３００円
　  移動等円滑化促進方針策定業務  一式      １件

バリアフリー化推
進事業

５，９９８

 ５． 伊勢市鉄道駅バリアフリー化事業等補助金交付要綱に基
づく事業を行う鉄道事業者に対し補助金を交付し、五十鈴
川駅のバリアフリー化を推進した。
（概要）
　①令和２年度　　　　　　１３，０１８，０００円
　　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　２件
　②令和元年度から繰越　　４５，１１５，０００円
　　　補助金　　　　　　　　　　　一式　　　１件

交通施設バリアフ
リー化事業

５８，１３３

事 業 名 決 算 額

三重県が施行した街路整備事業に対し、負担を行った。
（外宮度会橋線【鳥羽松阪線】）
（外宮常磐線  【伊勢南島線】）

県営事業地元負担
金

５１，９３３

施 策 の 成 果

196,592 決 算 額 の 財 源 内 訳

140,538 一般財源

4,463

監 理 課

施 策 の 成 果

 １．

　

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額

 １． 本路線は、伊勢市の交通分散路線としての幹線道路であ
るとともに、地域防災計画において災害に強いまちづくり
対策にも位置付けられており、防災機能の強化、市内の交
通の円滑化並びに市街地の活性化を図るため、整備を進め
ている。
（概要）
　① 令和２年度現年分
　 　 植栽整備　　　Ｎ＝１１本　　　　１件
　② 令和元年度から繰越及び令和２年度と合併施行
　　  道路改良　　　Ｌ＝２２３ｍ　　　１件
　　　道路舗装　　　Ａ＝３，３２６㎡　１件
　◇社会資本整備総合交付金事業

八日市場高向線ほ
か１線（２工区）
整備事業

８８，６０５
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（款）９．土木費　（項）５．都市計画費　（目）６．公園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

10,000 10,900

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1
1

169

2

（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）１．住宅管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,337 17,400 147,220

    （単位  千円）

決算書
       頁

169

1

60,801 決 算 額 の 財 源 内 訳

宮川河川敷公園整
備事業

４，５２４

26,074 一般財源

公園長寿命化事業 ２１，５５０

5,174

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 憩いやスポーツ・レクリエーション・コミュニティ活動
の場としての宮川の高水敷を利用した公園整備を進めてい
る。
（概要）
　    公園整備　 　 Ａ＝５２９㎡　  　１件

31,733

住 宅 政 策 課

事 業 名

210,690

 ２． 公園施設の安全・安心を確保しつつ、重点的・効率的な
維持管理や更新投資を行っていくため、公園施設長寿命化
計画に基づき、公園施設の長寿命化を図っている。本年度
は、１１公園の遊具の更新を行った。
（概要）
　　  公園改修　　　　　  一式  　　　　４件
　
◇社会資本整備総合交付金事業

　

219,818 決 算 額 の 財 源 内 訳
一般財源

決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
公営住宅維持管理
経費

９９，１４９
入居者サービスの向上のための指定管理者による市営住

宅等の管理を開始し、単身高齢者の定期巡回や、休日・夜
間も含め迅速な対応を行った。また、効率的かつ経済的な
管理運営のため、住宅の調査等を定期に行った。
　　指定管理者：ＦＥ住宅管理共同企業体
    期　　　間：平成２９年４月１日
      　　　　　～令和４年３月３１日
　  期間全体の
  　指定管理料：４８４，８６４，１４４円
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決算書
1        頁

169

2
2

169

3

（款）９．土木費　（項）６．住宅費　（目）２．住宅対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

32,800 2,954

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1

一般財源

市営住宅の機能保持と入居者の安全を確保するため、下
記の工事を施行した。
（概要）
　　下水道接続工事
　　　・黒瀬第１団地　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・黒瀬第２・第３団地　　　　　　　一式　　１件
　　火災報知器取替工事
　　　・西豊浜団地　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・粟野団地　　　　　　　　　　　　一式　　１件
    軒先改修工事工事
　　　・西豊浜団地　　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・北明野団地　　　　　　　　　　  一式　　１件
　　空家解体工事
　　　・やすらぎ団地　　　　　　　　　　一式　　１件

３１，０８７
 ２．

住宅等改修事業

 ３． 平成２８年度に策定した「社会資本総合整備計画（地域
住宅計画）」及び「伊勢市営住宅等長寿命化計画」に基づ
き、市営住宅の機能改善のため、下記の工事等を施行し
た。
（概要）
　　屋根改修等工事
　　　・黒瀬第１団地　　　　　　　　　　一式　　１件
　　　・黒瀬第３団地　　　　　　　　　　一式　　１件

住宅等整備事業

阪神・淡路大震災で昭和５６年の建築基準法の新耐震基
準施行前に建築された木造住宅が多数倒壊したことを教訓
に、南海トラフ地震による木造住宅の倒壊からの被害を最
小限にするため、木造住宅の無料耐震診断を実施した。
その結果、「倒壊の危険性が高い」と診断された木造住宅
を対象として、耐震補強工事等に要した費用に対する一部
補助を行った。

また、地震等の災害から市民の生命、身体及び財産を保
護し、災害に強いまちづくりを推進するため、市内に存す
る危険なブロック塀等の撤去に要した費用に対する一部補
助を行った。
（概要）
　・木造住宅耐震診断等業務　　　　　一式　１８０件
　・補助金
　　　耐震補強設計　　　　　　　　　一式　　　２件
　　　耐震補強工事　　　　  　　　　一式　　　１件
　　　除却工事　　　　　    　　　　一式　１２８件
　　　リフォーム工事　　　　　　　　一式　　　１件
　　　ブロック塀等撤去費　　　　　　一式　  ４５件

住宅・建築物耐震
改修等促進事業

５１，０１６
 １．

32,741

住 宅 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

決 算 額 施 策 の 成 果

75,027 決 算 額 の 財 源 内 訳

68,495

３１，８１２

事 業 名
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決算書
1        頁

171

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 伊勢市空家等対策計画に基づき、特定空家等をはじめと
する周辺に悪影響を及ぼす管理不全な空家等の解消に取り
組むとともに、伊勢市空家バンク制度を運営するなど、空
家の利活用の促進に取り組んだ。
　・管理不全な空家等の改善件数　１６２件
　・特定空家等への対応
　　　　総件数　　認定　１１件（うち解除済　６件）
　　　　Ｒ２実績　認定　　０件　解除３件
　・伊勢市空家バンク制度の運営
　　（登録）総件数　所有者等　７１件　利用者２８２件
　　　　　Ｒ２実績　所有者等　１９件　利用者１０８件
　　（成約）総件数　売買　　　１６件　賃貸　　　６件
　　　　　Ｒ２実績　売買　　　　５件　賃貸　　　０件
　・空き家無料相談制度の広報周知
　・伊勢市空家等対策協議会の開催　２回
　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１件
　・空家に住んでみません家事業補助金（家賃補助）３件
　・老朽危険空家等除却事業補助金　　　　　　　　４件
　・空家関連補助制度等のチラシ等作成　　　　　　一式
　・オンライン移住相談会での制度周知

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　　３９，１４１，０００円
　・空家の適正管理及び活用案内チラシ等作成　　　一式
　・伊勢市空家バンク物件調査等業務　　　　　　　一式
　・伊勢市空家等対策協議会等支援業務　　　　　　一式
　・空家所有者等調査業務　　　　　　　　　　　　一式
　・空家管理システム運用保守業務　　　　　　　　一式
　・空家等実態調査業務　　　　　　　　　　　　　一式
　・空家等対策計画更新策定に伴うアンケート調査業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一式
　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　補助金　３件
　・空家に住んでみません家事業補助金
　　（家賃補助）９件　　（改修補助）２件
　・老朽危険空家除却事業費補助金　２４件

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度　７，５２８，１９４円
　・空家の適正管理及び活用案内チラシ等作成　　　一式
　・伊勢市空家バンク物件調査等業務　　　　　　　一式
　・伊勢市空家等対策協議会等支援業務　　　　　　一式
　・空家所有者等調査業務　　　　　　　　　　　　一式
　・空家管理システム導入及び保守業務　　　　　　一式
　・空家に住んでみません家事業補助金
　　（家賃補助）４件
　
　平成３０年度　７，３７６，１４０円
　・空家の適正管理及び活用案内チラシ等作成　　　一式
　・伊勢市空家バンク物件調査等業務　　　　　　　一式
　・伊勢市空家等対策協議会等支援業務　　　　　　一式
　・空家所有者等調査業務　　　　　　　　　　　　一式
　・移住促進のための空き家リノベーション支援事業費
　　補助金　２件
　・空家に住んでみません家事業補助金
　　（家賃補助）１件

【事業を取りまく状況等】
管理状態の悪い空家は地域住民の生活環境に深刻な影響

を及ぼしていることから、空家等に関する対策を効果的か
つ効率的に推進していく必要がある。

空家等対策事業 １７，４７９
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）１．常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,000 29,500 347,834

    （単位  千円）

決算書
       頁

171

1
1

171

2
2

171

3
3

173

4

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 　救急・救助・警防活動に必要な資機材の充実を図った。
　
　消防用ホース　　　７０本　　　　２，３９８千円
　　各署所配備
　防火帽・防火衣　　　９組　　　　１，９４０千円
　　職員貸与補充
　空気呼吸器　　　　　５基　　　　１，０１８千円
　　職員貸与補充
　墜落制止用器具　１１８本　　　　１，００７千円ほか
　　職員貸与補充

各種資機材購入経
費

９，９６０

 ３． 円滑な救急活動を行うことを目的に、老朽化した高規格
救急自動車２台を更新した。
 
　消防署配備　　　　　　　　　　２２，５３９千円
　度会出張所配備　　　　　　　　３１，９７７千円ほか

※消防署配備の高規格救急車については、民間団体から
寄贈を受けた。

この高規格救急車の内外装の整備のための架装事業を執
行した。

救急車購入事業 ５４，７１４

1,823,731 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,782,780 一般財源

1,402,446

消 防 総 務 課

 ４． 消防職員の感染リスク低減のため、消防本部等において
２段ベッドを整備した。

　仮眠室用２段ベッド　３５組　　　４，５６５千円ほか
　　消防本部、消防署ほか

消防施設感染防止
対策事業

４，９０２

 １． 「いつでも・どこでも・誰でも」応急手当が可能となる
よう、自動体外式除細動器（ＡＥＤ)の取り扱いを含めた
講習を行い、市民への普及を図った。
 
　救命講習に係る消耗品　　　　　　　　２０８千円
　救命講習用資器材　　１式　　　　　　３９６千円
　【実績】
　令和２年度救命講習開催回数  　　　　  　３９回
　　　　　　　　　受講延人数 　　 　　  ３８１人

応急手当普及啓発
事業

６０４
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）２．非常備消防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

270 18,400 13,547

    （単位  千円）

決算書
       頁

173

1
1

173

2

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）３．消防施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

14,900 174

    （単位  千円）

決算書
       頁

173

1
1

173

2
2

173

3

 １． 　消防団活動に必要な資機材の充実を図った。

　小型発電機及び投光器　７セット　  　７９６千円
    北浜分団有滝班ほか
　消防団用ホース　　　４７本　 　 １，４７３千円ほか
 　 第１～７方面隊

各種資機材購入経
費

２，３６８

105,673 決 算 額 の 財 源 内 訳

98,396 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

消 防 総 務 課

66,179

施 策 の 成 果

71,567

市内の水道管布設工事に併せ消火栓の不足地域に消火栓を
設置し、消防水利の整備を図った。

　単口消火栓４基、双口消火栓１基
　　      　 　　　　　　　　 　　  ６，５００千円

消火栓新設負担金 ６，５００

 ２． 老朽化した消防団車両３台を更新した。
 
　小型動力ポンプ付積載車　　３台
　　                        　  ２２，２５９千円ほか
　東豊浜分団、神社分団、有緝分団配備

小型動力ポンプ付
積載車購入事業

２３，０２９

決 算 額

決 算 額 の 財 源 内 訳

64,295 一般財源

49,221

消 防 総 務 課

事 業 名

 １．

 ３． 消防署庁舎の機能維持と長寿命化を目的とした改修を
行った。

　消防本部車両用排気ホース取替工事　　９８６千円
　消防署御薗分署庁舎防水改修工事　２，５１２千円

消防署庁舎改修経
費

３，４９８

 ２． 消火活動を円滑にするため老朽化した消防水利の改修及
び消防水利の明示化を図った。
　
　消防水利蓋改修工事　　　　　　 　６，００６千円
　消防水利溶着塗装工事　　　　　   ２，９０４千円
　防火井戸埋設工事　　　　　　　   ３，０３６千円

消防水利施設整備
経費

１１，９４６
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決算書
3        頁

173

4
4

173

5

（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）４．水防費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

173

1

 ４． 　消防団車庫の長寿命化を目的とした改修を行った。
　
　消防団上野分団上野班車庫塗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，２６５千円
　消防団上野分団横輪班車庫塗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，２７６千円
　消防団上野分団円座班車庫塗装工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　１，１２２千円

消防団車庫改修事
業

３，６６３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

1,026

 ５． 老朽化した消防団車庫の建替えを行い、防災拠点として
の機能及び消防力の向上を図った。
　
　消防団二見分団二見第２班車庫新築工事
　　　　　　　　　　　　　　　　１５，７０３千円ほか

消防団車庫建替事
業

5,530 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,026 一般財源

１６，２４１

水害予防経費 １，０２６
台風等による豪雨時には、道路冠水、家屋への浸水を防

ぐため、市内を巡視し、道路冠水箇所の通行止め、住民へ
土のう配布など水防活動を行った。
（概要）
  令和２年度
　・災害時の出場手当
  ・配布用土のう作成
  ・水防倉庫修繕

維 持 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
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（款）10．消防費　（項）１．消防費　（目）５．災害対策費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

80,607 6,299 123,100 21,551

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1
1

175

2

155,884

危 機 管 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

486,303 決 算 額 の 財 源 内 訳

387,441 一般財源

 １． 新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を実施したう
えで防災意識の向上、防災知識の普及啓発を図った。
①防災講習・防災訓練の実施

講習会場の大きさや参加人数の制限などを行ったうえ
で、市内各地域で防災講習会等を開催し、市民に防災意識
の普及啓発を行った。
②三重県・伊勢市ほか総合防災訓練の実施

新型コロナウイルスが拡大する中で南海トラフ巨大地震
が発生した場合を想定し、救出救助、被災者支援、物資搬
送などの連携を図ることを目的とした「三重県・伊勢市・
玉城町・度会町総合防災訓練」を実施し、地域住民の参加
による避難所運営訓練など防災意識の啓発に努めた。
③地域防災マップ作成事業

地域住民が主体となったタウンウォッチングにより危険
箇所や避難経路などを確認し、地域防災マップを作成し
た。
④高齢者等宅家具固定事業

高齢者や障がい者等の世帯を対象に地震時の家具転倒に
よる被害を防止するため家具固定を実施した。
⑤伊勢市防災コーディネーター事業

市民の中から登録のあった伊勢市防災コーディネーター
の活動を通じて、地域の防災活動のサポート等を行い防災
活動の普及・防災意識の高揚を図った。
⑥伊勢市防災大学の開催

様々な防災の学習ができる伊勢市防災大学を開校し、防
災知識の豊富な人材を育成するとともに、地域の防災力の
向上、災害に強いまちづくりを目指す。今年度は新型コロ
ナウイルス感染症により中止した。

地域防災力向上支
援事業

１１，０２９

 ２． 災害時の避難所における新型コロナウイルス感染症の感
染リスク低減を図るため、三つの密を避ける行動、感染防
止対策が必要となっており、ワンタッチパーテーション、
段ボールベッドを感染防止のために備蓄した。
①パーテーション（W2.1ｍ×D2.1ｍ×H1.8m）
  避難所（自主避難所含む）　142個
②段ボールベッドセット
  避難所（自主避難所含む）  108個

避難所感染防止対
策事業

５，５０３
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    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

防災施設整備課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 〇災害時に利用する避難生活施設等の環境整備として、災
害用トイレ等の整備を行った。また、防災備蓄倉庫の整備
に向けた基本検討業務を行った。

　避難生活施設等の環境整備[貯留型エリア]
　①令和２年度現年分
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　伊勢宮川中学校、修道小学校、
　　伊勢市生涯学習センター
　・バリアフリートイレの整備
　　宮山小学校
　・災害用マンホールトイレ保管庫の整備
　　修道小学校

　②令和元年度から繰越
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　倉田山中学校

　避難生活施設等の環境整備[下水道流下型エリア]
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　小俣小学校、明野小学校
　・バリアフリートイレの整備
　　進修小学校、小俣小学校
　・災害用マンホールトイレ保管庫の整備
　　小俣小学校、明野小学校

　防災備蓄倉庫等基本検討業務委託（令和２～３年度）

　その他避難所の整備等
　　　避難所看板設置
　　　避難所照明灯設置
　　　地震自動解錠付防災ボックスの設置

【当初予算における計画、内容】
　当初予算額　　２６２，２５０，０００円
（避難生活施設等の環境整備〔貯留型エリア〕）
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　・バリアフリートイレの整備
  ・災害用マンホールトイレ保管庫の整備

（避難生活施設等の環境整備〔下水道流下型エリア〕）
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　・バリアフリートイレの整備
  ・災害用マンホールトイレ保管庫の整備

（防災備蓄倉庫等基本検討業務委託（令和２～３年度））

（その他避難所の整備等）
　　　避難所看板設置
　　　避難所照明灯設置
　　　地震自動解錠付防災ボックスの設置

【過去２カ年の実績】
令和元年度　　８０，９１８，０００円
　避難生活施設等の環境整備〔貯留型エリア〕
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　　城田小学校、四郷小学校
　・バリアフリートイレの整備
　　　四郷小学校、修道小学校、倉田山中学校

避難所等整備事業 ２１８，８６２
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決算書
1        頁

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

市 民 交 流 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

・災害用マンホールトイレ保管庫の整備
　　　四郷小学校、倉田山中学校

　避難生活施設等の環境整備〔下水道流下型エリア〕
　・災害用マンホールトイレ等の整備
　　　現況測量、詳細設計業務（８施設）

　その他避難所の整備等
　　　避難所看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置
　　　既存津波避難避難施設除却

平成３０年度　　２９３，４９２，０８０円
　津波避難施設整備
①平成３０年度現年分
　・大湊町津波避難施設
　　　避難路整備工事
　・明神ポンプ場
　　　照明灯設置工事
　・その他の整備
　　　避難所看板設置
　　　地震自動解錠付防災ボックス設置

②平成２９年度から一部繰越
　・二見町今一色津波避難施設
　　　建築工事、電気設備工事

③平成２９年度から繰越
　・二見町今一色津波避難施設
　　　安全施設設置工事、監理業務

避難生活施設等の環境整備
　・災害用トイレの整備
　　　現況測量、詳細設計業務（貯留型エリア）
　・備蓄倉庫の整備
　　　備蓄倉庫調査業務

【事業を取りまく状況等】
　・南海トラフの巨大地震等の災害から市民の生命を守る
　ため、平成２５年度から津波緊急避難所の整備を行い、
　平成３０年度に整備が完了した。
　　今後は、避難生活時の災害関連死を防止するため、
　避難生活施設等の環境整備や災害時に利用する備蓄倉庫
　の整備を進めていく。

 １． 市と市社会福祉協議会が関係団体等と協働して運営する
市災害ボランティアセンターに関して、有事の際に円滑な
対応ができるよう、各種の取組みを行った（市社会福祉協
議会への負担金により実施）。

災害ボランティア
支援事業

４５１
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    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

175

1

 １． 災害時に、自分自身や家族の支援だけでは避難すること
が困難な人が迅速・安全に避難支援等が受けられる体制を
整えるため、対象者に対し避難支援等関係者に『防災ささ
えあい名簿』として情報共有することについての同意書を
送付した。また、災害時の避難支援等を実効性のあるもの
とするため、『防災ささえあい名簿』に登録された人に対
し、個別避難計画作成の勧奨通知を送付した。

防災ささえあい名簿登録者　３，２８０人
個別避難計画作成者　　　　１，２６２人

避難行動要支援者
対策事業

６，５５６

９，４９７

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

監 理 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 土砂災害防止法に基づき、三重県が土砂災害警戒区域等
に指定した地域において、住民の生命、財産を守るため、
対象地区の住民とワークショップ形式で、把握した危険な
箇所等を反映させた土砂災害ハザードマップを作成して住
民に配布することで避難に関する周知を行った。
（概要）
　　　土砂災害ハザードマップ作成業務　一式　１件
　　  土砂災害ハザードマップ印刷業務　　　　１件
　　≪整備地域≫
　  　　桜木町地内ほか

避難対策事業
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）３．教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

17,558 6,840 648,800 27,673

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1
1

179

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

179

1
1

179

2

1,275,593 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,049,238 一般財源

348,367

教 育 総 務 課

事 業 名

私立学校等振興助
成事業

 ２． 令和３年４月開校に向け、神社・大湊統合小学校（みな
と小学校）の開校準備を行った。
　・式典用及び統合校消耗品等　　　　　　３３９千円
　・校舎完成及び開校式パンフレット印刷等２２１千円
　・学校統合に伴う学齢簿システムデータ更新業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７２千円
　・閉校記念行事負担金　　　　　　　２，０４５千円

統合校開校準備経
費

２，８７７

 １．

　

 ２． ①実費徴収にかかる補足給付補助金
新制度に移行していない私立幼稚園に在園する市内在住

園児の保護者に対し、低所得世帯等を対象に幼稚園の副食
費相当額の補助を行った。
・補助金支給者数 　　　                     　１０人
・補助金支給額　　                      　２７０千円
②幼児教育育成補助金

市内私立幼稚園及び私立認定こども園の経営の安定化と
幼児教育の充実を図るため、運営費に対して補助を行っ
た。
・補助金支給園　　                        　  １２園
・補助金支給額　                    １０，２５５千円
③一時預かり事業（幼稚園型）

私立幼稚園及び私立認定こども園の一時預かり事業を安
定的に実施するための人件費等に対して補助を行った。
・補助金支給園 ２園
・補助金支給額　                       １,８８６千円

１２，４１１

決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 道路・交通事情等により通学に危険等が生じる遠距離通
学等児童生徒に対してスクールバス等を運行することで、
安全な通学環境を整備した。
（概要）
・利用人数(計)：１２１人
・伊勢宮川中学校スクールバス運行業務委託等(７７人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２，０９３千円
・二見浦小学校スクールバス運行業務委託等(４４人)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８，４９４千円
・沼木地区自主運行バス運行業務委託(交通政策課執行)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６１７千円
・土地借上料 　　　　　　　　　　　　　　 １２２千円

通学安全対策事業 ４１，３２６

５４

学校統合推進室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

小中学校の適正規模化・適正配置を推進するため、第１
期統合対象校の地域住民に対する説明や統合準備会の開催
等を行った。
　・消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　５千円
　・印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　４９千円

小中学校適正規模
化・適正配置推進
事業
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決算書
2        頁

179

3

    （単位  千円）

決算書
       頁

177

1

 １． 子どもたちが音楽や美術・科学等に触れる機会を支援
し、また、成果を発表する場を設けることにより、児童生
徒の学習意欲を高めるとともに豊かな感性を養った。
○科学創作展
・内容　　：児童生徒の科学的な作品や創意工夫し
　　　　　　た創作的な作品を、Ｗｅｂ上で一般に
　　　　　　公開した。
・委託先　：伊勢市科学創作教育振興会
・開催期間：令和２年９月９日～９月２３日
・開催方法：オンライン開催
・委託料　：１３４，８９１円
○教育美術展
・内容　　：児童生徒の絵画、工作、書写作品を、
　　　　　　Ｗｅｂ上で一般に公開した。
・委託先　：伊勢市教育美術展運営委員会
・開催期間：令和３年１月１８日～１月２９日
・開催方法：オンライン開催
・委託料　：１９８，９７９円
○伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
・内容　　：生徒による合唱・吹奏楽・太鼓の演奏
　　　　　　を録画したＤＶＤを作成し、出演生徒
　　　　　　に配付、出演団体や授業等で鑑賞を行
　　　　　　った。
・委託先　：伊勢市中学校連合音楽演劇発表会
・撮影期間：令和２年１０月１８日～１１月１１日
・撮影場所：各学校体育館等
・委託料　：４６３，６５０円
●伊勢まつり「小学生連合鼓笛隊パレード」「中学生吹奏
楽演奏会」、伊勢市小学生演劇鑑鑑賞会については、新型
コロナウイルス感染症の影響により中止。

学校行事開催事業 ７９８

決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 令和５年４月移転に向け、校舎等の設計、統合校建設用
地の取得及び造成工事を行った。

　・建築確認申請等手数料　　　　　　１，６７８千円
　・建築設計業務委託　　　　　　　７８，２１８千円
　・土木設計業務委託　　　　　　  ２９，９４３千円
　・造成工事　　　　　　　　　　  ６２，４６０千円
　・土地購入費　　　　　　　　　４７８，２８６千円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　  　７７９，２５６千円
　・造成工事
　・土地購入費
　繰越予算額　　　　　　　　　　１１９，３１７千円
　・建築、土木設計業務委託

【過去２ヵ年度の実績】
　令和元年度からの新規事業
　令和元年度　　　　　　　　　　　４５，９７０千円
　・建築、土木設計業務委託

【事業を取りまく状況等】
　・二見地区統合保育園と同時期に津波浸水区域外
　　へ移転予定

学 校 教 育 課

決 算 額 施 策 の 成 果

事 業 名

二見地区小中学校
整備事業

６５０，５８５

事 業 名
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決算書
1        頁

177

2
2

177

3
3

177

4
4

179

5
5

179

6

 ５．

 ２． 地域人材や学生を、学習支援員等として活用すること
で、学習環境の整備に努め、個に応じたきめ細かな支援や
指導を行うことができた。
【学習支援員・看護師】
○配置および活動状況（令和３年３月３１日現在）
　小学校２３校　５８人  中学校　８校　１２人
【教育支援ボランティア】
○登録者数　１２４人（令和３年３月３１日現在）
○活動人数　１０５人（令和３年３月３１日現在）
  内訳（学習支援５４人、部活動支援２４人、
       学校図書館支援１５人、 保育活動補助９人、
　　　 日本語支援３人）
○活動回数　３，８５２回
【学校安全ボランティア】
○登録者数　６４６人
（小学校２３校、中学校１校：各校区で随時活動）

決 算 額 施 策 の 成 果

学校教育支援事業

　

キャリア教育の一環として、働くことの意義･目的を学
び、職業観・勤労観を育てるために、中学２年生を対象と
して３日間の職場体験学習を実施しているが、コロナウイ
ルス感染症の予防のため、実施できなかった。
しかし、各校において工夫し、伝統工芸の体験活動を

行ったり、講師を招聘し体験談を聞く機会を設けたりし
た。また、生徒が職業インタビューをし、個人新聞を作り
冊子を作成する取組も行われた。

 ４．

事 業 名

１３１，２１７

通学安全対策事業 ８，７２５

 ６． 目標基準準拠検査（ＣＲＴ）を小中学校で実施し、個に
応じたきめ細かい指導に生かすことができた。
　小学校２年生～５年生　国語、算数
　中学校１・２年生　　　国語、数学

また、研究校を指定し、課題解決に向けた計画的・継続
的な実践研究を行い、授業改善を促進することができた。

学力向上推進事業

未来へチャレン
ジ！職場体験推進
事業

 ３． 子ども一人ひとりの教育的ニーズに応じた適切な支援を
行うために、特別支援教育体制整備をすすめた。専門家
（臨床心理士・特別支援学校教諭等）による市内保幼小中
への巡回相談や、教職員の研修会を実施した。

授業のユニバーサルデザイン化推進事業においては、す
べての児童生徒にとっての「分かる、できる」を保障する
授業づくりを小学校３校で実施した。

特別支援教育推進
事業

３４２

〇遠距離その他の事由により徒歩による通学が困難な児童
について、その通学に要する交通費を支給し、児童の通学
上の安全確保を図った。なお、平成２９年度から次年度分
の通学定期券の現物支給を行っている。
・令和２年度通学分　　　　４１，６００円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（８名）
・令和３年度通学分　３，８８５，６００円
　　　　　　　　　　　　　　　（１９８名）
〇路線バス通学をしている児童について、新型コロナウイ
ルス感染症対策のため、バスを増便した。
・委託先　：三重交通株式会社
・委託期間：令和２年６月１９日
　　　　　　～令和３年３月３１日
・契約単価：１台１運行　２７，５００円（税込）
・委託料　：４，６７５，０００円
　　　　　　（１７０日×２７，５００円）
〇路線バス及びスクールバスを利用して通学をしている児
童について、新型コロナウイルス感染症対策として、携帯
用手指消毒液を配布した。

７１４

７，４１０

- 114 -



決算書
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179

7
7

179

8
8

179

9
9

179

10
10

179

11
11

179

12

スクールカウンセ
ラー活用事業

５４９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ８． スクールカウンセラーへの相談は、人間関係に関する相
談が最も多く、不登校やいじめ、学習関係等多岐にわたっ
ている。令和２年度については、特に新型コロナウィルス
感染症に係る学校からの緊急派遣要請が増加し、複数の学
校に緊急派遣を行った。

 11． 経済的理由により修学が困難な大学又は高等学校等に在
学する学生、生徒に奨学金を支給し、奨学生の学費の負担
を軽減するとともに、社会に貢献する有用な人材の育成に
努めた。
　県外大学：１０人　　県内大学：　７人
　公立高校：２０人　　私立高校：１１人 計４８人

奨学金育英事業 ３，９９７

 ９．
部活動指導員配置
事業

 10． 子どもたちの豊かな心を育む体験交流活動を推進するた
め、「子どもたちとつくるやさしいまち伊勢市」推進事業
については幼稚園１園・小学校１２校・中学校６校に、
「きらり自然体験活動」推進事業については小学校３校に
委託を行った。「助産師、保健師等の講話によるいのちの
学習」については推進校中学校２校にて実施した。

【当初予算における内容・計画】
　当初予算額　４，４４８，０００円
・「子どもたちとつくるやさしいまち伊勢市」
　　小学校１２校、中学校５校、幼稚園３園
・「きらり自然体験活動」
　　小学校３校
・「ふれる・つくる・かんじる自然体験プログラム」小中
学校３校
・「助産師、保健師等の講話によるいのちの学習」
　　中学校６校
・「いのちの授業、赤ちゃんとのふれあい交流体験プログ
ラム」中学校４校

【過去２ヵ年度の実績】
令和２年度の新規事業

【事業を取りまく状況】
新型コロナウイルス感染症の影響により活動が制限される
ものもあったが、コロナ禍でも行える活動を工夫して実施
することができた。小学校ではゲストティーチャーを招い
ての学習が定着してきている。

豊かな心を育む体
験交流活動推進事
業

１，９０６

 ７． 児童生徒が生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな
人間性を育む基礎を作ることを目的に、学校・家庭・地域
が連携しそれぞれの学校・地域の特色を活かした食育の取
組を実施した。

食育推進事業 ３７２

市立中学校に部活動指導員を５名配置し、部活動指導体
制の充実を推進し、部活動を担当する教員の負担軽減・支
援を行った。

２，７１４

 12． いじめ防止等に資する対策を効果的に進めるため、「い
じめ防止対策推進法」及び「伊勢市いじめ防止基本方針」
に沿って会議･研修会を実施し、関係機関や各小中学校と
の連携を図った。いじめ等による新規不登校児童生徒の抑
制へ向けた未然防止・初期対応の取組を全中学校区で行
い、小中連携を図った。

いじめ防止対策推
進事業

７９
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 13． 例年、小学生ちょこっと英語体験、中学生英語スピーチ
コンテストを行い、児童生徒が様々な形で外国語に関わる
ことができる機会を設けているが、今年度はコロナウイル
ス感染症の予防のため、実施できなかった。年間を通じて
就学前教育保育施設へＡＬＴの派遣を行うとともに、英語
検定チャレンジ事業に関しては、受験料の補助を行い、た
くさんの生徒児童が受験をした。

【当初予算における内容、計画】
当初予算額　１４，１６５，０００円
・小学生ちょこっと英語体験
・中学生英語スピーチコンテスト
・小学校外国語活動研究指定
　　小学校２校を指定し、ＡＬＴを各校１名配置。
　　新学習指導要領による外国語の教科化に対応
　　するために研究をすすめる。
・就学前教育保育施設へのＡＬＴ派遣
・英語検定チャレンジ事業（１，５４５人）
　　準１級　　　５人
　　  ２級　　４５人
　　準２級　２１０人
　　　３級　４６０人
　　　４級　４１５人
　　　５級　４１０人

【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度　１２，２０８，０００円
・小学生ちょこっと英語体験
　　１回につき２４名参加。４回開催。
・中学生英語スピーチコンテスト
 　 市内各校代表１７名の中学生が参加
・小学校外国語活動研究指定
　  小学校２校を指定し、ＡＬＴを２名配置。
・就学前教育保育施設へのＡＬＴ派遣
・英語検定チャレンジ事業（１，２１７人）
　　準１級　　　５人
　　  ２級　　２２人
　　準２級　１５２人
　　　３級　３４６人
　　　４級　３７１人
　　　５級　３２１人

平成３０年度　１１，３６５，０００円
・小学生ちょこっと英語体験
　　４回開催。合計７６名が参加
・中学生英語スピーチコンテスト
 　 市内中学生１６名の中学生が参加
・小学校外国語活動研究指定
　  小学校２校を指定し、ＡＬＴを２名配置。
・英語検定チャレンジ事業（１,００２人）
　　準１級　　　２人
　　　２級　  ３０人
　  準２級　１３２人
　　  ３級　３３０人
  　　４級　２７３人
　　　５級　２３５人
　
【事業を取りまく状況等】

将来、子供たちの生活環境は、今以上に英語力が求めら
れる社会となる。今後も英語が身近にある環境を作るとと
もに、コロナウイルス感染症の予防対策を徹底し、事業を
実施していく必要がある。

エンジョイイング
リッシュ事業

１１，１７２
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179
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15

179

16
16

179

17
17

179

18
18

179

19
19

181

20

 14． 英語を母語とする人材やそれと等しい環境で英語を身に
つけた人材を雇用し、中学校の英語科及び小学校の外国語
活動等で、担当教員が行う授業の補助を行った。ＪＥＴプ
ログラムによる雇用５名と市直接雇用１２名の計１７名を
中学校、小学校や就学前教育保育施設に派遣した。(内２
名はエンジョイイングリッシュ事業)

ＡＬＴ活動事業

 20．

６５，３４３

施 策 の 成 果事 業 名 決 算 額

 16． 伊勢市オリジナルブックリスト「読書ツアー（低学年
用）」を小学１年生に（２，３年生には配付済み）、「読
書ツアー（高学年用）」を小学４年生に（５，６年生は配
布済み）配付し、読書意欲の向上を図った。

読書大好キッズプ
ロジェクト事業

８６７

 15． 市立全小中学校の図書館に司書資格を有する図書館ス
タッフを配置し、図書館業務のスムーズな管理運営、児童
生徒へのオリエンテーション、読み聞かせ等、学校図書館
活動の活性化を図った。

学校図書館活性化
支援事業

２７，１０８

臨時特例奨学金育
英事業

１９，２８８

 19． 新型コロナウイルス感染症の影響により、各小学校が計
画していた修学旅行が延期及び行先変更したことによる
キャンセル料を補填し、保護者の経済的負担軽減を図っ
た。

修学旅行等キャン
セル料負担金

２，１１７

 17． 新型コロナウイルス感染症の影響により経済的に困窮す
る家庭に対し、就学援助制度の要件緩和及び拡充を行っ
た。
・支給人数　小学校９９人、中学校４１人

また、新型コロナウイルス感染症に伴う学校臨時休校に
より、給食が停止し、その間の昼食費が家計に著しく負担
となった準要保護児童生徒認定世帯及び特別支援教育就学
奨励費支弁該当者に対して、伊勢市新型コロナウイルス感
染症対策小中学生家庭応援事業として昼食費支援を行っ
た。
・支給人数（準要保護）　　１,３５０人
　支給人数（特別支援教育）　 １４２人

小中学生家庭応援
事業

２５，６９６

 18． 新型コロナウイルス感染症の影響により経済的に困窮す
る学生・生徒に対し、臨時特例奨学金として資格の拡充及
び要件緩和を行った。
　県外大学：５４人　　　県内大学：３８人
　公立高校：５９人　　　私立高校：３６人
　県外専修学校：７人　　県内専修学校：１９人
　計２１３人

新型コロナウイルス感染症による臨時休校に伴う授業時
間数確保のため、夏季・冬季・学年末休業を短縮するにあ
たり、各校における教育体制を支援するため、学習支援
員、給食調理士を配置した。また、心臓検診業務延期に伴
う検診業務補助員の確保を行った。

小中学校教育体制
支援事業

１２，４９２
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（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）４．教育研究所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

504,355 259 125,500 49,812

    （単位  千円）

決算書
       頁

181

1
1

181

2
2

181

3
3

181

4
4

181

5

325,270

教 育 研 究 所

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

教育研究研修推進
経費

１，６４９

1,005,196 一般財源

1,092,072 決 算 額 の 財 源 内 訳

 ３． 小中学生の教育、いじめや不登校等の問題について、学
校や保護者等からの相談に対し、教育コンサルタントが電
話や面接等により対応するとともに、状況に応じ学校訪問
を行った。さらに、児童生徒・保護者を対象に、臨床心理
士によるカウンセリングを実施し、専門的かつ継続した指
導及び心のケアを図った。
・教育相談件数　　　　　３１３件
・カウンセリング　　１，３１９件

カウンセリング
ルーム総合推進事
業

２３，８４１

 ２． いじめや不登校の早期発見・早期対応・未然防止のため
「子どもの人間関係づくり」の研究を行った。全小中学校
で、よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート
（ｈｙｐｅｒ―ＱＵ）を実施し、その結果・分析に基づい
た研修会を行い、学級集団づくりを支援した。また、非常
勤講師を配置し研究体制の強化を図った。
・非常勤講師の配置　　小中学校３３校

子ども輝き生き活
き総合推進事業

４４，６６１

 １． 教育に関する今日的、将来的な課題について研究を進め
るとともに、オンライン形式により教職員対象の研修講座
を開催し、市内保幼小中学校の教育力向上を図った。
・研究　　　　　４件
・研修講座　　１４講座

 ４． 不登校や登校しぶり等、学校に行きたくても行けない児
童生徒の社会的自立に向けた学校復帰を目的に、教育支援
センターＮＥＳＴでは、個に応じた生活や学習の指導及び
支援を行った。また、学校にも教育支援センターにも行け
ない児童生徒への支援を充実させるため、教職経験のある
教育コンサルタント２名を配置し、児童生徒、保護者及び
学校の支援体制を充実させた。
・通級児童生徒数　　        １９名
・相談件数(述べ件数)　１，３１３件
 (電話 ７８０件、来所 １８２件、学校訪問 ３５１件)

不登校対策子ども
未来サポート総合
推進事業

１０，０３４

 ５． ・研究委託校（桜浜中学校）及び、研究指定校（桜浜中学
校を除く市内中学校９校）にて、タブレット端末を中心に
ＩＣＴ機器を活用した授業改善についての研究を行った。

特に、研究委託校においては、公開授業研究会および協
議会を実施した。
・市内全ての公立小中学校におけるＩＣＴを活用した授業
実践をとりまとめた実践報告書を作成した。

スクールイノベー
ション推進事業

２９９
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事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

市内全小学校において、５年生を核の学年として１人１
台のタブレット端末を貸与し、持ち帰り学習や授業実践を
行った。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　　46,530千円
・実証研究用タブレット端末賃借料
・総合学力調査実施委託料　等
【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度　１９，０８２千円
・タブレット端末賃借料
※令和元年度からの新規事業
【事業を取りまく状況等】

新学習指導要領において、情報活用能力が、言語能力等
と同様に「学習の基盤となる資質・能力」として位置付け
られたことと、文部科学省のＧＩＧＡスクール構想を実現
するために、タブレット端末の活用研究は必要である。

（次世代ICT教育総合推進事業）
文部科学省のＧＩＧＡスクール構想に基づき、高速大容

量の無線ネットワークを整備した。
・小中学校に高速大容量の無線ネットワークを整備
・無線ネットワークの整備に伴う既存ネットワークの
　設定変更　等

GIGAスクール環境
整備事業

２３６，９４４

 ７．

 ６． 教育用コンピュータの整備を進めることにより、次世代
型学習環境を構築し、児童･生徒の情報活用能力の向上及
び校務の軽減・効率化を図った。
・電子黒板（３６台）
・中学校指導者用デジタル教科書
・プログラミング教育用教材
・学習ソフト等ライセンス料　等

新学習指導要領において、情報活用能力が、言語能力等
と同様に「学習の基盤となる資質・能力」として位置付け
られていることと、文部科学省のＧＩＧＡスクール構想を
実現するために、学校のＩＣＴ環境整備が必要である。

ICT教育環境整備事
業

１８，５５２

　

 ９． （新型コロナウイルス感染症生活支援事業）
文部科学省のＧＩＧＡスクール構想に基づき、令和元年

度に導入した１学年分を除く全児童生徒分のタブレット端
末及び周辺機器を整備した。
・タブレット端末
・タブレット保管庫
・貸出用モバイルＷｉ－Ｆｉルーター　等

GIGAスクール環境
整備事業

５１３，５２６

ICT活用実証研究事
業

４５，７２６

 ８．
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181

10
10

181

11

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）５．人権教育費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

168

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1
1

183

2
2

183

3

（款）11．教育費　（項）１．教育総務費　（目）６．教育集会所費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

34,645 決 算 額 の 財 源 内 訳

事 業 名

 11． 新型コロナウイルスへの不安や学校生活の変化による児童
生徒の心のケアのため、非常勤講師を配置し、学級担任等
によるカウンセリング体制を強化した。

カウンセリング体
制強化事業

１３，１８６

33,535

学 校 教 育 課

 10． 新型コロナウイルス感染症対策として、学校の臨時休業等
の非常時に備え、市立小中学校の全クラスにおいて遠隔授
業が行える環境を整備した。また、中学生を対象にオンラ
イン学習システムを導入した。

家庭学習環境整備
事業

１８，８４１

 ２． 人権教育の先進的な取組を学ぶために、研修につながる
最新の情報や資料を得た。「人権の芽（１,０５０冊）」
を作成・印刷し、各学校へ配布するとともに活用を促すこ
とで、人権学習の推進に努めた。

人権教育推進一般
経費

８２

4,356

学 校 教 育 課

33,703 一般財源

決 算 額 施 策 の 成 果

施 策 の 成 果

 １． 人権教育に関わる事業の充実を図るため、人権教育の研
究や研修会の開催などを伊勢市人権・同和教育研究会に事
業委託し、市立各小中学校等の加盟団体にて、レポートに
よる実践の交流や研修会の開催、人権教育のカリキュラム
の研究等が行われ、成果として研究紀要が発行された。

事 業 名 決 算 額

4,932 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,356 一般財源

人権教育研究委託
経費

３４７

 ３． 中学校区を単位とした人権教育推進事業を中心に、各学
校での取組の充実に向けて、年間を通した計画的な取組が
実施できるよう事業を展開した。市の委託事業として４中
学校区に研究指定を行い、人権教育の公開授業等を通して
校区の連携強化を図った。また、市立全小中学校で取り組
んだ人権作文をもとに、各校で人権フォーラムを実施し、
人権学習の推進を図った。

人権教育子ども輝
きプラン総合推進
事業

６５７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 子ども人権スクールを開催し、市内小中学生に人権学習
の場と機会を提供した。また、小中学校への出前学習や教
職員研修を実施し、人権教育の推進に努めた。

教育集会所人権教
育事業

２１８
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決算書
1        頁

183

2

（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）１．小学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

20,475 25,100 1,403

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1
1

185

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

183

1

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

471,716 決 算 額 の 財 源 内 訳

426,305 一般財源

　

 ２． 教育集会所を管理運営するために、人権教育指導員（４
名）を配置するとともに、光熱水費・消耗品費・備品費・
法定点検費等を支出し、利用者（市内小中学生や市民）が
安全快適に利用できるように体制を整えた。

教育集会所管理経
費

４，１３８

施 策 の 成 果

 １．

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

379,327

小学校施設の安全面、衛生面の機能充実及び施設機能の
維持等の整備を行った。
（概要）
・【繰越】トイレ改修工事（厚生小、城田小、御薗小、
　　　　　四郷小、）　　 　　　　　 ２８，３０３千円
・トイレ改修工事（中島小、上野小、東大淀小、小俣小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０，００４千円
・駐車場整備工事（明倫小、東大淀小）　４，２６６千円
・教室掲示板設置工事（進修小）　　　　　　８３３千円
・照明設置工事（修道小）　　　　　　　１，０４４千円
・排水管改修工事（修道小）　　　　　　１，１００千円
・下水道接続工事（浜郷小）　　　　　　３，０８３千円
・防水改修工事（明野小）　　　　　　　６，０３９千円
・特別支援教室ほか改修工事（明野小）　３，７６８千円

小学校整備事業 ５８，４４０

 ２． 小学校施設の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策と
して、網戸設置による換気対策、保健室の自動水栓化、大
規模校において日常の消毒作業、感染者発生に伴う緊急消
毒作業を行った。
（概要）
・網戸設置工事（小学校施設２０校）　１１，３０９千円
・保健室自動水栓取替工事（小学校施設１９校）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８４８千円
・大規模校消毒作業（有緝小、小俣小、明野小）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，０６８千円
・緊急消毒作業（小学校施設３校）　　　　　９８７千円

小学校感染防止対
策事業

１４，２１２

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

５８２
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）２．小学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,780

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1
1

185

2
2

　
185

3

107,980

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

112,501 決 算 額 の 財 源 内 訳

109,760 一般財源

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　２３校（市立小学校全校）
・整備額　９，４５８，１９６円

学校図書館充実経
費

９，４５８

 １． ○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
・整備校　２３校（市立小学校全校）
・整備額　１３，６１１，６２９円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品

科学技術教育の基盤となる小学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　２校（宮山小学校ほか１校）
・整備額　１１９，４６０円
○特別支援教育設備整備

新設または増設された特別支援学級において、障がいに
適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　４校（小俣小学校ほか３校）
・整備額　４４４，６６０円

小学校教材整備経
費

１４，１７６

 ３． 経済的理由により、就学困難な児童に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。な
お、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度新入
学予定児童から、入学前の３月に支給している。
・令和２年度在校生支給人数　　７３０人
　 (要保護　 ２人、準要保護 　７２８人）
・令和３年度入学予定者入学前支給人数　　１０６人
 　(準要保護)

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

５２，３１７
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（款）11．教育費　（項）２．小学校費　（目）３．小学校建設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,700 6,176 2,604,700 40

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1

　

学校統合推進室

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

2,638,333 一般財源

18,717

2,671,980 決 算 額 の 財 源 内 訳

 １． 令和３年４月開校に向け、神社・大湊統合小学校（みな
と小学校）の統合校校舎の建設工事等を行った。

　・通信回線架設料　　　　　　　　　　　　２３千円
　・建築確認申請等手数料　　　　　　　　９０４千円
　・引越等業務委託　　　　　　　 　 ４，９５２千円
　・ネットワーク配線等業務委託　　　４，１３４千円
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（令和元・２年度継続費）２，３０８，１３４千円
　・グラウンド等整備工事　　　　１４９，０３０千円
　・グラウンド等舗装工事　　　　１１０，５０７千円
　・植栽工事　　　　　　　　　　　　４，８３６千円
　・屋外倉庫建設工事　　　　　　　２１，０１０千円
　・敷地内道路等整備工事　　　　　１６，１３７千円
　・統合校備品購入費　　　　　　　１３，３９３千円
　・水道加入金・下水道受益者負担金　３，９３２千円
　・みなと小学校木育家具製作負担金　１，３４１千円

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　　　　　　　　２，３８７，３８９千円
　・通信回線架設料
　・建築確認申請等手数料
　・引越等業務委託
　・ネットワーク配線等業務委託
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（令和元・２年度継続費）
　・グラウンド等整備工事
　・植栽工事
　・屋外倉庫建設工事
　・敷地内道路等整備工事
　・統合校備品購入費
　・水道加入金
　・みなと小学校木育家具製作負担金
　・下水道受益者負担金
　・支障物件移転補償
　繰越予算額　　　　　　　　　　３２９，３４２千円
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（令和元・２年度継続費）

【過去２ヵ年度の実績】
　平成３０年度　　　　　　　　　　７０，３２１千円
　・造成工事（平成３０・令和元年度継続費）
　・支障物件移転補償
　令和元年度　　　　　　　　　　６８１，１２２千円
　・建築確認申請等手数料
　・造成工事（平成３０・令和元年度継続費）
　・校舎、屋内運動場建設工事及び監理業務委託
　　（令和元・２年度継続費）

【事業を取りまく状況等】
　・津波浸水対策として、校舎及び屋内運動場の
　　嵩上げを行う。

神社小学校・大湊
小学校統合校整備
事業

２，６３８，３３３
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）１．中学校管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

13,216 31,900 694

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1
1

187

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

185

1

施 策 の 成 果

 １． 学校評議員から学校運営に関しての助言や地域の情報を
得て、校長は学校運営に生かし、特色ある学校づくりや地
域や社会に開かれた学校づくりに努めた。

学校評議員設置経
費

２２２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

259,617 決 算 額 の 財 源 内 訳

245,579 一般財源

199,769

教 育 総 務 課

 １．
中学校整備事業 ３８，０７４

 ２． 中学校施設の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策と
して、網戸の設置による換気対策、保健室の自動水栓化、
大規模校において日常の消毒作業、感染者発生に伴う緊急
消毒作業を行った。
（概要）
・網戸設置工事（中学校施設９校）　　　４，６４３千円
・保健室自動水栓取替工事（中学校施設９校）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８３千円
・大規模校消毒作業（小俣中）　　　　　　　３６７千円
・緊急消毒作業（中学校施設１校）　　　　　３１６千円

中学校感染防止対
策事業

５，８０９

中学校施設の安全面、衛生面の機能充実及び施設機能の
維持等の整備を行った。
（概要）
・【繰越】トイレ改修工事（倉田山中、港中、城田中）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７，７１０千円
・グラウンド改修工事（小俣中、港中）２０，３６４千円

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額
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（款）11．教育費　（項）３．中学校費　（目）２．中学校教育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,255

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1
1

187

2
2

187

3

62,469 決 算 額 の 財 源 内 訳

60,518 一般財源

 ２． 学校図書館がその機能を充分に発揮できるよう、学校図
書館の充実を図った。
・整備校　１０校（市立中学校全校）
・整備額　６，６６３，８８７円

学校図書館充実経
費

６，６６４

○一般教材備品
教育現場で必要とする教材及び著しく老朽化した教材を

整備した。
・整備校　１０校（市立中学校全校）
・整備額　８，３１９，１２２円
○理科教育振興法に基づく理科教材備品

科学技術教育の基盤となる中学校における理科教育のた
めの設備(理科教育振興法に基づく）を国の補助を受け整
備した。
・整備校　５校（倉田山中学校ほか４校）
・整備額　１，６０５，２３０円
○特別支援教育設備整備

新設または増設された特別支援学級において、障がいに
適応した教育を実施するために必要な教材を整備した。
・整備校　１校（城田中学校）
・整備額　１９３，９５０円

中学校教材整備経
費

１０，１１８

59,263

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

 ３． 経済的理由により、就学困難な生徒に学用品費、修学旅
行費、学校給食費等を給与し、必要な援助を行った。な
お、新入学児童生徒学用品費について、平成２９年度新入
学予定生徒から、入学前の３月に支給している。
・令和２年度在校生支給人数　　４０７人
　(要保護　３人、準要保護　４０４人）
・令和３年度入学予定者入学前支給人数　　１２７人
 （準要保護）

要保護及び準要保
護児童生徒援助事
業

４２，２９４
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（款）11．教育費　（項）４．幼稚園費　（目）１．幼稚園費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

34,513 450

    （単位  千円）

決算書
       頁

187

1
1

187

2

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）２．社会教育推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,684 585 53,500 18,070

    （単位  千円）

決算書
       頁

189

1

181,282 決 算 額 の 財 源 内 訳

172,076 一般財源

215,976 決 算 額 の 財 源 内 訳

137,113

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． ①幼稚園施設の新型コロナウイルス感染症拡大防止対策と
して、網戸の設置による換気対策を行った。
（概要）
・網戸設置工事（幼稚園施設３園）　　　　　６１７千円
②私立幼稚園網戸設置補助金 幼稚園施設の新型コロナウ
イルス感染症拡大防止対策として、網戸の設置による換気
対策を行う私立幼稚園に対して補助を行った。
（概要）
・補助金支給園　　　　　　　　　　　　　　　　　３園
・補助金支給額　        　　　　　　　　　８９３千円
③公立幼稚園に対して、新型コロナウイルス感染症拡大防
止対策として、空気清浄機や消毒液等の整備を行った。
                                       ２,７４７千円

幼稚園感染防止対
策事業

４，２５７

 １． 既設空調設備が、設置から４０年以上が経過しており老
朽化が著しいため改修した。
（概要）
・空調設備改修工事　　　　　　　 　 ３３，７３０千円
　（債務負担行為）
　　契約額　５６，２１０千円
　　　令和元年度　２２，４８０千円
　　　令和２年度　３３，７３０千円

小俣幼稚園空調設
備改修事業

３３，７３０

189,701 一般財源

　社会教育委員兼公民館運営審議会
　・委員数　１１人
　・会議　関係事業の実施状況等についての審議
　・委員研修　第５１回東海北陸社会教育研究大会等は
　　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止。

社会教育推進事業

115,862

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．
２２０
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決算書
1        頁

189

2
2

189

3
3

189

4
4

189

5

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）３．文化振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

5,657 723 44,783

    （単位  千円）

決算書
       頁

189

1
1

189

2

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． 地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で健やか
な活動場所を確保するため、「放課後子ども教室」を実施
した。

事業実施にあたって、伊勢文化サークル協会の協力を得
て、子どもたちに様々な体験・活動を提供した。
　・名　称　「放課後子ども教室」
　（伊勢市における呼称：いせ子どもチャレンジ教室）
　・実施講座数　２４講座
　（受講者　連携型２３０人、一体型１３０人）

放課後子ども教室
運営事業

１，１５９

伊勢市生涯学習センターの令和２年度分指定管理施設利
用料等減収分負担金として１，１４２，０００円を特定非
営利活動法人まなびの広場へ支出した。

１，１４２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． サーモグラフィカメラ及び手指消毒用オートディスペン
サーの整備を行った。また、換気を目的に一部の窓に網戸
を設置し、手洗い後に水栓に触れる必要がないよう、水栓
の取替を行い、感染防止対策の徹底を図った。
　【実施内容】
　・サーモグラフィカメラ　２台
　・消毒用オートディスペンサー　６台
　・網戸設置工事　３５箇所
　・水栓取替工事　２４箇所

生涯学習施設感染
防止対策事業

２，３００

86,834

 ２． 生涯学習の学習機会と学習場所を提供するため、二見・
小俣・御薗の各公民館等で、生涯学習講座を開催した。
　・生涯学習講座内訳
　　二見公民館　７講座（受講者１０３人）
　　小俣公民館　８講座（受講者９５人）
　　御薗公民館　９講座（受講者１０８人）

　伊勢文化サークル協会活動への補助
生涯学習サークルの集合体である伊勢文化サークル協会

の活動に補助を行った。

生涯学習推進事業 １，４８７

 １． 市民が身近な施設で文化芸術を鑑賞できる機会として、
（公社）落語芸術協会との共催により「芸協らくご・伊勢
おかげ寄席」を開催した。

文化芸術鑑賞事業 ２０１

 ５．
生涯学習施設指定
管理運営維持負担
金

文 化 政 策 課

 ２． 子どもたちの豊かな心と感性を育むとともに、次世代へ
の文化の継承を図るため、箏、ダンス、いけばな等の文化
芸術体験講座を小中学校において実施した。また、日本の
伝統的な文芸の形式である短歌・俳句を用い、瑞々しい感
性で世界に伊勢市の魅力をＰＲしてもらいたいとの思いを
込め、小中学生を対象に短歌と俳句の作品公募を行った。

次世代のための文
化芸術推進事業

６９０

決 算 額 の 財 源 内 訳

76,828 一般財源

25,665
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決算書
2        頁

191

3
3

191

4
4

191

5
5

191

6
6

191

7

文化財保存整備事
業補助金

７，０８１

 ４． 伊勢市内で伝承されている指定無形民俗文化財等の連綿
とした保存継承を支援するため、補助金の交付を行った。
交付団体数　　馬瀬町狂言保存会外　９団体

指定無形民俗文化
財等保存継承事業
補助金

８００

保存管理活用計画に基づき史跡の再整備を図るため、新
たな公有地に残存する建物の解体工事を施工した。また、
旧豊宮崎文庫と市天然記念物オヤネザクラの概要と文化財
保護の大切さを知ってもらうために史跡見学会を開催し
た。

旧豊宮崎文庫整備
活用事業

９，７８１

事 業 名

 ３． 指定文化財等の適正な保存管理を図るため、補助金を交
付した。
【令和２年度対象事業及び市補助金決算額】
○国史跡離宮院跡環境整備事業
・補助事業者　官舎神社氏子総代会
・補助金　　　１５５千円
○史　旧林崎文庫　史跡等総合活用整備事業
・補助事業者　宗教法人　神宮
・補助金　　　３，９１４千円
○国登　麻吉旅館聚遠楼ほか２件美観向上整備事業
・補助事業者　有限会社　麻吉
・補助金　　　２，９４８千円
○市天然記念物旭町のアイナシ環境整備事業
・補助事業者　個人
・補助金　　　６４千円

決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 市内の指定文化財や史跡等に対し、文化財案内板を設置
することにより、その所在を明らかにし、来訪者への周知
を図った。令和２年度は、新規案内板１件を設置し、既存
案内板１件を建替えた。また、外国人観光客に対応するた
め、既設案内板１２件分の読み取りＱＲコードステッカー
の再貼付及び、新たに２件の英語訳を実施した。

文化財案内板設置
事業

１，４０６

 ６．

 ７． 賓日館は市が所管する文化財（国の重要文化財）であ
り、誘客施設としても活用されている。

令和２年度は、建物の耐震診断と耐震補強案の策定を
行った。耐震診断と補強案策定にあたっては旧賓日館保存
整備委員会を開催し、指導を受けながら実施した。また、
建物等の維持管理のために修繕工事等を施行した。
【当初予算における内容、計画】
当初予算額　13,085,000円
・耐震診断・補強案策定業務
・委員報酬・旅費・食糧費等
・講師報償金・旅費
・修繕料
・木塀調査・設計業務委託
【過去２ヵ年度の実績】
令和元年度からの新規事業
令和元年度　18,591,337円
・耐震診断・補強案策定業務
・委員報酬・旅費・食糧費等
・修繕料
【事業を取りまく状況等】

今後、耐震補強案に基づき、倒壊による人的被害を出さ
ないように十分な安全性が確保でき、また、文化財的価値
が損なわれない耐震性能を確保した耐震補強工事を行う必
要がある。

賓日館保存事業 １３，８６７
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決算書
7        頁

191

8
8

191

9

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）４．青少年育成費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1
1

193

2
2

193

3

5,362 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,738 一般財源

 ９． 新型コロナウイルス感染症の影響により利用料金収入が
減少した指定管理者に対して、減収分の一部を補填した。
２件　５２６千円

文化施設指定管理
運営維持負担金

５２６

 ８． 不特定多数が利用する文化施設における新型コロナウイ
ルス感染防止対策として、消毒液用オートディスペン
サー、網戸等の設置、水栓の取替を行った。

文化施設感染防止
対策事業

８７３

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

4,738

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 青少年の保護及び健全な育成のため、広報・啓発及び調
査研究等、青少年健全育成の推進に必要な事業を伊勢市青
少年育成市民会議に委託し、各中学校区単位（10中学校
区）で組織された青少年健全育成協議会と連携した。コロ
ナ禍で活動が制限される中、創意工夫を重ね地域主導型に
よる青少年健全育成活動に取り組んだ。

青少年健全育成推
進事業

１，２８２

　

 ３． 青少年の非行について、早期発見、早期指導及び青少年
に関する相談並びに情報の収集、資料の整備などを行い、
関係機関及び団体等との協力体制を確立し、合同活動の拠
点として青少年の非行防止を図り、健全な育成に寄与する
ことを目的に、運営を行った。

相談センター管理
運営事業

１，１３５

 ２． 市内の各中学校区から推薦を受けた新成人代表（２６
人）による「新成人のつどい実行委員会」を設置し、自ら
企画・運営を行い、「新成人のつどい」を３部制で実施し
た。
　開催日：令和３年１月９日（日）
　場所：シンフォニアテクノロジー響ホール伊勢
　参加者数：１，００３人（参加率８３．３％）

成人式開催事業 ２，３２１
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（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）５．図書館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,647 2,472

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1
1

193

2
2

193

3

（款）11．教育費　（項）５．社会教育費　（目）６．観光文化会館費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

349 997

    （単位  千円）

決算書
       頁

193

1
1

193

2

188,896 決 算 額 の 財 源 内 訳

183,596 一般財源

179,477

社 会 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 赤ちゃんと保護者に「絵本」と「絵本を楽しむ体験」を
プレゼントする活動。赤ちゃんと保護者が、絵本を介し
て、心ふれあう時間を持つきっかけを届ける。対象赤ちゃ
んに絵本２冊とアドバイス集が入ったブックスタートパッ
クを図書館や１歳６か月児健診時に配付した。
　配付数　８３１人

ブックスタート支
援事業

１，５４１

 １． 閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者のニー
ズや分野別のバランスをとりながら購入し、図書館利用の
促進を図った。
　【購入冊数】
　　図書　１１，３８８冊
　　雑誌　３，４６８冊
　　視聴覚資料　６５点

図書整備経費 ２６，８７７

 ３． サーモグラフィカメラ及び手指消毒用オートディスペン
サーの整備を行った。また、換気を目的に一部の窓に網戸
を設置し、手洗い後に水栓に触れる必要がないよう、水栓
の取替を行い、感染防止対策の徹底を図った。
　【実施内容】
　・サーモグラフィカメラ　２台
　・消毒用オートディスペンサー　４台
　・網戸設置工事　３８箇所
　・水栓取替工事　１１箇所

図書館感染防止対
策事業

１，７２５

66,382

文 化 政 策 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

70,010 決 算 額 の 財 源 内 訳

67,728 一般財源

 ２． 新型コロナウイルス感染症の影響により利用料金収入が
減少した指定管理者に対して、減収分の一部を補填した。観光文化会館指定

管理運営維持負担
金

１４，１１１

 １． 不特定多数が利用する観光文化会館における新型コロナ
ウイルス感染防止対策として、サーモグラフィカメラ、消
毒液用オートディスペンサー等を設置した。

観光文化会館感染
防止対策事業

４６５
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）２．学校保健費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

22,310 11,729

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1
1

195

2
2

195

3
3

195

4

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1

183,807 決 算 額 の 財 源 内 訳

137,526 一般財源

 １． 学校保健安全法に基づく健康診断として、児童生徒及び
幼児に対し、校医等による内科、歯科検診を実施するとと
もに、専門医、学校薬剤師による各種検診、検査を実施
し、幼児児童生徒の健康管理に努めた。

児童生徒保健管理
事業

６５，２８１

　

施 策 の 成 果

103,487

教 育 総 務 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 新型コロナウイルス感染症対策による学校の臨時休業中
における学習を支援するための消耗品及び学校教育活動に
必要な衛生用品等を購入した。

学校保健特別対策
事業

１，３５１

 ３． 非常勤講師を除く県費負担教職員を対象に定期健康診断
を実施し、健康の保持増進を図るとともに、労働安全衛生
法第６６条の１０の規定に基づくストレスチェックを実施
し、自身のストレスへの気づきを促し、メンタルヘルス不
調の未然防止に努めた。

教職員健康管理事
業

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額

 ２． 結核問診と学校医による定期健康診断により結核の早期
発見・早期治療及び児童生徒への感染防止に努めた。ま
た、感染が疑われる対象者に精密検査を実施した。

児童生徒結核検診
事業

３７

　

５，１７９

 ４． 新型コロナウイルス感染症による集団感染のリスクを避
けるための保健衛生用品等の購入や、感染拡大の影響によ
る学校の臨時休校からの再開にあたって、学校教育活動を
円滑に進めるため、学校における感染症対策の徹底のため
の備品等を整備した。

学校保健特別対策
事業

５９，７０６

　

 １． 学校の安全確保のため、学校体育施設開放の利用者に、
体調確認、氏名及び連絡先の把握、マスク着用・手洗い・
うがい・手指消毒・共用部分の消毒及び間隔の確保等の
感染防止対策を徹底した。

また、対策徹底の確保を図るため、体育館に消毒液及び
非接触型体温計の設置を行うと共に、市内４箇所（スポー
ツ課・ダイムスタジアム伊勢・二見公民館・御薗B&G海洋
センター）で屋外施設利用者に消毒液の配布を行った。

学校保健特別対策
事業

１，１７０

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）３．学校給食費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

7,000 5,171

    （単位  千円）

決算書
       頁

195

1
1

195

2
2

195

3
3

195

4
4

195

5

574,799 決 算 額 の 財 源 内 訳

556,265 一般財源

 ３． 老朽化した大型備品の更新を行い、安定した給食の提供
と衛生管理の徹底を図った。給食施設整備経費 ２８，１６５

 ４． 中学校給食共同調理場の運営・管理を行い、市内共同調
理場方式実施１０中学校の生徒へ、安全・安心でおいしい
給食を提供した。

中学校給食共同調
理場管理経費

１９１，２７３

 ２． 学校給食が円滑に実施できるよう、施設の維持管理に努
め、安定した学校給食運営を図った。学校給食施設維持

管理経費
４，５１７

 １． 「安全でおいしい学校給食」が円滑に提供できるよう、
給食調理従事者の健康管理、衛生管理等を実施し、設備の
充実、食中毒の防止等に努めた。

学校給食管理経費 ４４，６５０

544,094

学 校 教 育 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ５． 新型コロナウイルス感染症の影響による学校の臨時休校
に伴い、給食食材の発注キャンセル料を負担することによ
り、保護者の負担軽減及び学校給食の安定的な供給を図っ
た。また、臨時休校に伴う学校再開にあたり、従来の夏季
休業期間中に学校給食を実施したため、この間の給食調理
員の熱中症対策として保冷ベストや経口補水液等を購入し
た。

学校給食特別対策
事業

６，５８６
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（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）４．体育振興費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8,938

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

11

197

2

国体総務課・国体競技課

56,505 決 算 額 の 財 源 内 訳

49,276 一般財源

ス ポ ー ツ 課

40,338

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 令和３年三重とこわか国体・三重とこわか大会開催準備
として、「三重とこわか国体・三重とこわか大会伊勢市実
行委員会」事務局の運営を行い、ＰＲイベントや情報発
信、競技会場の設計修正及び輸送交通業務の策定・検証な
どを実施した。

【当初予算額における内容・計画】
　当初予算額　１８６，０００千円
    ・三重とこわか国体・三重とこわか大会開催準備
　　・実施本部時間外手当等

【過去２か年の実績】
　平成３０年度
　　・準備委員会負担金　　７，６３４千円
　令和元年度
　　・実行委員会負担金　２４，２１７千円

 【事業を取り巻く状況】
新型コロナウイルス感染が懸念されるなか、安心安全な

大会開催を実現するために、万全の体制・環境を整える必
要がある。

国民体育大会等準
備経費

２３，８９２

 ２． 新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴い、各種スポー
ツ行事を中止、または内容を変更して開催した。
・小学生スポーツチャレンジ！
（ちびっこ超人選手権大会代替事業）
　　実施期間：令和２年１０月
　　対象：小学生　　　参加者数：３０２人
　　概要：スポーツ推進委員が考えた５つの運動に取組
　　　　　み、その結果を各自で記録し、提出のあった
　　　　　児童に参加賞を配付
・ボッチャ解説動画作成
（いせスポーツフェスティバル2020　ボッチャ交流大会
　代替事業）
　　実施期間：令和２年１０月
　　概要：ボッチャ解説動画を作成し、行政チャンネル、
　　　　　ホームページで紹介
・市民ふれあいスポカルウォーク
　　実施回数：２回　　参加者数：延１２１人
・障がい者スポーツ体験会
　　実施回数：２回　　参加者数：延８２人

生涯スポーツ推進
事業

１，４９２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 伊勢市スポーツ推進委員連絡協議会主催のスポーツ行事
等について、企画立案や運営を行い、地域におけるスポー
ツの普及及び振興を図った。新型コロナウイルス感染症の
影響により中止となった事業もあったが、代替事業を計画
し実施した。
・委員数：６０人

スポーツ推進委員
事業

７１４
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決算書
2        頁

197

3
3

197

4
4

197

5
5

197

6
6

197

7

 ３． 子どもから高齢者まですべての地域住民が、各自のニー
ズに合わせて、気軽にスポーツ活動に参加できる「総合型
地域スポーツクラブ」の育成を図った。また、各クラブに
おいては、感染症対策を講じ、スポーツ教室等を開催し
た。
・クラブ数：８クラブ
・会員数　：３，２４１人（令和３年１月現在）

総合型地域スポー
ツクラブ育成事業

５，０５４

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

子どもたちがスポーツの歓びを体感するとともに、心身
の健全な育成を図るため、幅広いスポーツ活動を経験する
機会を設けた。
・伊勢度会地域交歓会「スポ少フェスタ2020」
　　日時：令和２年１２月６日
  　参加者数：６３人
＜登録数＞
　　団数：３８団
　　団員数：９７６人（令和２年９月現在）

スポーツ少年団育
成事業

１，０９１
 ４．

 ６． 伊勢市スポーツ協会の各競技団体が主体となって、種目
普及やジュニアから大人までの競技力向上のための大会や
教室を開催した。
・ジュニア育成事業：１４競技１４事業
・競技スポーツ事業：１５競技１５事業
・種目普及事業　　：　７競技　７事業
・指導者育成事業　：　１競技　１事業
・公認スポーツ指導員資格取得支援：１競技
・審判資格取得支援：４競技

競技スポーツ推進
事業

４，８７１

１，３３１

 ５． 各種スポーツ大会で予選大会等を経て、全国大会に出場
する個人や団体に激励金を支給した。
・支給件数 　２７件
・支給額 　　１，１７０千円
・主な大会　 大学駅伝、陸上競技全国大会等

全国規模以上のスポーツ大会において、優勝または
それに準ずる成績を収めた選手に対し、本庁舎本館１階ロ
ビーへ名前を掲示し、その功績を称えた。

全国大会等参加激
励事業

１，２０５

 ７． 　全国的なスポーツ大会を開催した。
・伊勢神宮奉納社会人野球 第６８回ＪＡＢＡ伊勢・松阪
大会
　　開催日：令和２年１１月４日～８日
　　参加者・観覧者数：２，６１６人

・第３２回都道府県対抗全日本中学生ソフトテニス大会
　開催日：令和３年３月２６日～２８日
　※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
　第１回大会から使用していた優勝旗について、長年の使
　用により、市章や大会名の変更、変色等による経年劣化
　があったため、新たに優勝旗を購入した。　７９２千円

集客誘致大会開催
事業
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決算書
7        頁

197

8

（款）11．教育費　（項）６．保健体育費　（目）５．体育施設費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6,031 19,600 26,303

    （単位  千円）

決算書
       頁

197

11

197

2

181,479 決 算 額 の 財 源 内 訳

 ８．
東京2020オリパラ
関連事業

141,592

東京2020オリンピック聖火リレーの盛り上げ施策とし
て、公益社団法人伊勢市観光協会と連携して、スタート地
点である伊勢神宮外宮前に歓迎塔を設置した。
【当初予算における内容、計画】
　当初予算額　２，４７８千円
　＜東京2020オリンピック＞
　・聖火リレー沿道応援
　・パブリックビューイング実施
　＜東京2020パラリンピック＞
　・聖火フェスティバル採火式実施

【過去２ヵ年度の実績】
　令和２年度からの新規事業

【事業を取りまく状況等】
東京2020オリンピック・パラリンピックの聖火リレー関

連事業については、三重県が主体となり進めており、市に
おいてもそれに参画し、関連イベント等を実施することで
スポーツの機運を高める。
・東京2020オリンピック
　　開催期間：令和３年７月２３日～８月８日
　　三重県聖火リレー：令和３年４月７日～８日
　　概要：令和３年３月２５日に福島県をスタートし、
　　　　　７月２３日までの１２１日間、日本全国８５９
　　　　　市区町村で実施される。
・東京2020パラリンピック
　　開催期間：令和３年８月２４日～９月５日
　　三重県採火式：令和３年８月
　　概要：オリンピックの熱気と興奮をつなぐべく、オリ
　　　　　ンピック終了後に開催される。三重県について
　　　　　は、令和３年８月に県内２９市町において「採
　　　　　火式」を実施し、津市内で県内「集火」を行
　　　　　い、「三重県の火」として東京に送り出され
　　　　　る。

１４８

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　

一般財源

89,658

 ２． 安全で快適に体育施設を利用してもらえるよう、施設の
修繕・整備等の工事を行った。
・二見テニスコート照明設備改修工事　20,680,000円
・小俣総合体育館自動火災報知設備改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,243,000円
・小俣総合体育館空調機修繕工事　852,500円
・御薗B&G海洋センター低圧受電設備改修工事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,210,000円
・伊勢ﾌｯﾄﾎﾞｰﾙｳﾞｨﾚｯｼﾞBﾋﾟｯﾁ洗い場設置工事　968,000円

体育施設整備事業 ２５，５５０

ス ポ ー ツ 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 第２期伊勢市スポーツ推進計画等に基づき、施設の適正
な運営、維持管理を行った。体育施設管理運営

経費
１１３，５３６
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決算書
2        頁

197

3
3

197

4

 ４． 小俣総合体育館及び大仏山公園SCの令和２年度分指定管
理施設利用料等減収分負担金として475,508円を株式会社
スコルチャ三重へ補填した。

体育施設指定管理
運営維持負担金

４７５

 ３． 新型コロナウイルス感染症防止対策事業を下記のとおり
実施した。
【工事】
　・体育施設水栓取替工事　1,166,000円
【備品購入】
　・手指消毒用オートディスペンサー　327,921円
　・複数人同時測定型サーモグラフィカメラ　440,000円

体育施設感染防止
対策事業

２，０３１

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,299 16,625

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1

（款）12．災害復旧費　（項）１．農林水産業施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,746 445

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1

農 林 水 産 課

2,191 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

　（目）１．農地・農業用施設災害復旧費

23,368 決 算 額 の 財 源 内 訳

18,924 一般財源

 １． 令和元年台風第１９号の影響により被災した農地及び農
業用施設の復旧を行い、機能回復を図った。
・前山町地内災害復旧工事ほか６件
・上野町地内災害復旧ほか１件

農地・農業用施設
災害復旧事業

１８，９２４

令和元年台風第１９号の影響により被災した林道の復旧
を行い、施設の機能回復を図った。
・林道ホラ線災害復旧工事

林業用施設災害復
旧事業

２，１９１

農 林 水 産 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １．

　（目）２．林業用施設災害復旧費

4,436 決 算 額 の 財 源 内 訳

- 137 -



（款）12．災害復旧費　（項）２．公共土木施設災害復旧費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

133,572 66,500 8,847

    （単位  千円）

決算書
       頁

199

1

 １． 令和元年５月の大雨、令和元年８月に発生した台風１０
号、令和元年１０月に発生した台風１９号及び令和２年７
月の大雨により被災した施設の機能回復を図るため、復旧
を進めている。
（概要）
　河川災害復旧
 【補助分】
　①令和２年度現年分　　　　Ｌ＝１８．６ｍ　　  ２件
　　普通河川雨渕川左岸
　　準用河川大倉川左右岸
　②令和元年度から一部繰越　Ｌ＝５５５．３ｍ　１０件
　　普通河川雨渕川右岸
　　準用河川亀谷郡川左右岸
　　普通河川横輪川左右岸
　　普通河川西五十鈴川右岸
　　普通河川五十鈴川左右岸
　　普通河川横輪川支川右岸
　　準用河川亀谷郡川左岸
　　準用河川一宇田川左右岸
　　普通河川五十鈴川左岸ほか
　　準用河川横輪川左右岸
　③令和元年度から繰越　　　Ｌ＝７２．９ｍ　  　３件
　　準用河川大倉川右岸
　　普通河川横輪川支川右岸
　　普通河川雨渕川左右岸
　④令和３年度へ一部繰越　　Ｌ＝３２３．５ｍ　　４件
　　普通河川菖蒲川支川左右岸
　　普通河川取川左右岸
　　普通河川朝川左右岸
　　普通河川五十鈴川支川左右岸ほか

 【単独分】
　①令和２年度現年分
　　 測量設計業務　　　　　　　１０か所　　　　 １件
     準用河川大倉川左岸　　　　Ｌ＝１２．４ｍ　 １件
　　 舗装修繕　　　　　　　　　Ｌ＝７６．４ｍ　 １件

河川災害復旧事業 ２１６，７５０

　（目）２．河川災害復旧費

286,628 決 算 額 の 財 源 内 訳

216,750 一般財源

7,831

基 盤 整 備 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果
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（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）１．元金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2,857

    （単位  千円）

決算書
       頁

203

1

（款）13．公債費　（項）１．公債費　（目）２．利子

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

317

    （単位  千円）

決算書
       頁

203

1

施 策 の 成 果

 １． 過去に借入れた市債の元金の支払いを行った（通常償
還）。
　・借入利率　　0.002%～4.75%
　・借入年度　　平成4年度～平成30年度
　・未償還残高　59,303,817千円

市債償還元金 ５，４４９，９４３

5,449,943 決 算 額 の 財 源 内 訳

5,449,943 一般財源

250,339 一般財源

5,447,086

財 政 課

事 業 名 決 算 額

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 　過去に借入れた市債の利子の支払いを行った。
　・借入利率　　0.002%～4.75%
　・借入年度　　平成4年度～令和元年度

市債利子 ２５０，２９９

251,151 決 算 額 の 財 源 内 訳

250,022

財 政 課
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  【国民健康保険特別会計】

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）１．一般被保険者療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

7,659,571

    （単位  千円）

決算書
       頁

217

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）２．退職被保険者等療養給付費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

93

    （単位  千円）

決算書
       頁

217

1

（款）２．保険給付費　（項）１．療養諸費　（目）３．一般被保険者療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

47,841

    （単位  千円）

決算書
       頁

217

1

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　７，４４１件一般被保険者療養

費
４７，８４１

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 退職被保険者等の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １９件

退職被保険者等療
養給付費

９３

53,400 決 算 額 の 財 源 内 訳

47,841 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の療養給付費
（１）診療延件数（薬剤、訪問看護を含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　４５６，３１７件
（２）年度平均被保険者数　　　　　２６，５２９人

一般被保険者療養
給付費

７，６５９，５７１

1,200 決 算 額 の 財 源 内 訳

93 一般財源

7,760,000 決 算 額 の 財 源 内 訳

7,659,571 一般財源

医 療 保 険 課
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（款）２．保険給付費　（項）２．高額療養費　（目）１．一般被保険者高額療養費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

1,158,648

    （単位  千円）

決算書
       頁

217

1

（款）２．保険給付費　（項）４．出産育児諸費　（目）１．出産育児一時金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

219

1

（款）２．保険給付費　（項）５．葬祭諸費　（目）１．葬祭費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

219

1

9,000

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 葬祭費の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　１８０件葬祭費 ９，０００

20,564

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 出産育児一時金の支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　　　　４９件出産育児一時金 ２０，５６４

10,200 決 算 額 の 財 源 内 訳

9,000 一般財源

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 一般被保険者の高額療養費支給額
（１）支給件数　　　　　　　　　　４９，８６７件一般被保険者高額

療養費
１，１５８，６４８

30,240 決 算 額 の 財 源 内 訳

20,564 一般財源

1,165,600 決 算 額 の 財 源 内 訳

1,158,648 一般財源

医 療 保 険 課
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（款）４．保健事業費　（項）１．特定健康診査等事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

55,434

    （単位  千円）

決算書
       頁

221

1
1

221

2

 ２． 特定保健指導の実施
（１）　動機付け支援　　　　　　 　　　　３２２人
（２）　積極的支援　　　　　　　 　　　　  ４６人

特定保健指導事業
費

１４，３０９
　

155,007 一般財源

99,573

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 特定健康診査の実施
（１）　受診件数　　　　　　　　　１１，６２７人特定健康診査事業

費
１４０，６９８

　（目）１．特定健康診査等事業費

166,179 決 算 額 の 財 源 内 訳
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  【後期高齢者医療特別会計】

（款）２．後期高齢者医療広域連合納付金（項）１．後期高齢者医療広域連合納付金

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

233

1

医 療 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 三重県後期高齢者医療広域連合の市町負担金
・後期高齢者医療保険料
　市が徴収した保険料及び延滞金を広域連合へ納付
　　　　　　　　　　　　　　　１，３８２，４７３千円
・保険基盤安定制度負担金
　低所得者にかかる保険料軽減分を負担
　　　　　　　　　　　　　　　　　３６４，５７４千円
・保健事業負担金
　広域連合が行う保健事業経費の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０，６３０千円
・事務費負担金
　広域連合事務経費（共通経費）の市分担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８，７５８千円
・療養給付費負担金
　伊勢市の被保険者にかかる医療給付費の1/12の額
　　　　　　　　　　　　　　　１，３３２，１４７千円

後期高齢者医療広
域連合負担金

３，１４８，５８２

3,148,582

　（目）１．後期高齢者医療広域連合納付金

3,152,157 決 算 額 の 財 源 内 訳

3,148,582 一般財源
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  【介護保険特別会計】

（款）１．総務費　（項）１．総務管理費　（目）２．介護保険推進費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

    （単位  千円）

決算書
       頁

247

1
1

247

2

（款）２．保険給付費　（項）１．介護サービス等諸費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

3,278,315 1,915,973 3,567,947

    （単位  千円）

決算書
       頁

249

1
1

249

2

 ２． ・介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　 15,464件　　　243,942千円
・地域密着型介護予防サービス給付費負担金
　　支給件数　　 　 193件　　　 11,734千円
・介護予防福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　 　178件　　　　 4,193千円
・介護予防住宅改修費負担金
　　支給件数　　 　 289件　　 　23,791千円
・介護予防サービス計画費負担金
　　支給件数　　 12,141件　　　 53,322千円

介護予防サービス
等給付事業

３３６，９８２

4,406,422

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ・居宅介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　112,908件　　5,881,538千円
・地域密着型介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　 13,946件　　1,793,029千円
・施設介護サービス給付費負担金
　　支給件数　　 14,362件　　3,685,755千円
・居宅介護福祉用具購入費負担金
　　支給件数　　　　494件　　　 13,044千円
・居宅介護住宅改修費負担金
　　支給件数　　　　408件　　　 32,179千円
・居宅介護サービス計画給付費負担金
　　支給件数　　 43,808件　　　635,523千円

介護サービス等給
付事業

１２，０４１，０６８

 ２． 「伊勢市第９次老人福祉計画・第８期介護保険事業計画」
計画策定業務を委託し、計画を策定した。介護保険事業計画

策定事業
４，２１５

　（目）１．介護サービス等給付費

13,503,320 決 算 額 の 財 源 内 訳

13,168,657 一般財源

4,917 決 算 額 の 財 源 内 訳

4,817 一般財源

4,817

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 本市における地域包括ケアシステムを推進するため、伊
勢市地域包括ケア推進協議会を開催した。地域包括ケア推進

協議会運営事業
６０２

- 144 -



決算書
2        頁

249

3
3

251

4
4

251

5

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

114,007 35,516 76,717

    （単位  千円）

決算書
       頁

251

1

    （単位  千円）

決算書
       頁

251

1
1

251

2

　

 ２． ・介護予防ケアマネジメント事業費
　　支給件数　　5,900件　　 25,886千円介護予防ケアマネ

ジメント事業
２５，８８６

　

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 【介護予防・生活支援サービス事業】
・訪問型サービス費（訪問介護相当・訪問型サービスA1）
　　支給件数　   3,901件　  　　60,724千円
・通所型サービス費（通所介護相当・通所型サービスA）
　　支給件数　 　8,077件　  　 155,175千円
・高額介護サービス費
　　支給件数　 　　210件　　　　 1,435千円
・年間高額総合事業サービス費
　　支給件数　　　　 1件　　　   　 31千円
・高額医療合算介護サービス
　　支給件数　 　　　1件　　　 　    6千円
・審査支払手数料
　　支給件数　　17,878件　　　　   912千円

介護予防・生活支
援サービス事業

２１８，２８３

252,455 一般財源

26,215

健 康 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． ６５歳以上の高齢者を対象に、シニア健康講座等の開催
や健康チエック、介護予防教室ＯＢ会の活動支援を行い、
高齢者の健康づくりに関する知識の普及啓発を行った。
３，３１１人の参加があった。

普及啓発事業 ３，１４９

 ５． ・高額医療合算介護サービス費負担金
　　支給件数　 1,453件　　　　　41,476千円
・高額医療合算介護予防サービス費負担金
　　支給件数 　　 41件　　　　　　 216千円

高額医療合算介護
サービス費等給付
事業

４１，６９２

　（目）１．介護予防・日常生活支援総合事業費

284,438 決 算 額 の 財 源 内 訳

 ４． ・特定入所者介護サービス費負担金
　　支給件数　 12,412件　　　　445,797千円
・特定入所者介護予防サービス費負担金
　　支給件数　 　　60件　　　　　　290千円

特定入所者介護
サービス等給付事
業

４４６，０８７

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ３． ・高額介護サービス費負担金
　　支給件数　　26,518件　　　300,838千円
・高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　 264件          201千円
・年間高額介護サービス費負担金
　　支給件数　　　  61件　　　　1,789千円
・年間高額介護予防サービス費負担金
　　支給件数　　　　 0件　　　　　　0千円

高額介護サービス
等給付事業

３０２，８２８
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    （単位  千円）

決算書
       頁

251

1
1

251

2
2

251

3

（款）３．地域支援事業費　（項）１．地域支援事業費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

118,920 55,987

    （単位  千円）

決算書
       頁

253

1
1

253

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

253

1

高 齢 ・ 障 が い 福 祉 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 高齢者の食の自立を目的として、６５歳以上の一人暮らし
又は高齢者のみの世帯で、食事の確保が困難な世帯に属す
る高齢者に対して、栄養のバランスの取れた食事を平日の
昼週３回を限度として提供するとともに、安否確認を併せ
て行い、日常生活の支援を行った。

食の自立支援事業 ２，９２５

 ２． 適切な介護保険サービスの確保、適正な利用により、持
続可能な介護保険制度の構築に資するため、介護給付費等
費用適正化事業を行った。
・ケアプラン点検 実施回数 ３回 点検件数 １２件
・介護給付費通知 発送回数 ４回
・住宅改修実態調査 実施回数 ４回
・福祉用具実態調査 実施回数 ３回

介護給付費等費用
適正化事業

３，５８１

301,268 一般財源

126,361

介 護 保 険 課

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 介護保険において要介護４・５に認定された高齢者等
（施設入所者を除く）に対し、介護に必要な紙おむつ・尿
取りパッド、紙パンツ、清拭剤、ドライシャンプーの購入
費用の一部をクーポン券により補助した。
支給者数　６８４人

介護用品支給事業 ２７，９３９

 ３． 要支援者・事業対象者に対する介護予防・日常生活支援総
合事業のうち、介護サービス事業者以外の多様な主体によ
る多様なサービスを構築するため、民間・地域住民組織等
が行う生活援助や介護予防に資する集いの場等に対する支
援を行った。

介護予防・生活支
援サービス事業

４，０２７
　

　（目）２．包括的支援事業・任意事業費

311,464 決 算 額 の 財 源 内 訳

　

 ２． 地域の特性や高齢者のニーズに応じた集いの場を開所し、
当該集いの場への参加、買物、通院等のための移送を伴う
付添い支援を提供するサービスに対する支援を行った。ま
た、運動に特化した通いの場の創出支援、医療専門職の介
入による介護予防活動、通いの場の運営支援を行った。

地域介護予防活動
支援事業

９７１

福祉生活相談センター

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 要介護状態への進行を防止することを目的に、介護予防
の普及啓発を実施し、高齢者の健康と生活機能の維持向上
を支援した。

普及啓発事業 １３９
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決算書
1        頁

253

2

    （単位  千円）

決算書
       頁

253

1
1

253

2
2

253

3

　

 ２． 高齢者が地域において尊厳のある生活を維持できるよう
に、高齢者虐待防止と権利擁護への対応支援および啓発を
行い、地域包括ケアシステムの深化・推進を図った。

地域包括ケア事業 ９，２３０

 ３． 地域課題を地域自らが解決する方法を話し合う場の構築
及び地域活動の創出等を目的に生活支援コーディネーター
を配置し、地域活動の担い手の創出等のため生活支援サ
ポーター養成講座及びスキルアップ研修を開催した。

生活支援体制整備
事業

４０，３６８

福祉生活相談センター

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 地域包括支援センターを委託し、保健・医療・福祉の連携
の拠点のさらなる充実と、高齢者の生活を総合的に支える
地域包括ケア体制の実現にむけ、高齢者の支援体制の強
化・充実を図った。

地域包括支援セン
ター運営事業

１６０，２４９

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ２． 高齢者世話付住宅（市営リバーサイドせせらぎ）に居住す
る高齢者に対し、生活援助員を派遣し、生活指導・相談、
安否確認、一時的な家事援助、緊急時の対応などのサービ
スを提供することにより、自立して安全かつ快適な在宅生
活を営むことができるよう支援した。

高齢者住宅等安心
確保事業

１０，１４９
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4
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253

5
5

253

6

　

　

 ５． 在宅生活を支援する医療・保健・介護・福祉等の専門職の
連携の推進を目的に伊勢地区在宅医療・介護連携支援事業
を委託し、拠点の設置・運営およびネットワークの構築を
行った。

在宅支援連携推進
事業

１２，０３７
　

 ６． 個別ケースを通じてケアマネジャー等と専門多職種が協
働の上、ケアプラン検討や参加者の専門的能力の向上、地
域の社会資源の把握・開発や市の政策形成に繋げることを
目的に伊勢市生活支援会議を開催した。また、ケアマネジ
メント支援分科会を開催し、厚生労働省が定める基準の回
数を超える生活援助中心型のケアプランについて検討を
行った。

地域ケア会議推進
事業

１，６３２

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ４． 認知症の正しい理解を深め、家族や周囲が安心して対応で
きるよう、認知症に関する情報発信や知識の普及啓発を
行った。地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を
配置し、地域での取り組みを推進した。また、認知症の早
期発見、早期治療をすすめ地域で安心した生活を送り続け
ることができるよう認知症初期集中支援チームにおいて早
期対応を行った。

【令和２年度の実績】
　・認知症地域支援推進事業
  ・認知症カフェ開催
　・高齢者や認知症にやさしい応援団「こども作文コン
　　クール」　応募数28人（11小学校）
　・認知症ケアパス配布
　・認知症初期集中支援推進事業
　　　会議9回　支援件数30件（実人数13件）
　・高齢者の見守り支援等に関する協定締結

【当初予算における内容、計画】
　当初予算額8,868,000円
　・認知症地域支援推進事業の委託
　・認知症初期集中支援チームの活動
　・認知症ケアパスの普及
　・高齢者の見守り支援等に関する協定締結

【過去２ヵ年度の実績】
　平成30年度848,433円
　・認知症初期集中支援推進事業
　　　会議6回　支援件数53件（実人数17件）
　・認知症ケアパス配布数　2045冊
　・高齢者の見守り支援等に関する協定　20機関

　令和元年度464,316円
　・認知症初期集中支援推進事業
　　　会議4回　支援件数7件（実人数4件）
　・高齢者や認知症にやさしい応援団「こども作文コン
　　クール」　応募数90人（13小学校）
　・認知症ケアパス配布数　1130冊
　・高齢者の見守り支援等に関する協定　25機関

【事業を取りまく状況等】
高齢者の増加により、今後も認知症高齢者の増加が予測

される。認知症の予防、早期発見、適切な治療・ケアの充
実や、関係機関の連携の促進により、認知症に関する重層
的な支援が提供され、高齢者が安心して生活できる体制づ
くりが必要である。

認知症施策事業 ７，６９２
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 ８． 認知症などで行方不明になるおそれのある人の情報を事前
に登録することで、早期発見、早期保護に役立てるため
に、高齢者の安心、安全な生活の支援を行った。

認知症SOSネット
ワーク事業

２６０

 ９． 認知症への理解を進め、地域で見守る体制を目的に認知症
サポーターの養成を行った。また、サポーターの地域支援
活動の推進に向け、ステップアップ研修を開催し、認知症
の人とその家族を支援するネットワークの構築を図った。

認知症サポーター
養成事業

１７５

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 ７． 成年後見制度の利用が有効と認められるにも関わらず、申
し立てを行う人が四親等以内の親族がいない者に対し、市
長の権限による申し立ておよび必要経費を助成し、成年後
見制度の利用促進を行った。

成年後見制度利用
支援事業

１，２４２
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  【観光交通対策特別会計】

（款）１．観光交通対策事業費　（項）１．管理費　（目）１．管理費

    （単位  千円）

予 算 現 額 千円

決 算 額 千円 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

354,338

    （単位  千円）

決算書
       頁

267

1

事 業 名 決 算 額 施 策 の 成 果

 １． 神宮周辺では、交通渋滞が頻繁に発生しており、来訪さ
れた方だけでなく、地域住民の生活にも支障をきたしてい
る。このため、内宮周辺駐車場の駐車場収入により交通誘
導や情報発信、パーク＆バスライドなどの交通対策を行い
観光振興や地域住民の生活環境の改善を図った。

◎市営駐車場管理運営
　・駐車場使用料収入…323,702,700円
　・駐車場利用台数　…681,577台

◎パーク＆バスライド運行実績
　・ゴールデンウィーク交通対策
　　…新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止
　・初参り交通対策
　　…実施日：令和２年12月31日～令和３年１月４日、
　　　　　　　１月９日、１月10日

駐車場管理運営経
費

４０２，７１５

交 通 政 策 課

477,056 決 算 額 の 財 源 内 訳

444,760 一般財源

90,422
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（単位：千円）

一般財源のうち
都市計画税
充当額

88,605 31,900 53,500 611 2,594 1,837

八日市場高向線ほか１線（２工区）整備事業 88,605 31,900 53,500 611 2,594

2,593,517 4,836 2,588,600 40 41 29

神社小学校・大湊小学校統合校整備事業 2,593,517 4,836 2,588,600 40 41

1,646,088 0 0 0 1,646,088 1,165,358

公共下水道事業繰出金（建設改良事業費） 24,475 0 0 0 24,475

公共下水道事業繰出金（地方債償還金・旧伊勢分） 1,292,199 0 0 0 1,292,199

　　　〃　　（地方債償還金・旧二見　H18借入以降分） 78,696 0 0 0 78,696

　　　〃　　（地方債償還金・旧小俣　H18借入以降分） 147,986 0 0 0 147,986

　　　〃　　（地方債償還金・旧御薗　H18借入以降分） 102,732 0 0 0 102,732

316,215 0 0 0 316,215 223,866

210,785 0 0 0 210,785

8,824 0 0 0 8,824

17,836 0 0 0 17,836

78,770 0 0 0 78,770

4,644,425 36,736 2,642,100 651 1,964,938 1,391,090

　下水道

都
市
計
画
事
業

旧伊勢分

旧二見　H18借入以降分
（茶屋２５号線、二見浦交通広場）

旧小俣　H18借入以降分
　（下卯起宮川駅野依橋線）

旧御薗　H18借入以降分
　（八日市場高向線ほか１線、秋葉山高向線、高向神田線、高向西公園）

その他の
特定財源

地方債国県支出金

都市計画税
充当対象
経費決算額

令和２年度　都市計画税充当状況

　都市計画税は、都市計画法に基づき実施する都市計画事業に要する経費に充てる目的税です。
　伊勢市の令和２年度決算における都市計画税の充当状況は、次のとおりです。

　街路

事業名

合　　　　　　　　計

　
公
債
費
（

都
市
計
画
事
業
分
）

　学校

財源内訳

一般財源
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【費目別不納欠損の状況】
（単位　人、円）

事 由 対 象 人 数 不 納 欠 損 額 所 管 課

○一般会計

市税

市民税 （１１２） （５，７６６，３８２） 課税課（収納推進課）

７９ １５，７７８，０５５

消滅時効 ３７ ９９７，３９３

処分執行停止の継続 １８ １，５５０，０９９

無財産等徴収不能 ２４ １３，２３０，５６３

固定資産税 （３６９） （３６，２０４，６２２） 課税課（収納推進課）

３３１ ５５，９１２，５３４

消滅時効 ２８１ ６，８０２，２３０

処分執行停止の継続 ６ ６，２４６，６６１

無財産等徴収不能 ４４ ４２，８６３，６４３

軽自動車税 （１８２） （１，０５６，７７０） 課税課（収納推進課）

１２５ １，３１９，２８３

消滅時効 ７１ ３０３，１００

処分執行停止の継続 ３３ ５８６，９３１

無財産等徴収不能 ２１ ４２９，２５２

都市計画税 （３６９） （７，２００，９８１） 課税課（収納推進課）

３３１ １１，１４２，２５８

消滅時効 ２８１ １，３５５，１７０

処分執行停止の継続 ６ １，２４４，４８７

無財産等徴収不能 ４４ ８，５４２，６０１

分担金及び負担金

保育所保育料 （３） （４９８，６８０） 保育課

５ １，２２９，７０９

消滅時効 ４ ６７９，８００

無財産等徴収不能 １ ５４９，９０９

使用料及び手数料

墓地管理手数料 （０） （０） 環境課

消滅時効 ２８ １５１，０００

諸収入

生活保護法第６３条返還金 （１７） （２，４６８，４２３） 生活支援課

消滅時効 １０ ５，９１３，７６８

生活保護法第７８条返還金 （９） （４，９０１，８３５） 生活支援課

消滅時効 １１ ３，９６６，６７８

（１，０６１） （５８，０９７，６９３）

９２０ ９５，４１３，２８５

○国民健康保険特別会計

国民健康保険料

国民健康保険料 （４３２） （４３，３６５，７４９） 医療保険課

消滅時効 ３５３ ３９，１７８，６７０

国民健康保険税

国民健康保険税 （４） （２９１，４００） 医療保険課

消滅時効 １ ３１９，３００

諸収入

一般被保険者返納金 （０） （０） 医療保険課

消滅時効 ８ ６６，２３４

（４３６） （４３，６５７，１４９）

３６２ ３９，５６４，２０４

○後期高齢者医療特別会計

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料 （３８） （１，８８３，８６４） 医療保険課

消滅時効 ２５ ９２９，４６７

○介護保険特別会計

保険料

介護保険料 （１６６） （５，２１９，６２９） 介護保険課

消滅時効 １７３ ６，８９８，９９３

※上段(　 )書は令和元年度実績値

費 目

一般会計　計

国民健康保険特別会計　計
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 14.9 億円

（歳出）社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 207 億円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

国支出金 県支出金 市債 その他
地方消費税交
付金（社会保
障財源化分）

その他

障害者福祉事業 3,354,920 1,540,369 745,088 0 44,621 225,747 799,095

高齢者福祉事業 258,283 0 3,811 0 60,362 17,650 176,460

児童福祉事業 6,600,437 2,486,240 972,499 0 210,913 446,006 2,484,779

父母子福祉事業 480,738 166,909 0 0 0 0 313,829

生活保護扶助事業 2,094,388 1,523,244 59,253 0 0 17,614 494,277

その他社会福祉事業 343,185 60,456 18,564 0 86,757 12,475 164,933

小計 13,131,951 5,777,218 1,799,215 0 402,653 719,492 4,433,373

介護保険特別会計繰出金 1,966,650 81,697 40,849 0 0 178,280 1,665,824

国民健康保険特別会計繰出金 830,734 118,968 379,839 0 0 36,938 294,989

小計 2,797,384 200,665 420,688 0 0 215,218 1,960,813

後期高齢者医療特別会計繰出金 1,717,351 0 273,430 0 0 119,200 1,324,721

医療費支給事業 740,219 0 290,323 0 0 1,170 448,726

医療提供体制確保事業 101,369 0 0 0 9,026 25,120 67,223

病院事業繰出金 1,444,622 0 0 0 5,361 325,472 1,113,789

疾病予防対策事業 359,238 5,978 3,944 0 0 71,460 277,856

健康増進対策事業 290,007 709 9,447 0 35,515 1,288 243,048

母子保健推進事業 164,742 12,761 6,460 0 2,257 6,700 136,564

小計 4,817,548 19,448 583,604 0 52,159 550,410 3,611,927

20,746,883 5,997,331 2,803,507 0 454,812 1,485,120 10,006,113

一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計

令和２年度　地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当事業

○地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施
策に要する経費

事　業　名 経　費

財源内訳

特定財源
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令和２年度入湯税の充当状況 

 
 

入湯税は、地方税法第 701 条の規定により、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施

設及び消防施設その他消防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設

の整備を含む。）に要する費用に充てることを目的とした地方税です。 

 

伊勢市の令和２年度決算における、入湯税充当可能経費は、９２２,１７５千円とな

っており、そのうち観光振興に関する事業に対して、１５,８４０千円の入湯税を充当し

ています。 

充当状況の詳細は次のとおりです。 

 
 （単位：千円）

うち
入湯税
充当額

58,237 18,169 3,300 0 10,285 26,483 0

354,331 67,824 0 185,900 16,229 84,378 0

509,607 58,873 0 0 9,789 440,945 15,840

二見ビーチ活性化事業 1,962 0 0 0 7 1,955 1,840

スポーツ・ＭＩＣＥ誘致推進事業 5,699 0 0 0 0 5,699 5,600

クリエイターズ・ワーケーション
促進事業

22,100 8,000 0 0 0 14,100 8,400

922,175 144,866 3,300 185,900 36,303 551,806 15,840

一般財源等

入湯税
充当可能経費
決算額

財源内訳

その他地方債県支出金国庫支出金

観光振興

消防

環境衛生

事業名

合計
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